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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

決算年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 2,118,055 2,089,791 2,031,652 1,882,612 2,017,824

継続事業税金等調整前当期純

利益（△損失）（百万円）
9,712 △96,140 △182,032 △16,084 57,228

当期純利益（△損失）

（百万円）
13,400 △171,544 △205,661 △45,362 28,700

株主資本（百万円） 497,302 288,268 402,892 312,008 308,043

総資産額（百万円） 2,643,627 2,600,677 2,154,837 1,970,940 1,683,837

１株当たり株主資本（円） 268.07 155.42 16.76 1.96 1.31

基本的１株当たり当期純利益

（△損失）（円）
7.22 △92.48 △194.96 △72.66 4.67

希薄化後１株当たり当期純利

益（△損失）（円）
7.22 △92.48 △194.96 △72.66 4.67

株主資本比率（％） 18.8 11.1 18.7 15.8 18.3

株主資本利益率（％） 2.9 △43.7 △59.5 △12.7 9.3

株価収益率（倍） 71.75 － － － 44.97

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
86,371 3,695 △664 △7,524 106,835

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△91,356 △82,234 36,001 △16,866 △36,265

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△33,305 70,580 △69,980 62,002 △102,306

現金及び現金等価物の期末残

高（百万円）
277,462 294,982 297,500 334,686 280,706

従業員数（人） 82,337 96,023 106,389 94,906 99,875

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．当社の連結財務諸表は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成している。

３．株主資本、1株当たり株主資本、株主資本比率及び株主資本利益率は米国会計基準に基づき作成しており、従

来どおり記載している。

４．米国財務会計基準審議会基準書第144号「長期性資産の減損及び処分の会計処理」の規定に基づき、平成18

年３月期に三洋電機クレジット㈱を、平成20年３月期に携帯電話事業をそれぞれ非継続事業とした。これら

に合わせて過去数値について組替え表示している。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 1,377,197 1,458,981 1,353,445 1,215,914 1,417,946

経常利益（△損失）

（百万円）
43,465 9,247 △48,275 △21,276 2,934

当期純利益（△損失）

（百万円）
36,632 △169,930 △149,406 △57,144 18,905

資本金（百万円） 172,242 172,242 322,242 322,242 322,242

発行済株式総数（千株）

　普通株式

　Ａ種優先株式

　Ｂ種優先株式

1,872,338

－

－

1,872,338

－

－

1,872,338

182,542

246,029

1,872,338

182,542

246,029

1,872,338

182,542

246,029

純資産額（百万円） 442,852 258,504 407,390 346,108 359,848

総資産額（百万円） 1,343,792 1,254,766 1,315,852 1,218,538 1,148,590

１株当たり純資産額（円） 238.72 139.38 17.49 7.51 9.75

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円）

6.00

(3.00)

3.00

(3.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

１株当たり当期純利益

（△損失）（円）
19.75 △91.61 △72.32 △9.31 3.08

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
19.49 － － － －

自己資本比率（％） 33.0 20.6 31.0 28.4 31.3

自己資本利益率（％） 8.8 △48.5 △44.9 △15.2 5.4

株価収益率（倍） 26.2 － － － 68.2

配当性向（％） 30.38 － － － －

従業員数（人） 16,809 15,687 14,137 11,032 10,823

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．第83期より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用している。

３．第81期、第82期及び第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は１株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載していない。84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載していない。

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

  3/168



２【沿革】

年月 沿革

昭和22年１月 井植歳男の個人経営で三洋電機製作所を守口市に設立

昭和22年２月 三洋電機製作所北條工場新設

昭和25年４月 三洋電機株式会社（資本金２千万円）設立

昭和25年９月 住道工場新設

昭和25年12月 滋賀工場新設

昭和29年４月 大阪証券取引所に上場

昭和29年12月 東京証券取引所に上場

昭和32年４月 淀川工場新設

昭和34年７月 東京三洋電機㈱設立

昭和35年11月 三洋電機貿易㈱設立

三洋電機（香港）有限公司設立

昭和36年３月 サンヨー・エレクトリック・インク（現 サンヨー・ノースアメリカ・コーポレーション）設立

昭和36年12月 中央研究所新設

昭和39年８月 洲本工場新設

昭和41年７月 鳥取三洋電機㈱設立

昭和44年４月 岐阜工場新設

三洋電機クレジット㈱設立

昭和44年６月 三洋丸紅（英国）㈱（現 三洋ヨーロッパ㈱）設立

昭和45年10月 開発研究所新設

昭和46年４月 ㈱三洋電機商品センター（現 三洋電機ロジスティクス㈱）設立

昭和47年４月 三洋電子（シンガポール）㈱（現 三洋アジア㈱）設立

昭和51年５月 塩屋研究所新設

昭和51年９月 サンヨー・マニファクチャリング・コーポレーション（現　三洋ＴＶインターナショナル㈱）

設立

昭和58年９月 応用技術研究所新設

昭和59年６月 新潟三洋電子㈱（現 三洋半導体製造㈱）設立

昭和60年10月 筑波研究所新設

昭和61年12月 東京三洋電機㈱と合併

昭和62年６月 ㈱三洋ヴイ・エル・エス・アイ　エンジニアリング（現 三洋半導体製造㈱）設立

平成元年６月 ＵＬＳＩ研究所新設

生産技術研究所新設

平成元年10月 ㈱三洋システムエンジニアリング（現 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋システム）設立

平成２年10月 三洋ライフ・エレクトロニクス㈱　設立

平成８年２月 三洋電機自販機㈱設立

平成８年３月 決算期を11月30日から３月31日に変更

平成10年４月 三洋電機産機㈱（現 三洋電機販売㈱）設立

平成11年10月 三洋電機空調㈱（現 三洋電機サービス㈱）設立

平成13年10月 三洋ライフ・エレクトロニクス㈱が三洋電機貿易㈱と合併し、三洋セールスアンドマーケティング

㈱に商号変更

平成14年４月 三洋電機自販機㈱を富士電機㈱に譲渡

平成15年10月 三洋コンシューママーケティング㈱　設立

平成16年10月 三洋エプソンイメージングデバイス㈱　設立

平成17年８月 新潟三洋電子㈱が岐阜三洋電子㈱と合併し、当社の半導体前工程部門の営業譲渡を受け、三洋半導体

製造㈱に商号変更

平成17年12月 三洋電機クレジット㈱の株式の一部を譲渡

平成18年７月 三洋半導体㈱　設立

平成18年12月

平成19年４月

三洋エプソンイメージングデバイス㈱の株式をセイコーエプソン㈱に譲渡

三洋セールスアンドマーケティング㈱と合併
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３【事業の内容】

　当社及びその関係会社245社（連結子会社185社、持分法適用会社60社）により構成され、コンシューマ部門、コマー

シャル部門、コンポーネント部門、その他部門の４部門において、製造・販売・保守・サービス等の活動を行ってい

る。 なお、三洋セールスアンドマーケティング㈱は、平成19年４月１日に当社と合併した。

　次の４部門は「第５　経理の状況　１．(1）連結財務諸表　注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一

である。

　セグメント別の主要な製品及び主要会社名は次のとおりである。

主要製品
主要会社名

製造会社 販売・その他会社

（コンシューマ部門） 　 　

ブラウン管テレビ、プラズマテレビ、液晶テレビ、ＤＶ

Ｄプレーヤー、ビデオカメラ、デジタルカメラ、プロ

ジェクター、デジタルボイスレコーダー、カーナビ

ゲーション、カーステレオ、ファクシミリ、コードレス

電話機、携帯電話機、ＰＨＳ電話機、ＰＨＳ基地局、冷

蔵庫、フリーザー、洗濯機、衣類乾燥機、電子レンジ、エ

アコン、掃除機、扇風機、マッサージチェア、食器洗い

乾燥機、ＩＨ調理器、トースター、ジャー炊飯器、シス

テムキッチン、電気暖房機、空気清浄機、加湿機、エコ

キュート、電動ハイブリッド自転車、自転車用電装品、

ポンプ、シェーバーなどの電池応用商品

鳥取三洋電機㈱、島根三洋電

機㈱、三洋ＴＶインターナ

ショナル㈱、サンヨー・Ｅ＆

Ｅ・コーポレーション、三洋

電機（蛇口）有限公司、三洋

パーソナル通信（マレーシ

ア）㈱、三洋ジャヤ電子部品

（インドネシア）㈱、東莞華

強三洋電子有限公司、台湾三

洋電機股?有限公司

三洋電機販売㈱、サンヨー・

ノースアメリカ・コーポレー

ション、三洋ヨーロッパ㈱、三

洋空調設備ヨーロッパ㈲、三

洋電機（香港）有限公司、三

洋アジア㈱

（コマーシャル部門） 　 　

冷凍・冷蔵ショーケース、スーパーショーケース、業

務用冷凍冷蔵庫、

プレハブ冷凍冷蔵庫、製氷機、パッケージエアコン、ガ

スエンジンヒートポンプエアコン、吸収式冷凍機、業

務用空間清浄システム、医療用滅菌器、医療用保冷庫、

超低温フリーザー、錠剤包装機、メディカルコン

ピューター、ディスペンサー、ゴルフカートシステム

三洋東京マニュファクチャリ

ング㈱、大連三洋制冷有限公

司、大連三洋冷鏈有限公司

三洋電機販売㈱、三洋電機

サービス㈱
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主要製品
主要会社名

製造会社 販売・その他会社

（コンポーネント部門） 　 　

ＭＯＳ－ＬＳＩ、ＢＩＰ－ＬＳＩ、厚膜ＩＣ、トランジ

スター、ダイオード、

ＣＣＤ、ＬＥＤ、半導体レーザー、光ピックアップ、コ

ンデンサー、モーター、

リチウムイオン電池、ニカド電池、ニッケル水素電池、

リチウム電池、アルカリ・マンガン乾電池、太陽電池、

ハイブリッド自動車用二次電池、冷凍・冷蔵・空調用

コンプレッサー

鳥取三洋電機㈱、三洋半導体

㈱、三洋半導体製造㈱、関東三

洋セミコンダクターズ㈱、三

洋精密㈱、三洋メディアテッ

ク㈱、三洋エナジー鳥取㈱、三

洋エナジートワイセル㈱、三

洋ジーエスソフトエナジー

㈱、サンヨー・エナジー（Ｕ

ＳＡ）コーポレーション、三

洋電機（蛇口）有限公司、韓

国東京シリコン㈱、三洋ジャ

ヤ電子部品（インドネシア）

㈱、瀋陽華潤三洋圧縮機有限

公司

三洋電機販売㈱、三洋セミコ

ンデバイス㈱、サンヨー・セ

ミコンダクター・（Ｕ．Ｓ．

Ａ．）・コーポレーション、

三洋コンポーネントヨーロッ

パ㈲、三洋電機（香港）有限

公司、三洋半導体（香港）有

限公司、三洋エナジー（シン

ガポール）㈱、新日エレクト

ロニクス㈱

（その他部門） 　 　

物流、保守、情報サービス、住宅関連 ────── 三洋電機販売㈱、三洋電機

サービス㈱、三洋電機ロジス

ティクス㈱、三洋ホームズ㈱、

㈱エヌ・ティ・ティ・データ

三洋システム

（事業系統図）

当社グループにおける主要な関係会社の事業の系統は、概ね次の図のとおりである。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社） 　 百万円 　  　

鳥取三洋電機㈱
鳥取県
鳥取市

4,650
コンシューマ部門
コンポーネント部門

79.8

当社製品の製造会社で、当社の役
員１名及び従業員６名が同社の
役員を兼任しており、土地、建物
及び製造設備を賃貸している。

　 　 百万円 　  　

島根三洋電機㈱
島根県
雲南市

100 コンシューマ部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員２名が同社の役員を兼任し
ており、製造設備を賃貸してい
る。

　 　 百万円 　  　

三洋東京マニュ
ファクチャリング
㈱

群馬県
邑楽郡

200 コマーシャル部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員７名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物を賃貸してい
る。

　 　 百万円 　  　

三洋半導体㈱
群馬県
邑楽郡

5,000 コンポーネント部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員５名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物を賃貸してい
る。

　 　 百万円 　  　

三洋半導体製造㈱
新潟県
小千谷市

8,000 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員５名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物を賃貸してい
る。また、三洋半導体㈱
が100.0％の株式を保有している。

　 　 百万円 　  　

関東三洋セミコン
ダクターズ㈱

群馬県
邑楽郡

2,800 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員９名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物を賃貸してい
る。また、三洋半導体㈱ほか一社
が合計100.0％の株式を保有して
いる。

　 　 百万円 　  　

三洋精密㈱
長野県
上田市

273 コンポーネント部門 100.0
当社製品の製造会社で、当社の従
業員４名が同社の役員を兼任し
ている。

　 　 百万円 　  　

三洋メディアテッ
ク㈱

埼玉県
児玉郡

106 コンポーネント部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員５名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物を賃貸してい
る。

　 　 百万円 　  　

三洋エナジー鳥取
㈱

大阪府
守口市

450 コンポーネント部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員５名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物及び製造設備
を賃貸している。
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

　 　 百万円 　  　

三洋エナジートワ
イセル㈱

群馬県
高崎市

2,000 コンポーネント部門 100.0

当社製品の製造会社で、当社の従
業員６名が同社の役員を兼任し
ており、土地、建物及び製造設備
を賃貸している。

　 　 百万円 　  　

三洋ジーエスソフ
トエナジー㈱

京都市
南区

3,500 コンポーネント部門 51.0
当社製品の製造会社で、当社の従
業員５名が同社の役員を兼任し
ている。

　 　 百万円 　  　

三洋電機販売㈱
東京都
台東区

2,000

コンシューマ部門
コマーシャル部門
コンポーネント部門
その他部門

100.0

当社製品の販売及び施工を行う
会社で、当社の従業員１２名が同
社の役員を兼任しており、土地、
建物を賃貸している。

　 　 百万円 　  　

三洋電機サービス
㈱

東京都
江東区

7,500
コマーシャル部門
その他部門

100.0

当社製品のアフターサービス、部
品販売、保守メンテナンスを行う
会社で、当社の役員１名及び従業
員４名が同社の役員を兼任して
おり、土地、建物を賃貸している。

　 　 百万円 　  　

三洋セミコンデバ
イス㈱

東京都
台東区

300 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の販売会社で、当社の従
業員８名が同社の役員を兼任し
ている。また、三洋半導体㈱
が100.0％の株式を保有している。

　 　 百万円 　  　

三洋電機ロジス
ティクス㈱

大阪府
枚方市

1,362 その他部門 57.7

当社製品の物流を行う会社で、当
社の従業員１名が同社の役員を
兼任しており、土地、建物及び設
備を賃貸している。

　 　 千米ドル 　  　

三洋ＴＶインター
ナショナル㈱

米国
アーカン
ソー

63,835 コンシューマ部門 100.0
当社製品の米国における製造会
社で、当社の従業員５名が同社の
役員を兼任している。

 　 千米ドル 　  　

サンヨー・Ｅ＆Ｅ
・コーポレーショ
ン

米国
カリフォル
ニア

24,700 コンシューマ部門
(100.0)
100.0

当社製品の米国における製造会
社で、当社の従業員４名が同社の
役員を兼任している。また、サン
ヨー・ノースアメリカ・コーポ
レーションが100.0％の株式を保
有している。

　 　 千米ドル 　  　

サンヨー・エナ
ジー（ＵＳＡ）
コーポレーション

米国
テキサス

14,500 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の米国における製造会
社で、当社の従業員９名が同社の
役員を兼任している。また、サン
ヨー・ノースアメリカ・コーポ
レーションが100.0％の株式を保
有している。
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

　 　 千米ドル 　  　

サンヨー・ノース
アメリカ・コーポ
レーション

米国
カリフォル
ニア

402,162 コンシューマ部門
 

100.0

当社製品の米国における販売及
び関係会社管理を行う会社で、当
社の役員１名及び従業員６名が
同社の役員を兼任している。
 

　 　 千米ドル 　  　

サンヨー・
セミコンダクター
・（Ｕ．Ｓ．
Ａ．）・コーポ
レーション

米国
ニュー
ジャージー

700 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の米国における販売会
社で、当社の従業員５名が同社の
役員を兼任している。また、サン
ヨー・ノースアメリカ・コーポ
レーションが100.0％の株式を保
有している。

　 　 千英ポンド 　  　

三洋ヨーロッパ㈱

英国
ハート
フォード
シャー

141,721 コンシューマ部門
 

100.0

当社製品の欧州における販売及
び関係会社管理を行う会社で、当
社の従業員８名が同社の役員を
兼任している。
 

　 　 千ユーロ 　  　

三洋コンポーネン
トヨーロッパ㈲

ドイツ
ミュンヘン

9,570 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品のドイツにおける販売
会社で、当社の従業員３名が同社
の役員を兼任している。また、三
洋フィッシャー（ヨーロッパ）
販売㈲が100.0％の株式を保有し
ている。

　 　 千ユーロ 　  　

三洋空調設備
ヨーロッパ㈲

イタリア
ミラノ

15,517 コンシューマ部門
(100.0)
100.0

当社製品の欧州における販売会
社で、当社の従業員９名が同社の
役員を兼任している。また、三洋
フィッシャー（ヨーロッパ）販
売㈲が100.0％の株式を保有して
いる。

　 　 千米ドル 　  　

三洋電機（蛇口）
有限公司

中国
深セン市

38,000
コンシューマ部門
コンポーネント部門

(100.0)
100.0

当社製品の中国における製造会
社で、当社の従業員７名が同社の
役員を兼任している。また、三洋
電機（香港）有限公司が100.0％
の株式を保有している。

　 　 千米ドル 　  　

東莞華強三洋電子
有限公司

中国
東莞市

7,000 コンシューマ部門
(35.0)
60.0

当社製品の中国における製造会
社で、当社の役員1名及び従業員5
名が同社の役員を兼任している。
また、三洋精密㈱が35.0％の株式
を保有している。

　 　 百万円 　  　

大連三洋制冷
有限公司

中国
大連市

2,000 コマーシャル部門 55.0

当社製品の中国における製造会
社で、当社の役員１名及び従業員
４名が同社の役員を兼任してい
る。

　 　 百万円 　  　

大連三洋冷鏈
有限公司

中国
大連市

4,650 コマーシャル部門 55.0
当社製品の中国における製造会
社で、当社の従業員５名が同社の
役員を兼任している。
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

　 　 千ウォン 　  　

韓国東京シリコン
㈱

韓国
馬山市

7,500,000 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品の韓国における製造会
社で、当社の従業員６名が同社の
役員を兼任している。また、三洋
半導体㈱ほか一社が合計100.0％
の株式を保有している。

　 　 千香港ドル 　  　

三洋電機（香港）
有限公司

香港 1,013,000
コンシューマ部門
コンポーネント部門

100.0

当社製品の香港からの輸出を行
う販売会社で、当社の役員１名及
び従業員４名が同社の役員を兼
任している。

　 　 千香港ドル 　  　

三洋半導体
（香港）有限公司

香港 472,400 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品のアジア地域における
販売会社で、当社の従業員６名が
同社の役員を兼任している。ま
た、三洋半導体㈱が100.0％の株式
を保有している。

　 　
千シンガ
ポールドル 　  　

三洋アジア㈱
シンガポー
ル

945,484 コンシューマ部門
 

100.0

当社のアジア地域における販売
及び関係会社管理を行う会社で、
当社の従業員６名が同社の役員
を兼任している。
 

　 　
千シンガ
ポールドル 　  　

三洋エナジー
（シンガポール）
㈱

シンガポー
ル

7,000 コンポーネント部門
(100.0)
100.0

当社製品のアジア地域における
販売会社で、当社の従業員４名が
同社の役員を兼任している。ま
た、三洋アジア㈱ほか１社が合計
100.0％の株式を保有している。

　 　
千マレー
シアドル 　  　

三洋パーソナル通
信（マレーシア）
㈱

マレーシア
ジョホール

28,000 コンシューマ部門
 

100.0

当社製品のマレーシアにおける
製造会社で、当社の従業員４名が
同社の役員を兼任している。

　 　 千米ドル 　  　

三洋ジャヤ電子部
品（インドネシ
ア）㈱

インドネシ
ア
西ジャワ州

30,000
コンシューマ部門
コンポーネント部門

(100.0)
100.0

当社製品のインドネシアにおけ
る製造会社で、当社の従業員１３
名が同社の役員を兼任している。
また、三洋アジア㈱が100.0％の株
式を保有している。

その他151社 　  　  　
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名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（持分法
　　適用会社） 　 百万円 　  　

新日エレクトロニ
クス㈱

東京都
文京区

90 コンポーネント部門 25.0
当社製品の販売会社で、当社の従
業員３名が同社の役員を兼任し
ている。

　 　 百万円 　  　

三洋ホームズ㈱
大阪市
中央区

5,165 その他部門 20.3

住宅関連事業を行う会社で、当社
の従業員２名が同社の役員を兼
任しており、土地、建物を賃貸し
ている。

　 　 百万円 　  　

㈱エヌ・ティ・
ティ・データ三洋
システム

大阪府
守口市

586 その他部門 50.0

コンピュータ用ソフトウエアの
開発及び販売会社で、当社の従業
員２名が同社の役員を兼任して
おり、土地、建物を賃貸している。

　 　 千米ドル 　  　

瀋陽華潤三洋圧縮
機有限公司

中国
瀋陽市

159,980 コンポーネント部門
(21.3)
34.3

当社製品の中国における製造会
社で、当社の従業員３名が同社の
役員を兼任している。また、三洋
電機（香港）有限公司が21.3％の
株式を保有している。

　 　 千台湾ドル 　  　

台湾三洋電機股?
有限公司

台湾
台北市

3,166,040 コンシューマ部門
 

46.6

当社製品の台湾における製造会
社で、当社の従業員５名が同社の
役員を兼任している。

その他55社 　  　  　

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２．議決権の所有割合欄の括弧内数字は、間接所有割合で内数である。

３．上記子会社のうち、特定子会社は、サンヨー・ノースアメリカ・コーポレーション、三洋アジア㈱である。

４．上記関係会社のうち、鳥取三洋電機㈱及び三洋電機ロジスティクス㈱は有価証券報告書を提出している。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

コンシューマ部門 29,302

コマーシャル部門 7,630

コンポーネント部門 58,305

その他部門 3,007

全社（共通） 1,631

合計 99,875

　（注）従業員数は、就業人員数を表示している。

(2）提出会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

10,823 　41才　8ヶ月 　19年　9ヶ月 6,744,958

　（注）１．従業員数は、就業人員数を表示している。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

(3）労働組合の状況

　当社グループには、三洋電機労働組合が組織（組合員数18,913人）されており、全日本電機・電子・情報関連産業

労働組合連合会に属している。

　なお、労使関係は安定している。

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 13/168



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期の世界経済は、アジアの景気拡大や欧州での緩やかな景気回復が継続した。一方、わが国経済は、設備投資や個

人消費の堅調な推移に支えられて回復基調だったが、サブプライムローン問題の影響による米国経済の減速懸念や

原材料価格の一層の高騰、期後半の急激な円高など、その先行きに不透明感が増してきた。

　このような中、当社グループでは、「環境・エナジー先進メーカー」への変革を目指し、全社員がベクトルを合わ

せ、一丸となって収益の向上に努めてきた。

　事業分野別の売上では、二次電池がリチウムイオン電池を中心に引き続き堅調に推移し、太陽電池も海外を中心に

増加した。また、半導体は減少したが、パソコンや携帯電話などの市場が伸長したことにより、電子部品は増加した。

デジタルカメラはOEM先との協業を強化したことなどにより好調に推移したが、エアコンや冷蔵庫などは国内の低

迷により減少した。なお、新しい生活シーンを提案した洗濯乾燥機「AQUA(アクア)」や床も部屋の空気も掃除する

空間清浄サイクロン掃除機「airsis(エアシス)」などは好評だった。

　当年度の連結業績は、デジタルカメラや二次電池などの売上が増加し、連結売上高は前年比7.2％増加の2,017,824百

万円となり、その他の営業収益は前年比2.6％減少の65,561百万円となった。利益面では、原価低減の取組みを行った

ことなどから、継続事業税金等調整前当期純利益は57,228百万円、当期純利益は28,700百万円となった。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

①コンシューマ部門

　コンシューマ部門においては、デジタルカメラは、主力のOEM事業でOEM先との協業を強化したことに加え、市

場全体の成長に対応した海外生産の強化などにより、好調に推移した。また、フルハイビジョンデジタルムービー

カメラ「Xacti(ザクティ) DMX-HD1000」など特長ある商品も発売し、拡販に努めた。テレビは、主力の北米市場で

薄型テレビが拡大する中、当社の液晶テレビも好調に推移し、全体の売上も増加した。プロジェクターは、オフィ

ス用や教育市場に向けた新製品が好評で、カーナビゲーションシステムも、地上デジタルテレビチューナー内蔵

機種などが加わった「GORILLA(ゴリラ)」シリーズが引き続き好評だった。エアコンや洗濯機は海外で増加した

が、国内で商品の選択と集中を行った結果、家電事業全体の売上は減少した。

　この結果、当部門の売上高は前年比11.2％増加の761,176百万円となり、営業利益は前年より26,377百万円改善し、

17,741百万円となった。

②コマーシャル部門

　コマーシャル部門においては、ショーケースは、国内は大手流通チェーンの出店減など需要の低迷により減少し

たが、中国を中心に海外が好調だった。大型エアコンは、国内は新規物件の着工減により減少したが、中国、欧州、

北米など海外が堅調に推移し、全体の売上も増加した。メディコム事業では、平成20年4月の法改正に対応した需

要増により、医科システムや調剤システムが好調に推移し、全体の売上も増加した。また、バイオメディカ事業も

海外を中心に売上が増加した。一方、業務用厨房機器をはじめその他の産業機器の売上が、国内での需要低迷や競

争激化による価格下落の影響により、大きく減少した。

　この結果、当部門の売上高は前年比4.1％減少の264,141百万円、営業利益は前年比27.9％減少の10,442百万円と

なった。

③コンポーネント部門

　コンポーネント部門においては、二次電池では、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、ニカド電池の全てにお

いて売上が増加した。特に、競争力のあるリチウムイオン電池では、生産能力の増強を図るとともに、情報通信機

器用途の拡大に加え、電動工具をはじめとする動力用途などを新たに開拓した。また、安全性のさらなる向上にも

積極的に取り組み、市場の様々な要望に応えた結果、売上は大幅に増加した。太陽電池は、国内は減少したが、発電

効率の高いHIT太陽電池の販売が欧州を中心に海外で伸長し、売上は増加した。半導体は、市場環境の悪化と価格

下落の影響により、売上が減少した。電子部品は、パソコンや携帯電話など各市場からの旺盛な需要により、コン

デンサーや振動モーターなどの販売数量が増加し、売上も増加した。また、光ピックアップは、DVD向けの販売数

量が増加するなど好調に推移した。
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　この結果、当部門の売上高は前年比7.4％増加の967,337百万円、営業利益は前年比14.3％増加の77,302百万円と

なった。

④その他部門

　その他部門においては、輸入売上の減少などもあり、売上高及びその他の営業収益は前年比12.0％減少の113,221

百万円となり、営業利益は前年比58.5％減少の1,874百万円となった。

　所在地別セグメントの業績は次のとおりである。

①日本

　国内では、設備投資や個人消費の堅調な推移に支えられ、売上高及びその他の営業収益は前年比1.9％増加の

1,597,645百万円となり、売上原価率の低減などにより、営業利益は前年比37.6％増加の77,940百万円となった。

②アジア

　アジアでは中国などにおける売上が堅調に推移し、売上高及びその他の営業収益は前年比15.7％増加の1,091,166

百万円となり、営業利益は前年比96.1％増加の27,842百万円となった。

③北米

　北米では、テレビの売上が好調に推移し、売上高及びその他の営業収益は前年比13.0％増加の248,903百万円と

なったが、営業利益は前年比14.7％減少の4,480百万円となった。

④その他

　欧州では太陽電池や大型エアコンの売上が増加したことなどにより、売上高及びその他の営業収益は前年比

15.2％増加の209,117百万円となったが、営業利益は前年比58.5％減少の73百万円となった。

　

(2）キャッシュ・フロー

　当年度における連結ベースの現金及び現金等価物（以下「資金」という。）は、53,980百万円（前年比16.1%減）減

少し、280,706百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当年度における営業活動による資金収入は、106,835百万円（前年度は7,524百万円の資金支出）となった。

　これは、当期純利益が28,700百万円となったことや、受取手形及び売掛金が34,634百万円、棚卸資産が15,988百万円

それぞれ減少したことなどによる。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当年度における投資活動による資金支出は、36,265百万円（前年度は16,866百万円の資金支出）となった。

　これは、有形固定資産購入による支払額が79,259百万円（前年度は66,607百万円）となったことや、売却可能証券

の売却が、39,858百万円（前年度は16,160百万円）となったことなどによる。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当年度における財務活動による資金支出は、102,306百万円（前年度は62,002百万円の資金収入）となった。

　これは、長期負債の返済が149,435百万円（前年度は78,122百万円）、金銭信託の払い出しによる入金が88,000百万

円（前年度は176,800百万円）となったことなどによる。

　なお、「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フロー」を合計したフリー・

キャッシュ・フローは前年度の24,390百万円のマイナスから94,960百万円改善し、70,570百万円のプラスとなった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年比（％）

コンシューマ部門 759,433 +11.4

コマーシャル部門 256,740 △9.2

コンポーネント部門 944,443 +4.3

その他部門 45,156 △19.2

合計 2,005,772 +4.1

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引が含まれている。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

３．当年度に非継続となる事業に係る金額は除外している。

(2）受注状況

　原則として需要見込生産を行っている。

(3）販売実績

　当年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年比（％）

コンシューマ部門 761,176 +11.2

コマーシャル部門 264,141 △4.1

コンポーネント部門 967,337 +7.4

その他部門 113,221 △12.0

消去 △22,490 －

合計 2,083,385 +6.8

　（注）１．「その他部門」には、「その他の営業収益」が含まれている。

２．上記の金額には、セグメント間の取引が含まれている。

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

４．当年度に非継続となる事業に係る金額は除外している。
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３【対処すべき課題】

　エレクトロニクス業界においては、今後ますますグローバルな企業間競争が熾烈になっていくものと予想されるが、

世界的な環境意識の高まりを受けて、当社グループが目指す「環境・エナジー先進メーカー」のビジネスチャンス

は、さらに拡大していくものと思われる。

　このような状況の中、当社グループの業績は回復基調にあるが、今後、グローバル企業としての成長を確実なものと

するため、当社グループ復活への道筋を明確にすることを目的に、平成20年度からの３ヵ年の中期経営戦略「マス

タープラン」及び同プランに沿った中期経営計画を策定した。

　

　①中期経営目標

　　新3ヵ年の中期経営目標を「チャレンジ1000」とした。平成22年度連結営業利益必達目標として900億円、

　　チャレンジ目標として1,000億円以上を目指す。

　②投資の選択と集中

　　新3ヵ年においては、二次電池事業、太陽電池事業、電子部品事業に対して、全社設備投資額の約7割を集中

　　する。これら部品事業群については、世界No.１の技術力をさらに強化する一方で、事業横断的な大手顧客との

　　パートナーシップ強化により収益成長を目指す。

　③完成品事業の収益力向上

　　デジタル事業、コマーシャル事業、白物家電事業の完成品事業群では、「グローバル競争力の向上」、「国内

　　事業の効率化追求」、「マーケティング・商品力の強化」の3つを戦略の軸とし、収益力強化へ向けた施策を

　　推進する。

　④キャッシュフロー経営の徹底による財務体質の強化

　　これまでの３ヵ年で大きく改善した財務体質をさらに強化し、高収益企業へ変革するための経営基盤の確立を

　　図る。

　

　このマスタープラン実行に向けて、当社グループでは平成20年４月、携帯電話事業の京セラ㈱への事業譲渡、完成品

事業の収益拡大を目指した家電事業の機能集約、従来の事業グループ制の廃止など、大幅な事業再編・組織変更を

行った。

　

　一方、平成20年度につきましては、中期経営計画の初年度として次の方針を設定し、成長に向けた経営基盤をさらに

強固にしていく。

　

　①全社原価低減活動によるコスト構造の変革

　　商品開発・設計段階からの原価低減や一般経費削減など、収支改善へ向けた全社原価低減活動の推進により、

　　経営基盤の強化を図り、厳しい外部環境を克服できるコスト構造への変革を図る。

　②投資効率の向上及びキャッシュ・フロー経営の徹底

　　特に部品事業群について積極的に設備投資を行うことから、投資効率の向上はもちろん、財務基盤の安定性

　　維持のため、キャッシュ・フローを強く意識した経営を推進する。

　③マーケットイン体制強化による付加価値確保の追求

　　完成品事業群については、市場ニーズを正確に捉え、製品開発に活かす体制をさらに強化するため、国内

　　・海外ともに体制を大きく見直した。加えて、意識改革、行動改革を徹底し、完成品事業群の収益力強化

　　を図る。

　④基本機能の強化

　　人財の育成、品質機能の強化、コンプライアンス経営を徹底する。

　

　また、各事業戦略に基づく事業計画を必達することにより、これまでご支援をいただいてきた株主の皆様のご期待に

応える「約束を守る企業」として、収益の拡大と企業価値の最大化に全力を挙げて臨む所存である。
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４【事業等のリスク】

　当社グループは、経営上のリスクを抽出・評価し、それぞれのリスクについて対策を講じ、損失を予防または軽減す

る体制を構築し、リスク管理の強化を図っている。その中で、当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を

及ぼす可能性のある主要なリスクには以下のようなものがある。

　なお、文中における将来に関する事項は、当年度末（平成20年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

である。

(1）経営リスク（商品品質、商品開発、消費者対応、環境、知的財産、コミュニケーション、販売、生産、事業戦略、取引先、

中期経営計画、コンプライアンス、内部統制）

・当社グループの製品は、販売各国の法規則や公的基準を遵守し、設計及び製造しているが、すべてにおいて欠陥が

なく、将来リコールが発生しないとは限らない。

また、ＰＬ保険、リコール保険に加入しているが、その賠償請求あるいは損害に対して、将来においても十分にカ

バーできている保証はない。大規模なリコール、及び製造物責任の訴訟が発生した場合、当社のブランド信用力を

低下させるとともに、その損害賠償コストが、業績に悪影響を与える可能性がある。

・当社グループの事業分野は、市場ニーズの変化が著しく、また、技術革新が急激に進行することから、既存の製品

・サービスが急速に陳腐化し、市場性を失う可能性がある。当社グループは、先進的で魅力的な製品、サービスの

提供に努めているが、先端技術の開発や新製品・サービスの市場投入が最適に行われない場合、競争力を確保で

きず、業績及び財務状況が悪化する可能性がある。

・当社グループは、知的財産権の創造とその保護に努めているが、保有する知的財産権を不正に使用した第三者に

よる類似製品等の製造、販売を完全には防止できない可能性がある。また、当社グループが製造、販売する製品に

は他社からライセンスを受け製造しているものがあるが、今後、必要なライセンスを受けられない、若しくはライ

センスの条件が悪くなる可能性もある。さらに、製品開発時には第三者の知的財産権に対して細心の注意を払っ

ているが、将来、知的財産権を侵害したとして第三者から不測の訴訟及び商品の輸出入差止めを提起される可能

性がある。

・近年、職務発明の対価やその帰属に関する訴訟が発生している。当社グループでも職務発明に関する規定を定め、

発明者に対して支払いを行っているが、職務発明に基づいた訴訟による補償金の支払いが発生する可能性があ

る。

・環境問題に関し、当社グループは、定期監査やグリーン調達など環境マネジメントを充実させ、製品への特定化学

物質の不使用化、土壌・地下水汚染の調査なども進めているが、部材仕入先の過失、過去の活動に起因する汚染の

顕在化、新たな法改正などにより、将来、業績だけでなく会社の信用にも悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループの取引先については、十分な信用調査の上その取引を行っているが、偶発債務の発生等によりその

取引先との継続取引ができない可能性がある。その場合、一時的に製品及び部品の供給が停止したり、貸倒れの発

生により損害が発生する可能性がある。

・当社グループは、様々な取引先と良好な取引関係を築き円滑に取引を継続しているが、取引先の契約違反などに

より当社グループに多大な損害が発生する可能性があり、当該損害にかかる賠償を目的として取引先に対して訴

訟などを提起する可能性がある。また、当社グループ会社の過失により、取引先その他の関係者に損害を与え、当

社グループ会社に当該損害にかかる賠償責任が発生する可能性がある。この場合、当該損害、訴訟コストあるいは

賠償額などが業績に悪影響を与える可能性がある。

・生産供給体制は、ボーダーレスとなっており、その競合相手は、全世界に広がっている。特に、韓国、台湾、中国を始

めとする新興諸国の技術力や生産性の向上により商品の急激な価格下落が起こっており、価格下落が予想外に進

行し当社のコスト競争力が確保できない場合、業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループは様々な素材を使用しているが、社会情勢や需給関係のアンバランス、もしくは、投機による価格操

作等によりその価格が急騰する可能性がある。材料の調達に関しては、計画的に行っているが、急激な価格高騰に

より材料費比率が大幅に増加する可能性がある。先渡取引等のリスクヘッジや固定費の削減等で対応を行うが、

急激な価格高騰はその対応を困難とし業績に悪影響を及ぼす可能性がある
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・当社は、三洋ブランド以外にＯＥＭブランドでの生産比率が高い商品がある。また、部品の売上比率も大きく、Ｏ

ＥＭ先、もしくは、部品納入先の方針変更（二社購買方針や、コスト追求等）により受注の減少を引き起こし、業

績に悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループは、製造、販売、研究開発等の分野において、技術提携、業務提携、合弁会社設立等、他社との提携を必

要に応じて進めている。しかし、様々な要因により、提携関係を継続できない場合や、十分な成果を得られない可

能性があり、それが業績に影響を及ぼすことがある。

・当社グループは、顧客等の個人情報や顧客及び取引先等の情報を入手することがある。これらの情報の保護につ

いて、種々対策を講じているが、情報の外部への流出の可能性は皆無ではない。情報の外部流出が起きた場合、当

社グループの信用低下や損害賠償責任が発生することもあり、業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループは、コンプライアンス（法令遵守）及びそのための内部統制の強化に努めている。しかし、その目的

が達成されず法令違反等が発生する可能性がある。このため業績に影響を及ぼす可能性がある。

(2）労務リスク（人事労務、安全衛生・労働災害）

・当社グループの商品の開発、生産にあたっては、十分なノウハウ、知識が必要であり、優秀な人材の確保とその育

成には重点的に取り組んでいるが、在籍従業員の流出防止や人材の確保が出来ない場合は、当社グループの将来

の成長及び業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

(3）財務リスク

・急激な市況の変化による株価の下落や、土地価格の下落により当社グループ保有の資産価値が減少する可能性が

ある。

・当社グループは、急激な金利の変動が発生した場合、業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループは、海外での取引比率が大きく、為替の変動には大きな影響を受ける。海外での生産比率の調整や為

替予約等でリスクヘッジに努めているが、完全にリスクの排除ができるとは限らない。今後、急激な為替変動が発

生した場合、業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

・当社はシンジケートローン契約及びコミットメントライン契約において株式会社格付投資情報センター及び株

式会社日本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、BBBマイナス以上に維持することを確約してお

り、この確約が維持できない場合、多数貸付人の請求に基づき、当社はシンジケートローン契約上の債務について

期限の利益を失う可能性及びコミットメントライン契約上の債務について期限の利益を失い、かつ全貸付人の貸

付義務が消滅する可能性がある。

・当社は平成18年3月に優先株式を発行したが、将来の普通株式への転換により、当社普通株式の希薄化が生じ、株

価に影響を及ぼす可能性がある。

・当社グループは、外部積立による退職年金制度を有している。今後、年金運用収益の悪化による年金資産価値の下

落や割引率の低下による退職給付債務の増加が保険数理損失を増加させ、将来、退職年金費用が増加する可能性

がある。

(4）政治・経済・社会リスク（海外安全）

・当社グループは、全世界に販売・生産拠点を構築しており、カントリーリスクの分散化を行っているが、各国の急

激な政策変更や経済変動等が発生した場合、一時的な損失の計上や、商品の供給に問題をきたす可能性がある。

・感染症の大流行やテロ等の突発事項により、該当国との取引が停滞し業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

(5）災害・事故リスク（自然災害・事故）

・天災に関する被害については、その事業への影響を最小化するため費用対効果を検討の上、対策を実施している

が、想定外の天災については、その損害を免れず、生産停止等により顧客への信頼を失い業績の悪化につながる可

能性がある。

・当社グループでは、全社的にウイルス対策ソフトを導入しているが、コンピュータウィルスによる攻撃が起こっ

た場合、当社グループの拠点設備が被害を受け、一部の操業が中断し、生産及び出荷が遅延する可能性がある。
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５【経営上の重要な契約等】

（技術導入契約）

契約会社名 相手方の名称 国名 契約の内容 契約期間

三洋電機株式会社

（当社）

クアルコム・

インコーポレーテッド
米国

ＣＤＭＡ方式携帯電話に関する

特許実施権の取得

自平成７年７月17日

至当事者の解約通知

イーストマン・

コダック・カンパニー
米国

デジタルカメラに関する特許実

施権の取得

自平成13年４月１日

至平成22年３月31日

イーストマン・

コダック・カンパニー
米国

カメラ付き携帯電話に関する特

許実施権の取得

自平成17年１月１日

至平成26年１月１日

アギア・システムズ・

インク
米国

半導体デバイス及びディスプレ

イに関する特許実施権の取得

自平成16年１月１日

至平成21年６月30日

インターナショナル・

ビジネス・マシーンズ・

コーポレーション

米国
半導体に関する特許実施権の取

得

自平成12年１月１日

至許諾特許満了日

ジーイー・テクノロジー・

ディベロップメント・インク
米国

デジタルカメラに関する特許実

施権の取得

自平成16年２月25日

至平成20年12月31日

（携帯電話事業の京セラ㈱への事業譲渡）　

当社は、平成20年4月、会社分割により携帯電話事業を京セラ㈱に事業譲渡した。

詳細は、「第５　経理の状況」の「１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注25　重要な後発事象」及び

「２．財務諸表等　（１）財務諸表（重要な後発事象）」に記載している。

　

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、地球といのちに喜ばれる企業を目指すブランドビジョン「Ｔｈｉｎｋ Ｇ

ＡＩＡ」のもと、環境・エナジー先進メーカーへの変革に向けて各事業部門と研究開発本部が一体となり、「エナ

ジー」、「エレクトロニクス」、「エコロジー」の３つの事業領域で、当社グループの持つ独自の技術力と新しい発想

力で商品開発とグローバル・ソリューションの提案を行っている。

　当年度のグループ全体の研究開発費は71,797百万円である。

　当年度における、研究開発活動の成果は以下のとおりである。

(1）コンシューマ部門

　主に、当社のパーソナルモバイルグループとハーモニアスソサエティグループが中心となって、次世代の情報通信

機器、映像機器、家電機器に係わる基盤技術の研究開発を行っている。当年度の主な成果としては、

・手軽に1920×1080画素のフルハイビジョンムービーが記録でき、撮影した映像の保存や再生も簡単にできるコ

ンパクトなデジタルムービーカメラの開発

・独自技術による新光学エンジンを開発し、設置距離（本体からスクリーン面まで）わずか8cmで80型を実現し

た「壁ぴったり大画面」のプロジェクターの開発

・音楽CDと同じリニアPCM形式の高音質録音機能と高感度マイクを搭載し、大容量メモリで最長1,000時間超の

録音が可能なデジタルボイスレコーダーの開発

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 20/168



・ワンセグ録画、エコドライブ情報、VICS対応等、国内ポータブルナビゲーション市場をリードする機能を搭載し

たメモリーポータブルナビゲーションの開発

・世界初、オゾンの力で汚れを分解する「オゾンすすぎ」と、業界初の風呂水を洗濯槽内で浄化する「アクア

ループダイレクト」により、使用水量約7Lを実現した洗濯乾燥機の開発

・マイナスイオンとULPAリングフィルターにより、床面の掃除に加え部屋の空気を含めた空間清浄を実現する

世界初の「空間清浄サイクロン」の開発

・独自技術「可変圧力IH炊飯方式」に加え、速熱性・熱均一性に優れた「匠純銅」内釜と新炊飯ソフトを採用

し、ご飯の質をより高める圧力IHジャー炊飯器の開発

などをあげることができる。

　当部門に係わる研究開発費は22,343百万円である。

(2）コマーシャル部門

　主に、当社のコマーシャルグループが中心となって、次世代の産業用機器、システムに係わる基盤技術の研究開発

を行っている。当年度の主な成果としては、

・世界で初めてスーパーショーケースと空調機を統合することで省電力を実現する「冷凍用enegreenスーパー

ショーケース冷凍機システム」の開発。

　　　　・データセンター内のサーバーラック後部ドア内に局所個別冷却の技術を結集し、緻密な省エネ制御でラック内

　　　　　を冷却する世界初の「enegreen冷媒式マルチサーバークーラー」の開発

　　　　・独自の冷凍サイクルを採用し外気温-25℃まで動作可能な、業界初の寒冷地向け多機能(暖房＋給湯)エコキュ

　　　　　ートを北海道電力㈱と共同で開発し、平成19年度「省エネ大賞　省エネルギーセンター会長賞」を受賞

・米国コカ・コーラ向けに、オゾン層破壊係数ゼロの自然冷媒(CO2)を使用した飲料ショーケース用カセットを

開発

・独自開発のエンジンにより、簡単で感覚的な操作性と高い視認性を実現し、カルテ・医事それぞれに適した運

用が可能な医事一体型電子カルテシステムの開発

などをあげることができる。

　当部門に係わる研究開発費は18,509百万円である。

(3）コンポーネント部門

　主に、当社のパワーグループと部品デバイスグループが中心となって、次世代の二次電池や次世代の半導体及び電

子部品に関わる基盤技術の研究開発を行っている。当年度の主な成果としては、

・充電して繰り返し使うことで、環境に配慮した生活を提案する商品群を開発。充電式ポータブルウォーマー、モ

バイル予備電源「KBC-E1S」、充電式カイロ、ソーラー充電器セットが、2007年度グッドデザイン大賞(内閣総理

大臣賞)を受賞

・水の力で空気を洗う電解水除菌システム「ウイルスウォッシャー機能」を搭載し、充電池内蔵でどこでも使え

るコンパクトサイズの「ポータブル空間清浄器」の開発

・火災警報器設置義務化による市場拡大に対応し、高容量とハイパワー・長寿命(期待寿命10年)を実現した火災

警報器用の円筒形リチウム一次電池の開発

・高出力210W 住宅用HIT太陽電池モジュールを開発し、パワーコンディショナーとともに全機種で(財)日本環境

　　協会の「エコマーク」認定を取得

・HIT接合の高品質化と光閉じ込め効果の改善により、実用サイズ(100㎠以上)で22.3％のエネルギー変換効率

　　を実現したHIT太陽電池セル高効率化技術の開発

・構成材料、素子構造及び製造工程の最適化により、低損失化と小型化の両立を図った導電性高分子アルミ固体

電解コンデンサーの開発
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・携帯電話の薄型化・小型化ニーズを捉え、占有体積の大幅削減と低背化(3mm厚)を実現した小判(扁平)型振動

　モーターの開発

　　　　・携帯電話の薄型化ニーズに対応し、新素材を用いた独自の磁気回路と平面コイルを採用した超薄型(1.5mm厚)

　　　　　音声レシーバーの開発

　　　　・光源の種類による感度差が小さく、独自に培ったパッケージング技術を応用することで超小型化(0.6mm厚)を

　　　　　実現した照度センサーの開発

　　　　・次世代DVDレコーダーにおける高速記録、多層記録のニーズに対応した、パルス光出力350mW級のGaN系青紫色

　　　　　半導体レーザの開発

　などをあげることができる。

　当部門に係わる研究開発費は29,269百万円である。

　上記以外にその他部門に係わる研究開発費45百万円及びセグメントに関連付けられない基礎的研究開発費が1,631

百万円ある。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績に重要な影響を与える要因について分析

①当年度の概況

　平成20年３月31日に終了した会計年度における国内景気は、設備投資や個人消費の堅調な推移に支えられて回

復基調だったが、サブプライムローン問題の影響による米国経済の減速懸念や原材料価格の一層の高騰、期後半

の急激な円高など、その先行きに不透明感が増してきた。一方、当期の世界経済は、アジアの景気拡大や欧州での

緩やかな景気回復が継続した。

　このような中、当社グループでは、「環境・エナジー先進メーカー」への変革を目指し、全社員がベクトルを合

わせ、一丸となって収益の向上に努めてきた。

　事業分野別の売上では、二次電池がリチウムイオン電池を中心に引き続き堅調に推移し、太陽電池も海外を中心

に増加した。また、半導体は減少したが、パソコンや携帯電話などの市場が伸長したことにより、電子部品は増加

した。

 デジタルカメラはOEM先との協業を強化したことなどにより好調に推移したが、エアコンや冷蔵庫などは国内

の低迷により減少した。なお、新しい生活シーンを提案した洗濯乾燥機「AQUA(アクア)」や床も部屋の空気も掃

除する空間清浄サイクロン掃除機「airsis(エアシス)」などは好評だった。

　　当年度は、デジタルカメラ、大型エアコン、二次電池や太陽電池、電子部品など売上が増加したことにより、連結売

上高は前期比7.2％増加の2兆178億円となり、その他の営業収益は前期比2.6％減少の656億円となった。

 利益面では、売上原価率の低減などにより、営業利益（注）は、761億円となり、また、構造改革の追加施策に伴

う費用を抑えることが出来たため、継続事業税金等調整前当期純利益は572億円、当期純利益は287億円となっ

た。

　　フリー・キャッシュ・フローは、業績の回復などにより、前期比大幅に増加し、706億円の収入超となった。

　　（注）営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従い、売上高及びその他営業収益から売上原価、販売費及び一般

管理費を控除して算出している。当社は、営業利益（損失）を表示することは、投資家が、当社の業績を日本の

会社のそれと比較するのに有益であると考えている。米国で一般に公正妥当と認められた会計原則では、連結

損益計算書において、特定の費用（例えば再構築及び減損費用、異常な製品保証費等）は営業利益（損失）に

含まれる。

　

②当年度における特記事項

  当社グループでは、平成19年11月27日、グローバル企業としてのさらなる飛躍を目指すため、その道筋を明確に

した平成20年度からの３ヵ年の中期経営戦略「マスタープラン」を発表した。

　この「マスタープラン」策定における全事業の見直しに伴い、当期は一部事業の位置づけを明確にするととも

に、事業の強化・拡大にも積極的に取り組んできた。

　・携帯電話事業は、当社グループにおける同事業の位置づけ、他事業とのシナジー等を十分に検討した結果、単

独での事業展開を継続するよりも、他社への事業譲渡により経営基盤の強化を図る必要があるとの判断に至

り、平成20年４月１日、同事業を京セラ㈱に事業譲渡した。

　・半導体事業は、部品デバイス部門の基幹事業の1つとして育成していくという方針のもと、今後は強みである

アナログ系デバイス技術等を活かした安定的な事業基盤の確立を目指すこととした。
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　　　・事業の強化・拡大に向けては、リチウムイオン電池や太陽電池で旺盛な需要に対応するため、リチウムイオン電

池では平成20年度中の稼動を目指して新工場の建設に着手し、太陽電池では生産能力を増強した。また、国内

家電事業ではその維持・拡大に向けて、イオン㈱のプライベートブランド「トップバリュ」家電商品につい

て、同社と協働開発することで合意した。

　　なお、当社は、平成13年３月期に遡って単独決算における関係会社株式減損等の見直しを行い、平成19年12月25

日、過年度の有価証券報告書等の訂正を行った。この訂正により、当社株式は、㈱東京証券取引所及び㈱大阪証券取

引所において監理ポストに指定された(その後、平成20年２月９日に指定解除を受けている)。また、金融庁より、平

成17年９月中間期の半期報告書について重要な事項につき虚偽の記載があるとして、平成20年１月18日付で課徴

金の納付命令を受けた。

　加えて、平成20年３月６日開催の臨時株主総会では、過年度決算訂正の経緯や内容を株主の皆様に説明するとと

もに、過年度決算訂正を反映した訂正後の平成19年度３月期計算書類を承認いただいた。

　現在、当社グループではガバナンス体制や内部統制のさらなる強化を図っており、財務・経理体制の強化を含

め、再発防止に向けた社内体制整備を徹底して推進している。

　③為替変動の影響　

　主要な外貨建取引を前年度為替レートで円換算した場合との為替影響額は、売上高及び営業収益で18億円の減

少、営業利益で3億円の減少となった。ただし、この試算は当年度の外貨建売上高、営業収益、売上原価、販売費及び

一般管理費に、前年度の東京外国為替市場における期中平均レートを適用し算出している。

④経営成績の状況

＜売上高及びその他の営業収益＞

　当年度の売上高は、前期比7.2％増加し２兆178億円となり、その他の営業収益は、656億円で前期比2.6％の減少と

なった。

　部門別では、コンシューマ部門においては、デジタルカメラは、主力のOEM事業でOEM先との協業を強化したこ

とに加え、市場全体の成長に対応した海外生産の強化などにより、好調に推移した。また、フルハイビジョンデジ

タルムービーカメラ「Xacti(ザクティ) DMX-HD1000」など特長ある商品も発売し、拡販に努めた。テレビは、主力

の北米市場で薄型テレビが拡大する中、当社の液晶テレビも好調に推移し、全体の売上も増加した。プロジェク

ターは、オフィス用や教育市場に向けた新製品が好評で、カーナビゲーションシステムも、地上デジタルテレビ

チューナー内蔵機種などが加わった「GORILLA(ゴリラ)」シリーズが引き続き好評だった。エアコンや洗濯機は

海外で増加したが、国内で商品の選択と集中を行った結果、家電事業全体の売上は減少した。以上の結果、当部門

の売上高は7,567億円で、前期比11.8％増となった。

　コマーシャル部門においては、ショーケースは、国内は大手流通チェーンの出店減など需要の低迷により減少し

たが、中国を中心に海外が好調だった。大型エアコンは、国内は新規物件の着工減により減少したが、中国、欧州、

北米など海外が堅調に推移し、全体の売上も増加した。メディコム事業では、平成20年４月の法改正に対応した需

要増により、医科システムや調剤システムが好調に推移し、全体の売上も増加した。また、バイオメディカ事業も

海外を中心に売上が増加した。一方、業務用厨房機器をはじめその他の産業機器の売上が、国内での需要低迷や競

争激化による価格下落の影響により、大きく減少した。以上の結果、当部門の売上高は2,625億円で、前期比3.0％減

となった。

　コンポーネント部門においては、二次電池では、リチウムイオン電池、ニッケル水素電池、ニカド電池の全てにお

いて売上が増加した。特に、競争力のあるリチウムイオン電池では、生産能力の増強を図るとともに、情報通信機

器用途の拡大に加え、電動工具をはじめとする動力用途などを新たに開拓した。また、安全性のさらなる向上にも

積極的に取り組み、市場の様々な要望に応えた結果、売上は大幅に増加した。太陽電池は、国内は減少したが、発電

効率の高いHIT太陽電池の販売が欧州を中心に海外で伸長し、売上は増加した。半導体は、市場環境の悪化と価格

下落の影響により、売上が減少した。電子部品は、パソコンや携帯電話など各市場からの旺盛な需要により、コン

デンサーや振動モーターなどの販売数量が増加し、売上も増加した。また、光ピックアップは、DVD向けの販売数

量が増加するなど好調に推移した。以上の結果、当部門の売上高は9,533億円で、前期比8.9％増となった。

　その他部門においては、輸入売上の減少などもあり、当部門の売上高は 453億円で、前期比24.5％の減少となっ

た。
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　連結売上高のうち国内売上高は7,425億円と前期比5.0％の減少となり、海外売上高は、１兆2,753億円と、前期比

15.9％の増加となった。この結果、連結売上高に占める海外売上高の割合は、63.2％と前期比4.7ポイント上昇した。

＜売上原価、販売費及び一般管理費、営業利益＞

　当年度の売上原価は１兆6,986億円と前期比1,087億円増加した。売上原価率は、増収などにより前期比0.2ポイン

ト下降し、84.2％となった。

　また、販売費及び一般管理費は、販売回収手数料や賃借料が減少したため、3,087億円と前年度比87億円減少し、販

売費及び一般管理費率は、15.2％と前期比1.7ポイント下降した。

　以上により売上原価は増加したものの、販売費及び一般管理費が減少し、売上高が増加したことにより、営業利

益は、前期比335億円増加し、761億円となった。

　＜営業外収益（費用）、当期純利益＞

　当年度の営業外損益は、189億円の損失となり、前期比398億円改善した。これは、前年度行った構造改革プロジェ

クトに基づく構造改革費用243億円及び投資有価証券評価損55億円について、当年度はそれぞれ27億円及び1億円

にとどまったことなどによるものである。

　以上により、継続事業税金等調整前当期純利益は572億円（前年度は161億円の損失）となった。法人税等の額

は、155億円（前年度は252億円）となった。

　この結果、継続事業少数株主持分損益控除前利益は418億円（前年度は413億円の損失）となり、少数株主持分損

益控除後の継続事業当期純利益は391億円（前年度は450億円の損失）となった。これに、非継続事業当期純損失

104億円（前年度は３億円の損失）を加え、当期純利益は287億円（前年度は454億円の損失）となった。

また、１株当たり当期純利益は、前年度の72.7円の損失から当年度は4.7円の利益となった。
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(2）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

①財務戦略

　当社グループは運転資金及び設備投資資金を借入または社債等により調達し、借入による運転資金の調達は、期

限が一年以内の短期借入金（1年内返済長期負債を含む）で、生産設備などの長期資金は、長期借入金、社債・転

換社債及び優先株式で調達している。当年度末の短期借入金は、前年度末比1,398億円減少の2,352億円で、社債及

び長期借入金は、前年度末比632億円減少の2,775億円となった。

②財政状態

＜資産＞

　上記連結業績の結果、当年度末の総資産は１兆6,838億円と前年度末比2,871億円の減少となった。

　流動資産は前年度末比1,943億円減少の1兆939億円となった。これは、金銭信託、受取手形及び売掛金、棚卸資産が

前年度末比2,104億円減少したことなどによるものである。

　投資及び貸付金は、売却可能証券の売却に努めたことなどにより、前年度末比556億円減少の776億円となった。

　有形固定資産は、京セラ㈱への事業譲渡による売却予定資産への組替などにより、前年度末比252億円減少し、

4,436億円となった。

　長期繰延税金は、前年度末比32億円減少の107億円となった。

　その他の資産は、前年度末比88億円減少の580億円となった。

＜負債及び資本＞

　当年度末の負債総額は、１兆3,494億円と前年度末比2,857億円減少した。この主な要因は、短期借入金、支払手形

及び買掛金、一年以内返済長期負債、社債及び長期借入金が前年度比2,505億円減少したことなどによるものであ

る。株主資本は3,080億円と前年度末比40億円減少したが、株主資本比率は前年度末比2.5ポイント改善し、18.3％と

なった。この主な要因は、その他の包括利益累計額が前年度末比327億円減少したものの、利益剰余金が前年度末

比287億円増加したことによるものである。

③キャッシュ・フロー

　当年度末の現金及び現金等価物は、前年度末比540億円減少し2,807億円となった。これは、棚卸資産、売上債権の

削減や、金銭信託の払い出しを行った一方で、有利子負債が減少したことなどによる。

　当年度の営業活動による資金収入額は、当期純利益が287億円と黒字になった他、棚卸資産、売上債権が減少した

ため、前年度比1,144億円増加し、1,068億円となった。

　投資活動による資金支出額は、売却可能証券の売却が増加した一方で、有形固定資産の購入が増加したことなど

により、363億円と前年度比194億円の増加となった。

　以上の営業活動と投資活動によるフリー・キャッシュ・フローは、前年度比950億円増加し、当年度は706億円の

収入超となった。

　また、財務活動による資金支出額は、金銭信託を払い出した一方で、有利子負債の減少に努めたことなどにより、

前年度比1,643億円増加し、1,023億円となった。

④自己株式の取得状況

　当年度における自己株式の取得・売却状況は、単元未満株式の買取請求等による440,619株の取得などにより、当

年度末自己株式数は19,230,255株となった。

(3）重要な会計方針及び見積り

　重要な会計方針及び見積りについては、第５［経理の状況］の１［連結財務諸表等］の（連結財務諸表注記）の

２．主要な会計処理の方針の項を参照。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）では、「環境・エナジー先進メーカー」への変革をキーワードに本格的な事

業の選択と集中を加速し、今後のコア事業を中心とした成長戦略により、当年度はコンポーネント部門及びコン

シューマ部門を中心に全体で、79,527百万円の設備投資を実施した。

　コンシューマ部門においては、デジタルカメラ・プロジェクター・カーエレクトロニクス・冷蔵庫・洗濯機の生産

設備等12,828百万円の設備投資を実施した。

　コマーシャル部門においては、吸収式冷凍機・ショーケースの生産設備等5,715百万円の設備投資を実施した。

　コンポーネント部門においては、半導体・電子部品・リチウムイオン電池・太陽電池・コンプレッサーの生産設備

等58,832百万円の設備投資を実施した。

　その他部門においては、684百万円の設備投資を実施した。

　所要資金については、主として自己資金によっている。

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。

(1）提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
(所在地)

事業の種類別セグ　　メ
ントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
 （人）建物

機械及び
その他

土地（面
積千㎡）

建設仮勘
定

合計

東京製作所

(群馬県邑楽郡他)

コンシューマ部門

コマーシャル部門

コンポーネント部門

産業機器等

生産設備
17,676 5,850

2,653

(1,126)
330 26,509 2,103

岐阜工場

(岐阜県安八郡)
管理業務

その他

設備
11,150 2,177

736

(288)
20 14,083 119

滋賀工場

(滋賀県大津市)
管理業務

その他

設備
709 208

65

(83)
8 990 138

住道工場

(大阪府大東市他)

コンシューマ部門

コンポーネント部門

電話機器等

生産設備
9,955 9,212

837

(113)
686 20,690 2,807

加西工場

(兵庫県加西市)

コンシューマ部門

コンポーネント部門

電池等

生産設備
1,020 1,459

3,391

(210)
132 6,002 367

洲本工場

(兵庫県洲本市他)
コンポーネント部門

電池

生産設備
9,346 18,707

4,860

(171)
1,106 34,019 1,184

徳島工場

(徳島県板野郡他)
コンポーネント部門

電池

生産設備
9,437 29,943

6,395

(226)
2,924 48,699 1,030

二色の浜工場

(大阪府貝塚市)
コンポーネント部門

電池

生産設備
2,438 5,634

－

(－)
855 8,927 194

研究所

(大阪府枚方市他)
研究開発

研究開発

施設設備
1,076 723

1,405

(59)
－ 3,204 781

本社

(大阪府守口市)
全社統括業務

その他

設備
7,282 276

2,192

(17)
10 9,760 788

(2）国内連結子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名 所在地
事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
 （人）建物

機械及び
その他

土地（面
積千㎡）

建設仮
勘定

合計

三洋半導体製造㈱
新潟県

小千谷市

 コンポーネント 

部門

半導体等

生産設備
25,113 10,575

1,892

(238)
695 38,275 3,018

 三洋電機ロジス

 ティクス㈱ 　

大阪府　

 枚方市　
その他部門

その他

設備
3,878 128

5,417

(63)
－ 9,423 226

 関東三洋セミコン

ダクターズ㈱

群馬県

伊勢崎市

 コンポーネント 

部門

半導体等

生産設備
2,241 3,444

1,038

(162)
199 6,922 1,396
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会社名 所在地
事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
 （人）建物

機械及び
その他

土地（面
積千㎡）

建設仮
勘定

合計

鳥取三洋電機㈱
鳥取県

鳥取市

 コンシューマ

 部門　

コンポーネント 

部門

電話機器等

生産設備
1,667 3,596

563

(73)
－ 5,826 2,628

佐賀三洋工業㈱
佐賀県

杵島郡

 コンポーネント 

部門

電子部品

生産設備
3,115 1,854

182

(42)
221 5,372 529

(3）海外連結子会社
　 （平成20年３月31日現在）

会社名 所在地
事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
 （人）建物

機械及び
その他

土地（面
積千㎡）

建設仮
勘定

合計

三洋エナジー(北京)

 有限公司

中国

北京市

コンポーネント

部門

電池

生産設備
3,703 11,142

－

(－)
28 14,873 5,364

大連三洋圧縮機

有限公司

中国

大連市

 コンポーネント

部門

コンプレッサ

等生産設備
1,311 5,965

－

(－)
226 7,502 1,661

三洋電子部品(蘇州)

有限公司　

中国　

 蘇州市

 コンポーネント

部門

コンデンサ

生産設備
533 6,911

－

(－)
－ 7,444 1,018

 三洋ハンガリー

有限会社

ハンガリー

ドログ州

 コンポーネント

部門

電池

生産設備
3,720 3,278

237

(170)
180 7,415 1,365

 三洋エナジー(蘇州)

有限公司

中国

蘇州市

 コンポーネント

部門

電池

生産設備
2,620 3,594

－

(－)
2 6,216 4,280

　（注）１．金額には消費税等を含まない。

２．現在休止中の主要な設備はない。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、多種多様な事業を国内外で行っているため、事業の種類別セグメントごと

の数値を開示する方法によっている。

　当年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、122,500百万円であり、事業の種類別セグメントごとの内訳は次の

とおりである。

事業の種類別セグメントの名称
平成20年３月末
計画金額
（百万円）

設備等の主な内容・目的 資金調達方法

　コンシューマ部門 9,400 生産設備の拡充及び合理化　 自己資金

　コマーシャル部門 5,300 生産設備の拡充及び合理化　 自己資金　

　コンポーネント部門 104,000 生産設備の拡充及び合理化　 自己資金　

　その他 700 物流・販売拠点の整備　 自己資金　

小計 119,400 ────── ──────

　全社 3,100 事務管理設備の整備他　 自己資金　

合計 122,500 ────── ──────

　（注）１．金額には消費税等を含まない。

２．経常的な設備の更新のための除・売却の他に、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の予定はない。

３．各セグメントの計画概要は、次のとおりである。

　コンシューマ部門は、カーエレクトロニクス関連投資2,900百万円、デジタルカメラ関連投資2,000百万円、及

びプロジェクター関連投資1,800百万円等である。

　コマーシャル部門は、ショーケース関連投資3,000百万円等である。

　コンポーネント部門は、半導体関連投資8,900百万円、電子部品関連投資18,300百万円、コンプレッサー関連

投資2,600百万円、二次電池関連投資57,600百万円及び太陽電池関連投資16,600百万円等である。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,060,300,000

Ａ種優先株式 182,600,000

Ｂ種優先株式 246,100,000

計 7,489,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,872,338,099 1,872,338,099

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

－

Ａ種優先株式 182,542,200 182,542,200 － （注）２

Ｂ種優先株式 246,029,300 246,029,300 － （注）２

計 2,300,909,599 2,300,909,599 － －

　（注）１．提出日現在の発行数には、平成20年６月１日以降の新株予約権の行使により発行された株式数及び優先株式

の普通株式への転換による株式数は含まれていない。

２．Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の内容は次のとおりである。

Ａ種優先株式

(1）株式の名称

三洋電機株式会社第1回A種優先株式

(2）発行株式数

182,542,200株

(3）発行価額

1株につき700円

(4）発行価額の総額

127,779,540,000円

(5）発行価額中資本に組入れない額

1株につき350円

(6）資本組入額の総額

63,889,770,000円

(7）申込期日

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日

(8）払込期日

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日

(9）配当起算日

平成18年3月14日
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(10）割当方法

第三者割当ての方法により、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社（ま

たは大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社の100％子会社）に対して

89,804,900株、オーシャンズ・ホールディングス有限会社（またはゴールドマン・サックス・グループ

の他の関連会社）に対して89,804,900株、株式会社三井住友銀行に対して2,932,400株をそれぞれ割当て

る。

(11）期末配当

当社は、定款第42条に定める剰余金の配当をするときは、第1回A種優先株式を有する株主(以下「第1回A

種優先株主」という。)または第1回A種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回A種優先登録株式質権

者」という。)に対して、第1回A種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの配当金に、その時点における

第1回A種優先株式転換比率(下記(15)①において定められる。)を乗じて得られる額(以下「第1回A種配当

金」という。)を、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以

下「普通登録株式質権者」という。)及び第1回B種優先株式を有する株主(以下「第1回B種優先株主」と

いう。)または第1回B種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回B種優先登録株式質権者」という。)と同

順位にてする。ただし、平成18年3月末日に終了する決算期に係る剰余金の配当については、払込期日か

ら起算するものとする。

(12）中間配当

当社は、定款第43条に定める剰余金の配当をするときは、第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株

式質権者に対して、第1回A種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの中間配当金に、その時点における

第1回A種優先株式転換比率を乗じて得られる額の剰余金の配当を、普通株主または普通登録株式質権者

及び第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者と同順位にてする。

(13）残余財産の分配

①当社は、残余財産の分配をする場合には、第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者に対し

て、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第1回B種優先株主及び第1回B種優先登録株式質権者

と同順位にて、第1回A種優先株式1株当たり700円(以下「第1回A種優先残余財産分配額」という。)を分

配する。

②当社は、前号に基づく残余財産の分配後、さらに残余する財産があるときは、第1回A種優先株主または第

1回A種優先登録株式質権者に対して、第1回A種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの残余財産分配

額に、その時点における第1回A種優先株式転換比率を乗じて得られる額の残余財産を、普通株主または

普通登録株式質権者及び第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者と同順位にて分配する。

(14）議決権

　第1回A種優先株式は、株主総会において議決権を有する。

(15）普通株式への転換請求権

①第1回A種優先株主は、当社に対し、平成19年3月14日以降、平成38年3月13日までの間(以下「第1回A種優

先株式転換請求権行使期間」という。)、当該第1回A種優先株主が有する第1回A種優先株式を取得し、こ

れと引換えに、第1回A種優先株式1株につき10株の割合(以下「第1回A種優先株式転換比率」という。た

だし、第②号に従い変更された場合には、当該変更後の比率を「第1回A種優先株式転換比率」という。)

で普通株式を交付すること（当社が取得請求権付株式を取得し、これと引換えに普通株式を交付するこ

とを、以下「転換」という。）を請求することができる。

②第1回A種優先株式転換比率は、合併、株式交換、株式移転、または会社分割その他当社の普通株式の発行

済株式の総数が変更する事由が生じる場合で、第1回A種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的公平の

観点から当該転換比率の調整が必要とされる場合には、取締役会が適切と判断する転換比率に変更され

る。

なお、かかる変更後の第1回A種優先株式の転換比率による第1回A種優先株式の転換により交付すべき普

通株式の数の算出に当たって1株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項の規定に従いこれ

を取り扱う。
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(16）強制転換

当社は、取締役会の決定により、第1回A種優先株式転換請求権行使期間中に転換の請求のなかった第1回

A種優先株式について、平成38年3月14日を経過した場合には、取締役会が定める当該日を経過した後の

日をもって当該転換の請求のなかった第1回A種優先株式の全てを取得し、これと引換えに、第1回A種優

先株式1株につき、その時点における第1回A種優先株式転換比率で普通株式を交付することができる。

(17）株式の併合及び分割、募集株式等の割当て等

①当社は、株式の併合または分割をするときは、普通株式、第1回A種優先株式及び第1回B種優先株式ごと

に、同時に同一の割合でこれをする。当社は、株主に募集株式もしくは募集新株予約権（新株予約権付社

債を含む。以下同じ。）の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通

株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回A種優先株主には第1回A種

優先株式または第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回B種優先株主

には第1回B種優先株式または第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それ

ぞれ同時に同一の割合で第1回A種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的に公平な割当価額、行使価額

その他の条件により与える。当社は、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の

場合に応じて、普通株主には普通株式の株式無償割当てまたは普通株式を目的とする新株予約権の新株

予約権無償割当てを、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式の株式無償割当てまたは第1回A種優先

株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回B種優先株主には第1回B種優先株式の株

式無償割当てまたは第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞれ同

時に同一の割合でする。

②株式の分割がなされたときは、第1回A種優先残余財産分配額は、以下の算式により計算される残余財産

分配額に調整される。

調整後の第１回

A種優先残余財
産分配額

＝

調整前の第１回

A種優先残余財
産分配額

×
分割前の第１回A種優先株式数

分割後の第１回A種優先株式数

③株式の併合がなされたときは、第1回A種優先残余財産分配額は、以下の算式により計算される残余財産

分配額に調整される。

調整後の第１回

A種優先残余財
産分配額

＝

調整前の第１回

A種優先残余財
産分配額

×
併合前の第１回A種優先株式数

併合後の第１回A種優先株式数

④株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えた株式の交付または株式無償割当てがなされたときは、第

1回A種優先残余財産分配額は、以下の算式により計算される残余財産分配額に調整される。なお、以下の

式で用いる上記(3)に定める第1回A種優先株式の1株当たりの発行価額または調整前の第1回A種優先株

式の1株当たりの払込価額は、第1回A種優先株式の分割、併合またはこれに類する事由があった場合に

は、合理的な調整を行うものとする。

    
上記(3)に定め
る第1回A種優
先株式の1株当
たりの発行価額

×

株式交付前の第

１回A種優先株
式数

＋

新たに交付され

た第1回A種優
先株式の1株当
たりの払込価額

×

新たに交付され

た第1回A種優
先株式数調整後の第1回

A種優先残余財
産分配額

＝

調整前の第1回
A種優先残余財
産分配額

× 上記(3)に定める第1回A種優先株式の
1株当たりの発行価額

× 株式交付後の第１回A種優先株式数

ただし、二回目以降に関しては、上記の算式中の「上記(3)に定める第1回A種優先株式の1株当たりの発行

価額」は、以下の算式により計算される「調整後の第1回 A種優先株式の1株当たりの払込価額」に読み

替えられるものとする。

調整後の第1回
A種優先株式の
1株当たりの払
込価額

＝

調整前の第1回
A種優先株式の
1株当たりの払
込価額

×

前回の株式交付

前の第1回A種
優先株式数

＋

前回の新たに交

付された第1回
A種優先株式の
1株当たりの払
込価額

×

前回の新たに交

付された第1回
A種優先株式数

前回の株式交付後の第１回A種優先株式数

⑤株主に募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えた新株予約権の交付または新株予約権無償割当て

がなされたときは、第1回A種優先残余財産分配額は、上記④に定めるところに準じて適切に調整される。

⑥上記②乃至⑤の調整額の算定については、円位未満小数第3位まで算出し、その小数第3位を四捨五入す

る。

Ｂ種優先株式

(1）株式の名称
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三洋電機株式会社第1回B種優先株式

(2）発行株式数

246,029,300株

(3）発行価額

１株につき700円

(4）発行価額の総額

172,220,510,000円

(5）発行価額中資本に組入れない額

1株につき350円

(6）資本組入額の総額

86,110,255,000円

(7）申込期日

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日

(8）払込期日

平成18年3月14日または取締役会決議により別途定める日

(9）配当起算日

平成18年3月14日

(10）割当方法

第三者割当ての方法により、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社（ま

たは大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社の100％子会社）に対して

88,766,600株、オーシャンズ・ホールディングス有限会社（またはゴールドマン・サックス・グループ

の他の関連会社）に対して88,766,600株、株式会社三井住友銀行に対して68,496,100株をそれぞれ割当て

る。

(11）期末配当

当社は、定款第42条に定める剰余金の配当をするときは、第1回B種優先株式を有する株主(以下「第1回B

種優先株主」という。)または第1回B種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回B種優先登録株式質権

者」という。)に対して、第1回B種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの配当金に、その時点における

第１回B種優先株式転換比率(下記(15)①において定められる。)を乗じて得られる額(以下「第1回B種配当

金」という。)を、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以

下「普通登録株式質権者」という。)及び第1回A種優先株式を有する株主(以下「第1回A種優先株主」と

いう。)または第1回A種優先株式の登録株式質権者(以下「第1回A種優先登録株式質権者」という。)と同

順位にてする。ただし、平成18年3月末日に終了する決算期に係る剰余金の配当については、払込期日か

ら起算するものとする。

(12）中間配当

当社は、定款第43条に定める剰余金の配当をするときは、第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株

式質権者に対して、第1回B種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの中間配当金に、その時点における

第1回B種優先株式転換比率を乗じて得られる額の剰余金の配当を、普通株主または普通登録株式質権者

及び第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者と同順位にてする。
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(13）残余財産の分配

①当社は、残余財産の分配をする場合には、第1回B種優先株主または第1回B種優先登録株式質権者に対し

て、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第1回A種優先株主及び第1回A種優先登録株式質権者

と同順位にて、第1回B種優先株式1株当たり700円(以下「第1回B種優先残余財産分配額」という。)を分

配する。

②当社は、前号に基づく残余財産の分配後、さらに残余する財産があるときは、第1回B種優先株主または第

1回B種優先登録株式質権者に対して、第1回B種優先株式1株当たり、普通株式1株当たりの残余財産分配

額に、その時点における第1回B種優先株式転換比率を乗じて得られる額の残余財産を、普通株主または

普通登録株式質権者及び第1回A種優先株主または第1回A種優先登録株式質権者と同順位にて分配する。

(14）議決権

第1回B種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(15）普通株式への転換請求権

①第1回B種優先株主は、当社に対し、上記(8)に定める払込期日の翌日以降、平成38年3月13日までの間(以下

「第1回B種優先株式転換請求権行使期間」という。)、当該第1回B種優先株主が有する第1回B種優先株式

を取得し、これと引換えに、第1回B種優先株式1株につき10株の割合(以下「第1回B種優先株式転換比

率」という。ただし、第②号に従い変更された場合には、当該変更後の比率を「第1回B種優先株式転換比

率」という。)で普通株式を交付すること（当社が取得請求権付株式を取得し、これと引換えに普通株式

を交付することを、以下「転換」という。）を請求することができる。

②第1回B種優先株式転換比率は、合併、株式交換、株式移転、または会社分割その他当社の普通株式の発行

済株式の総数が変更する事由が生じる場合で、第1回B種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的公平の

観点から当該転換比率の調整が必要とされる場合には、取締役会が適切と判断する転換比率に変更され

る。

なお、かかる変更後の第1回B種優先株式の転換比率による第1回B種優先株式の転換により交付すべき普

通株式の数の算出に当たって1株に満たない端数があるときは、会社法第167条第3項の規定に従いこれ

を取り扱う。

(16）強制転換

当社は、取締役会の決定により、第1回B種優先株式転換請求権行使期間中に転換の請求のなかった第1回

B種優先株式について、平成38年3月14日を経過した場合には、取締役会が定める当該日を経過した後の

日をもって当該転換の請求のなかった第1回B種優先株式の全てを取得し、これと引換えに、第1回B種優

先株式1株につき、その時点における第1回B種優先株式転換比率で普通株式を交付することができる。

(17）株式の併合及び分割、募集株式等の割当て等

①当社は、株式の併合または分割をするときは、普通株式、第1回A種優先株式及び第1回B種優先株式ごと

に、同時に同一の割合でこれをする。当社は、株主に募集株式もしくは募集新株予約権（新株予約権付社

債を含む。以下同じ。）の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場合に応じて、普通株主には普通

株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回A種優先株主には第1回A種

優先株式または第1回A種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、第1回B種優先株主

には第1回B種優先株式または第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それ

ぞれ同時に同一の割合で第1回B種優先株主の権利・利益に鑑みての実質的に公平な割当価額、行使価額

その他の条件により与える。当社は、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の

場合に応じて、普通株主には普通株式の株式無償割当てまたは普通株式を目的とする新株予約権の新株

予約権無償割当てを、第1回A種優先株主には第1回A種優先株式の株式無償割当てまたは第1回A種優先

株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、第1回B種優先株主には第1回B種優先株式の株

式無償割当てまたは第1回B種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、それぞれ同

時に同一の割合でする。
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②株式の分割もしくは併合、株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えた株式の交付もしくは株式無償

割当て、または、株主に募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えた募集新株予約権の交付もしくは

新株予約権無償割当てがなされたときの、第1回B種優先残余財産分配額の調整については、第1回A種優

先株式発行要項第(17)項②乃至⑥の規定を、それぞれ「第1回A種優先株式」を「第1回B種優先株式」、

「第1回A種優先残余財産分配額」を「第1回B種優先残余財産分配額」と読み替えて適用する。

（２）【新株予約権等の状況】

平成16年６月29日株主総会決議による新株予約権

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 3,094 3,094

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,094,000 3,094,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 455 455

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 455

資本組入額　　 228

発行価格　　　 455

資本組入額　　 228

新株予約権の行使の条件 （注）１ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ 同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 - -

　（注）１．新株予約権の分割行使は認めない（新株予約権１個（１個につき1,000株）を最低行使単位とする）。

対象者の地位喪失時の取扱いその他権利行使の条件については、株主総会決議を踏まえた取締役会決議に基

づき当社と当該対象者との間で締結した契約に定める。

２．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年10月１日

（注）１
－ 1,872,338 － 172,242 9 234,753

平成18年１月１日

（注）２
－ 1,872,338 － 172,242 17 234,771

平成18年３月14日

（注）３、４

　

 

Ａ種優先株式

182,542

Ｂ種優先株式

246,029

普通株式

1,872,338

Ａ種優先株式

182,542

Ｂ種優先株式

246,029

150,000 322,242 150,000 384,771

　（注）１．三洋エアコンディショナーズ㈱（全額出資子会社）との合併による。

２．三洋テクノサウンド㈱（全額出資子会社）との合併による。

３．第三者割当増資により、Ａ種優先株式182,542,200株を発行価額 700円、資本組入額 350円で発行した。

４．第三者割当増資により、Ｂ種優先株式246,029,300株を発行価額 700円、資本組入額 350円で発行した。

５．平成20年４月１日から平成20年５月31日までの新株予約権の行使による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加はない。
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（５）【所有者別状況】

①　普通株式

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 95 73 1,494 389 51 211,809 213,912 －

所有株式数

（単元）
1 445,634 23,900 111,322 354,206 186 925,885 1,861,134 11,204,099

所有株式数の

割合（％）
0.00 23.95 1.28 5.98 19.03 0.01 49.75 100.00 －

　（注）１．自己株式  18,585,763株は、「個人その他」欄に　18,585単元及び「単元未満株式の状況」欄に 763株

含めて記載している。

２．証券保管振替機構名義の株式は、「その他の法人」欄に 195単元含めて記載している。

②　Ａ種優先株式

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － 2 － － － 3 －

所有株式数

（単元）
－ 29,324 － 1,796,098 － － － 1,825,422 －

所有株式数の

割合（％）
－ 1.60 － 98.40 － － － 100.00 －

③　Ｂ種優先株式

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 － 2 － － － 3 －

所有株式数

（単元）
－ 684,961 － 1,775,332 － － － 2,460,293 －

所有株式数の

割合（％）
－ 27.84 － 72.16 － － － 100.00 －
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（６）【大株主の状況】

①　普通株式

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三洋電機従業員持株会 大阪府守口市京阪本通２丁目５番５号 51,008 2.72

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 43,278 2.31

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 41,088 2.19

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 39,441 2.11

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 36,459 1.95

住友生命保険相互会社 大阪市中央区城見１丁目４番35号 30,000 1.60

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 26,148 1.40

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 23,435 1.25

塩屋土地株式会社 神戸市垂水区青山台１丁目28番14号 22,467 1.20

ステート　ストリート　バンク　

アンド　トラスト　カンパニー　

505103

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUS

ETTS 02101 U.S.A
21,583 1.15

計 － 334,911 17.89

②　Ａ種優先株式

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エボリューション・インベスト

メンツ有限会社
東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 898,049 49.20

オーシャンズ・ホールディング

ス有限会社

東京都渋谷区渋谷２丁目15番１号

渋谷クロスタワー
898,049 49.20

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 29,324 1.60

計 － 1,825,422 100.00

③　Ｂ種優先株式

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エボリューション・インベスト

メンツ有限会社
東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 887,666 36.08

オーシャンズ・ホールディング

ス有限会社

東京都渋谷区渋谷２丁目15番１号

渋谷クロスタワー
887,666 36.08

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 684,961 27.84

計 － 2,460,293 100.00
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ｂ種優先株式

246,029,300
－ （注）２

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

20,096,000
－ －

完全議決権株式（その他）

普通株式（注）１

1,841,038,000

Ａ種優先株式

182,542,200

普通株式

1,840,841

Ａ種優先株式

1,825,422

（注）２

単元未満株式
普通株式

11,204,099
－

一単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 2,300,909,599 － －

総株主の議決権 － 3,666,263 －

　（注）１．証券保管振替機構名義の株式 195,000株及び株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有してい

ない株式 2,000株が含まれているが、当該株式には議決権はない。

２．優先株式の内容については、（１）「株式の総数等」②「発行済株式」に記載している。

②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

三洋電機㈱ 大阪府守口市 18,585,000 － 18,585,000 0.99

サン電子工業㈱ 大阪府四條畷市 419,000 － 419,000 0.02

富田電機㈱ 群馬県邑楽郡 408,000 － 408,000 0.02

滋賀電機㈱ 滋賀県草津市 210,000 － 210,000 0.01

㈱太田治工 群馬県邑楽郡 154,000 － 154,000 0.01

エスティシー㈱ 群馬県伊勢崎市 100,000 － 100,000 0.01

湖南電機㈱ 滋賀県草津市 97,000 － 97,000 0.01

赤石工業㈱ 栃木県足利市 63,000 － 63,000 0.00

旭鍍金工業㈱ 大阪市旭区 29,000 － 29,000 0.00

大阪中央三洋特機販売㈱ 大阪市北区 24,000 － 24,000 0.00

三重三洋特機販売㈱ 三重県松阪市 5,000 － 5,000 0.00

㈱サンエイ 東京都板橋区 2,000 － 2,000 0.00

計 － 20,096,000 － 20,096,000 1.07

　（注）１．このほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が 2,000株ある。

なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれている。

２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は普通株式によるものである。
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用している。当該制度は旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基

づき、下記の対象者に対してストックオプションとして新株予約権を発行することを平成16年６月29日の定時株

主総会において決議されたものである。

　当該制度の内容は次のとおりである。

<平成16年６月29日決議分>

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役、監査役、執行役員、ビジネスユニットリー

ダー、主要子会社経営幹部、その他業績への貢献が顕著

な者など　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 3,600,000株を上限とする。　（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 （注）３

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成20年６月30日

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．具体的な新株予約権の割り当てを受ける者及び割り当てる新株予約権の数は取締役会決議で定める。

２．ただし、株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整す

る。なお、この調整は、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行い、調整に

より生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

３．東京証券取引所における当社株式普通取引の新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）における終値平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。

ただし、その価額が新株予約権の発行日の終値の価額を下回る場合は、当該終値の価額とする。

なお、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

４．新株予約権の分割行使は認めない（新株予約権１個（１個につき1,000株）を最低行使単位とする）。

対象者の地位喪失時の取扱いその他権利行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき当

社と当該対象者との間で締結する契約に定める。

５．新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

会社法第155条第７号の規定に基づく取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項なし

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項なし

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　　　会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 440,619 78,614,887

当期間における取得自己株式 51,106 12,661,227

　（注）　「当期間における取得自己株式」の「株式数」及び「価額の総額」には、平成20年６月１日から有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の買取請求により取得した株式数及び価額は含めていない。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － 2,945,000 533,045,000

その他

（単元未満株の買増請求による売渡し）
47,669 19,481,229 6,381 2,588,175

保有自己株式数 18,585,763 　－ 15,685,488 　－

　（注）　「その他（単元未満株式の買増請求による売渡し）」の当期間における「株式数」及び「処分価額の総額」に

は、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請求により処理した株式数及び処

分価額は含めていない。また、当期間における「保有自己株式数」には、平成20年６月１日から有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の買取請求による増加株式数及び単元未満株式の買増請求による減少株式数は含

めていない。

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 40/168



３【配当政策】

　当社は、株主各位への利益還元を重要な経営課題と位置づけ、変化する経営環境に対応して実施すべき設備投資や研

究開発投資のための内部留保とのバランスを勘案しつつ、業績に裏づけられた安定的な配当を維持することを基本方

針としている。

　当期については、誠に遺憾ながら当期末の配当は見送ることとした。

　今後については、株主各位の期待に応えるべく、一層の経営努力により、業績の向上を目指していく所存である。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会である。

　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めている。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 614 545 363 324 241

最低（円） 326 330 237 148 120

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部による。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 201 213 221 163 231 241

最低（円） 177 165 150 120 144 196

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部による。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

社長執行役員

事業執行責任者

会議議長

佐野　精一郎
昭和27年

11月20日生

昭和52年４月 当社入社

平成12年６月 総務・人事部長

平成13年４月 ＨＲグループゼネラルマ

ネージャー

平成15年４月 人事ユニットリーダー　兼

　産業保健ユニットリー

ダー

平成17年４月 執行役員　総務人事本部長

平成19年４月 社長執行役員（現任）

兼　事業執行責任者会議

議長（現任）

平成19年６月 代表取締役社長（現任）

注１ 12

代表取締役

副社長

副社長執行役員

本社管理部門担当

半導体事業担当

前田　孝一
昭和23年

12月20日生

昭和46年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住

友銀行）入行

平成11年６月 同執行役員

平成14年６月 同常務執行役員

平成15年11月 ＳＭＦＧ企業再生債権回

収㈱　代表取締役社長

平成17年11月 当社副社長執行役員（現

任）

平成17年12月 本社管理部門統括

平成18年２月 代表取締役副社長

（現任）

平成19年４月 総務人事本部長

平成20年４月 本社管理部門担当

（現任）　

兼　半導体事業担当

（現任）

同上 30

代表取締役

副社長

副社長執行役員

ソーラー事業担当

マーケティング

本部長

駿田　和彦
昭和30年

１月７日生

昭和52年４月 大和証券㈱入社

平成15年２月 大和証券エスエムビー

シー㈱

金融法人第一部長

平成15年６月 同執行役員

平成17年４月 同常務執行役員

平成18年２月 当社取締役副社長（社

外）

平成18年６月 代表取締役副社長（現

任）　兼　副社長執行役員

（現任）

平成18年７月 国内営業グループ長

平成18年10月 グローバル営業グループ

長　兼　国内営業統括本部

長

平成20年４月 ソーラー事業担当

（現任）　

兼　マーケティング本部長

（現任）

同上 23
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

副社長

副社長執行役員

経営企画本部長

監査・法務・IT部

門担当

内部統制推進担当

資材購買担当

山岸　健太郎
昭和42年

3月31日生

平成２年４月 ㈱三和銀行（現　㈱三菱東

京ＵＦＪ銀行）　入行

平成11年５月 ゴールドマン・サックス

証券会社（現　ゴールドマ

ン・サックス証券㈱）入

社

平成14年12月 同ヴァイス・プレジデン

ト

平成19年５月 当社経営企画本部　副本部

長

平成19年６月 代表取締役副社長

（現任）　

兼　副社長執行役員

（現任）

平成19年12月 ゴールドマン・サックス

証券㈱　マネージング・

ディレクター(現任）

平成20年１月 当社　経営企画本部長（現

任） 

兼　内部統制推進担当

（現任）

平成20年４月 監査・法務・IT部門担当

（現任）

兼　資材購買担当

（現任）

同上 11

取締役副社長

副社長執行役員

部品事業担当

 海外営業本部長

本間　充
昭和22年

11月６日生

昭和45年４月 当社入社

平成14年４月 ソフトエナジーカンパ

ニー副社長

平成14年６月 執行役員

平成16年４月 常務執行役員

平成17年４月 専務執行役員

兼　パワーグループ長　兼　

パワーグループモバイル

エナジーカンパニー社長

平成18年２月 取締役

平成18年４月 パワーグループ長　

兼　EVOLUTIONPJ推進グ

ループ長

平成18年10月 グローバルマネジメント

本部長

平成19年９月 コーポレートCRM担当

平成20年４月 取締役副社長（現任）

兼　副社長執行役員

（現任）　

兼　部品事業担当

（現任）　

兼　海外営業本部長

（現任）

同上 16
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 　 大西　敏彦
昭和36年

７月27日生

昭和59年４月 大和証券㈱入社

平成12年７月 ㈱大和証券グループ本社

IR室長

平成16年７月 同経営企画部長　

平成19年４月 大和証券エスエムビー

シープリンシパル・イン

ベストメンツ㈱ 常務取締

役

平成19年６月 三井住友建設㈱取締役

平成20年４月 大和証券エスエムビー

シー㈱執行役員（現任）

兼　大和証券エスエムビー

シープリンシパル・イン

ベストメンツ㈱ 代表取締

役副社長（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

同上 －

取締役 　 アンクル・サフ
昭和44年

10月18日生

平成10年10月 ゴールドマン・サックス

・アンド・カンパニー入

社

平成16年１月 ゴールドマン・サックス

証券会社（現　ゴールドマ

ン・サックス証券㈱）プ

リンシパル・インベスト

メント・エリア統括（現

任）

平成17年７月 ㈱フジタ 取締役(現任)

　 ㈱ユー・エス・ジェイ 取

締役（現任）

平成17年11月 ゴールドマン・サックス

証券会社（現　ゴールドマ

ン・サックス証券㈱）マ

ネージング・ディレク

ター（現任）

平成18年２月 当社取締役（現任）

平成18年６月 三洋電機クレジット㈱　取

締役

平成19年６月 イー・モバイル㈱ 取締役

（現任）

平成19年10月 ㈱アルデプロ 取締役

（現任）

平成19年11月 ㈱USEN 取締役（現任）

同上 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

専務執行役員

コンシューマエ

レクトロニクス

事業担当

コマーシャルカ

ンパニー長

有馬　秀俊
昭和27年

３月26日生

昭和52年４月 東京三洋電機㈱入社

平成15年12月 当社コマーシャル企業グ

ループ　コマーシャル海外

本部長　兼　コマーシャル

サービス本部長　兼　三洋

コマーシャルサービス㈱　

代表取締役社長

平成17年４月 執行役員

 コマーシャルグループ　コ

マーシャルカンパニー副

社長

平成18年２月 取締役（現任）

平成18年４月 EVOLUTION PJ 推進グ

ループ　Corporate DNA 

Evolution Plan推進本部長

平成18年７月 専務執行役員（現任）　兼

　サービスチェーングルー

プ長　兼　サービス統括本

部長

平成18年10月 GLOBAL EVOLUTION PJ 

推進グループ　Corporate 

DNA Evolution Plan推進本

部長　兼　プロキュアメン

ト本部長

平成19年４月 三洋電機サービス㈱代表

取締役社長

平成19年５月 当社品質・ＣＳ本部長

平成20年４月 コンシューマエレクトロ

ニクス事業担当（現任） 

兼　コマーシャルカンパ

ニー長（現任） 

同上 17

取締役

専務執行役員

グローバル渉外担

当

環境担当

品質・CS担当

関野　弘幹
昭和16年

１月15日生

昭和38年４月 通商産業省

（現 経済産業省）入省

平成元年６月 経済企画庁（現 内閣府）

物価局 審議官

平成２年７月 中小企業事業団 理事

平成５年７月 当社入社

平成６年２月 取締役

平成10年６月 常務取締役

平成11年６月 常務執行役員

平成14年６月 取締役　

兼　専務執行役員

平成17年４月 三洋セールス アンド 

マーケティング㈱ 取締役

会長

平成17年６月 当社取締役退任

平成18年７月 常任顧問

平成19年４月 三洋電機サービス㈱ 

取締役会長

平成19年６月 当社取締役(現任）　兼　専

務執行役員（現任）　兼　

グローバル渉外担当（現

任）

平成19年８月 環境担当（現任）

平成20年４月 品質・CS担当（現任）

同上 33
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 黒河　建三
昭和23年

４月６日生

昭和48年４月 東京三洋電機㈱入社

平成12年４月 三洋電機空調㈱　常務取締

役

平成15年４月 当社執行役員　コンシュー

マ企業グループ　アメニ

ティソリューションズカ

ンパニー社長

平成17年４月 顧問

平成17年６月 常勤監査役（現任）

注２ 26

常勤監査役 － 内田　年弥
昭和20年

５月11日生

昭和44年４月 三洋電機貿易㈱入社

平成13年６月 同常務取締役

平成15年４月 当社コンポーネント企業

グループ　モバイルエナ

ジーカンパニー　経営企画

室長

平成17年６月 常勤監査役（現任）

同上 9

常勤監査役 － 松井　秀雄
昭和21年

１月１日生

昭和43年４月 当社入社

平成15年４月 財務ユニットリーダー 兼

 アセットマネージメント

ユニットリーダー

平成16年７月 コンポーネント企業グ

ループ 経営管理ユニット

リーダー

平成18年４月 執行役員

財務本部長

平成20年６月 常勤監査役（現任）

注３ 98

監査役 － 岡本　修
昭和11年

10月30日生

昭和35年３月 久保田鉄工㈱（現　㈱クボ

タ）入社

平成11年４月 同代表取締役会長

平成17年６月 当社監査役（現任）

注２ －

監査役 － 永田　武全
昭和19年

５月23日生

昭和42年４月 ㈱住友銀行（現　㈱三井住

友銀行）入行

平成14年６月 同代表取締役副頭取　

兼　副頭取執行役員

平成17年６月 京阪神不動産㈱　代表取締

役社長（現任）

 銀泉㈱　取締役会長

（現任）

 塩野義製薬㈱　監査役（現

任）

平成18年６月 当社監査役（現任）

注４ －

監査役 － 仲田　哲
昭和24年

12月24日生

昭和51年４月 弁護士登録 

(大阪弁護士会）

昭和51年９月 海事補佐人登録

昭和60年12月 仲田哲法律事務所 代表

（現任）

平成19年４月 大阪市立大学大学院法学

研究科 特任教授（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

注３ －

　 　 　 　 計  275

　（注）１．取締役の任期は平成20年６月27日開催の定時株主総会から１年である。

２．監査役　黒河　建三、内田　年弥、岡本　修の任期は、平成17年６月29日開催の定時株主総会から４年である。

３．監査役　松井　秀雄、仲田　哲の任期は、平成20年６月27日開催の定時株主総会から４年である。

４．監査役　永田　武全の任期は、平成18年６月23日開催の定時株主総会から４年である。

５．監査役　岡本　修、永田　武全、仲田　哲は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

６．取締役　大西　敏彦、アンクル・サフは、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。

７．当社では、取締役会のグループ全体の視点に立った意思決定と、経営全般に対する監視・監督の役割強化の

ため、また、会社業務の執行機能を強化するため、執行役員制度を導入している。

執行役員は、以下のとおり39名で構成されている。
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役位 氏名 担当

社長執行役員 佐野　精一郎 事業執行責任者会議　議長

副社長執行役員 前田　孝一

本社管理部門担当

兼 半導体事業担当

兼 守口地区代表役員

副社長執行役員 駿田　和彦
ソーラー事業担当

兼　マーケティング本部長

副社長執行役員 山岸　健太郎

経営企画本部長 

兼 監査・法務・ＩＴ部門担当 

兼 内部統制推進担当 

兼 資材購買担当

副社長執行役員 本間　充
部品事業担当

兼　海外営業本部長

専務執行役員 有馬　秀俊

コンシューマエレクトロニクス事業担当 

兼 コマーシャルカンパニー長 

兼 群馬地区代表役員

専務執行役員 関野　弘幹

グローバル渉外担当 

兼 環境担当

兼 品質・ＣＳ担当 

兼 東京地区代表役員

専務執行役員 小野　寛
デジタルシステムカンパニー長 

兼 大東地区代表役員

常務執行役員 田端　輝夫 三洋半導体㈱ 社長

常務執行役員 西口　美廣 三洋半導体㈱ 副社長

常務執行役員 竹田　和宏 電子デバイスカンパニー長

常務執行役員 伊藤　正人
モバイルエナジーカンパニー長

兼 淡路・徳島・貝塚地区代表役員

常務執行役員 久保　盛弘
デジタルシステムカンパニー

副カンパニー長 兼 経営企画室長

執行役員 津田　信哉

研究開発本部長 

兼 環境推進本部長

兼 岐阜地区代表役員

執行役員 吉年　慶一
デジタルシステムカンパニー

プロジェクター事業部長

執行役員 松岡　信昭
三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱ 社長 

兼 鳥取・加西地区代表役員

執行役員 小林　倬也

デジタルシステムカンパニー　副カンパニー長 

兼 海外営業本部 副本部長 

兼 商品マーケティング事業部長

執行役員 川島　克久 品質・ＣＳ本部長

執行役員 堀田　暁
海外営業本部 副本部長 

兼 グローバル営業事業部長

執行役員 前田　哲宏
ソーラー事業部長 

兼 滋賀地区代表役員

執行役員 渡部　由夫
コマーシャルカンパニー　副カンパニー長 

兼 冷熱技術開発センター長

執行役員　 安藤　孝男

生産技術担当 

兼 コマーシャルカンパニー

三洋東京マニュファクチャリング㈱ 社長
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役位 氏名 担当

執行役員　 吉井　重治
法務本部長

兼 知的財産本部長　

執行役員 平尾　隆
海外営業本部

中東阿・インド地域営業統括責任者

執行役員　 手嶋　弘一
コマーシャルカンパニー

経営企画室長　

執行役員　 野崎　勉　
デジタルシステムカンパニー

ＴＶ事業部長

執行役員 高垣　真治
電子デバイスカンパニー　副カンパニー長　

兼 キャパシタ事業部長

執行役員 吉田　和弘
三洋半導体㈱ 副社長　

兼 経営企画室長

執行役員 長沢　秀治 経営企画本部 副本部長

執行役員 依田　正文
海外営業本部

欧州地域営業統括責任者

執行役員 田渕　潤一郎
デジタルシステムカンパニー

ＤＩ事業部長

執行役員 和田　隆弘
三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱ 副社長 

兼 家電事業部長

執行役員 村田　正美
海外営業本部

米州地域営業統括責任者

執行役員　 寺嶋　文敏
モバイルエナジーカンパニー　副カンパニー長

兼 グローバルＣＲＭ事業部長　

執行役員 大崎　博基 財務本部長

執行役員　 大庭　　功
コマーシャルカンパニー

三洋電機販売㈱ 社長

執行役員　 内藤　光昭　 内部統制推進室長

執行役員 中谷　善則
海外営業本部

アジア地域営業統括責任者

執行役員 森　　圭三　
電子デバイスカンパニー　副カンパニー長

兼 精密デバイス事業部長　

６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、当社の経営理念を実践し、企業価値を高めるためには、健全な経営システムのもと、適時・適切な情報開示

により経営の透明性を確保するなど、コーポレート・ガバナンスの充実が不可欠であると考えている。

　また当社では、「コンプライアンス」を社会に対する責任を果たすための大切な基礎として捉えており、その徹底

が事業活動を継続していく上での不可欠の要件であると認識し、コーポレート・ガバナンスの強化とともに、グ

ループのコンプライアンス経営を積極的に推進している。当社では、グループの役員及び社員があらゆる企業活動

において守らなければならない指針として、三洋電機グループの行動基準を制定し、さらにコンプライアンスを法

令・社内規定等の遵守のみならず企業倫理を含めて広範囲に定義づけ、行動基準を実践する上での具体的な行動規

範を定め、グループ役員及び社員に周知している。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

・取締役及び取締役会

当社は定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び業務執行状況の監督などを行っている。取締役

会におけるより慎重な審議を促進し、経営効率を向上させるため、全取締役が出席する経営会議を毎月少なく

とも２回開催し、取締役会付議議案の事前審議を行うとともに、一定の業務執行に関する基本的事項及び重要

事項に係る意思決定を行っている。

平成20年３月末現在、取締役会は取締役９名（うち社外取締役２名）で構成されている
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・監査役及び監査役会

当社は監査役制度を採用しており、平成20年３月末現在、監査役会は監査役６名（うち社外監査役３名）で構

成されている。

監査役は、取締役会等重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、内部監査部門その他関係者の報告聴取な

どにより、取締役の業務執行につき監査を実施している。

また、会計監査人から監査方針及び監査計画を聴取し、随時監査に関する結果の報告ならびに説明を受け、相互

連携を図っている。

・専門委員会

内部統制に関わる専門的事項について審議し、取締役会への提言、報告を行う専門委員会を設置し、ガバナンス

体制を整備している。

人事・指名委員会

主に株主総会に提出する、取締役候補者の選任及び取締役解任に関する議案内容を討議する。

平成20年３月末現在、社外取締役２名を含む取締役４名、社外有識者１名の５名で構成されている。

報酬委員会

主に株主総会に提出する、取締役報酬の総額に関する議案内容及び取締役（及び執行役員）個人の報酬額

決定に関する仕組みを討議する。

平成20年３月末現在、社外取締役２名を含む取締役４名、社外有識者１名の５名で構成されている。

監査・ガバナンス委員会

主にコーポレートガバナンス及び内部統制（特に全社的な内部統制）に関する議案内容、並びに内部監査

結果及びコンプライアンスホットライン申告内容に関する議案内容を討議する。

平成20年３月末現在、社外取締役１名を含む取締役４名、社外有識者３名の７名で構成されている。
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②内部統制システムの整備の状況

　当社は、関係法令の遵守はもとより、会社経営の健全化・効率化・透明化を図ることにより、ステークホルダー

の信頼を獲得し、グローバル企業としてのサステナビリティを高めるために、内部統制システムを整備し、有効に

機能させることが不可欠であると考えている。

・内部監査

内部監査については、内部統制（業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関する法令等の遵守）

の充実、強化を図るため、社内に内部監査部門を設置し、業務運営の適法性や効率性等の確保に努めている。

また、内部監査部門は、内部監査結果の報告等、監査役及び会計監査人と適宜情報交換を行うことで連携をと

り、監査の効率性・有効性を高め、監査品質の維持・向上を図っている。

平成20年３月末現在、内部監査部門(監査室)は33名で構成されている。

・リスク管理

リスク管理については、執行役員１名を統括責任者とし、統括責任者を補佐する部署を置き、グループ全体のリ

スク管理を横断的に統括、調整し、リスク管理の方針徹底と、全社に共通するリスク対応の課題解決を図り、グ

ループのリスク対応力の強化に努めている。

・コンプライアンス推進体制

コンプライアンスについては、コンプライアンス基本規定を定め、社長を総括責任者、執行役員１名をコンプラ

イアンス担当執行役員とし、本社部門に推進部署を設置するとともに、各部門を主体とした推進体制を構築し

ている。また、コンプライアンスホットラインの運用等を通じてコンプライアンス推進状況の監視機能の強化

に努めている。

・内部統制推進体制の強化をはかるため、本社部門に「内部統制推進室」を設置し、経営者、本社部門、事業部門

が一体となって内部統制システムの整備を推進している。

・高度化・複雑化する会計基準に対応するため、本社部門に会計基準遵守・徹底をミッションとする検査専任者

を設置した。 

・顧問弁護士からは、法律面での判断が必要な場合に適時アドバイスを受けている。また、会計監査人からは、会

計監査を通じて業務・会計面の改善につながる提案を受けている。
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内部統制システムの概要を含むコーポレートガバナンス体制の模式図は以下のとおりである。

　（平成20年３月末現在）
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③会計監査の状況

　当社の平成19年度の会計監査は、あずさ監査法人により実施され、その監査従事者は以下のとおりである。

中尾正孝（業務執行社員）、松井理晃（業務執行社員）、宮林利朗（業務執行社員）

　業務執行社員以外の監査従事者は、公認会計士15名、会計士補等26名である。

　　なお、当社の平成19年度の会計監査は、上記、あずさ監査法人と太陽ＡＳＧ監査法人との共同監査を実施

　していたが、太陽ＡＳＧ監査法人は、平成20年３月28日付で辞任している。

④会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　平成20年３月末現在、当社の社外取締役である渡辺秀雄、アンクル・サフの２名は、平成18年３月実施の第三者

割当増資の引受人からの派遣を受け入れたものである。

　社外監査役である戸田博之、岡本修、永田武全３名は、当社と該当する関係はない

　なお、当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、同法第425条に定める最

低責任限度額に限定する旨の契約を締結している。

(3）役員報酬の内容

　平成19年度における役員報酬の内容は以下のとおりである。

　 社　内 社　外 計

取締役に支払った報酬 187百万円 －百万円 187百万円

監査役に支払った報酬 39百万円 23百万円 62百万円

計 226百万円 23百万円 249百万円

(4）監査報酬の内容

　平成19年度における当社のあずさ監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明に係る報酬は、504

百万円であり、その他の業務に係る報酬は、7百万円である。

　平成19年度における当社の太陽ＡＳＧ監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明に係る報酬

は、36百万円であり、その他の業務に係る報酬は、466百万円である。

（5）取締役の員数

　当社の取締役は、９名以内とする旨を定款で定めている。

（6）取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないとする旨を定款で定めている。

（7）株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

①自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款で定めている。これは、機動的な資本政策の実施を可能とすることを目的とするものである。

②中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年９月30日の最終の株主名簿に記載また

は記録されている株主または登録株式質権者に対して剰余金の配当を行うことができる旨を定款で定めている。こ

れは、株主への機動的な利益還元の実施を可能とすることを目的とするものである。

③取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めている。これは、

取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役の責任を軽減することを目的とするものである。

④監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であったものを含む。）の損

害賠償責任を、法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めている。これは、

監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、監査役の責任を軽減することを目的とするものである。

（8）株主総会及び種類株主総会の特別決議要件
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　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件及び会社法第324条第２項に定める種類株主総会

の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めている。これは、株主総会及び種類株主総会における特別決

議の定足数を緩和することにより、株主総会及び種類株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものである。
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第５【経理の状況】

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年　大蔵省令第28号、以下

「連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則による用語、様式及

び作成方法に基づいて作成している。

　ただし、セグメント情報については、連結財務諸表規則に基づいて作成している。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年　大蔵省令第59号、以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、第83期事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第84期

事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、平成18年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の連結財

務諸表及び第83期事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の財務諸表について、並びに、金融商品取引

法第193条の２第１項の規定に基づき、平成19年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の連結財務諸表及び

第84期事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受

けている。

　また、当社は、平成19年４月１日付で三洋セールスアンドマーケティング㈱を合併したため、三洋セールスアンドマー

ケティング㈱の最終事業年度である第39期事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）についての改正前

の財務諸表等規則に基づく財務諸表を掲げている。この財務諸表について、旧証券取引法第 193条の２の規定に基づき、

あずさ監査法人の監査を受けている。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
平成18年度

（平成19年３月31日）
平成19年度

（平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　     

Ⅰ　流動資産 　     

１．現金及び預金 　 148,382  204,237  

２．定期預金 　 186,304  76,469  

小計 　 334,686  280,706  

３．金銭信託 (注５) 88,000  －  

４．有価証券 (注8・15) 672  2,188  

５．受取手形及び売掛金 (注４) 453,999  374,576  

６．持分法適用会社に対する
受取手形及び売掛金

　 21,117  33,756  

７．貸倒引当金 　 △7,493  △7,954  

８．棚卸資産 (注６) 329,108  286,165  

９．繰延税金 (注18) 5,850  6,687  

10. 売却予定資産　 （注３）　 －  56,908  

11. 前払費用及びその他 　 62,271  60,887  

流動資産合計 　 1,288,210 65.4 1,093,919 65.0

Ⅱ　投資及び貸付金 　     

１．持分法適用会社に対する
投資及び貸付金

(注７) 49,180  46,877  

２．投資有価証券及びその他
の投資

(注8・15) 84,045  30,736  

投資及び貸付金合計 　 133,225 6.7 77,613 4.6

Ⅲ　有形固定資産 (注9・11）     

１．建物 　 401,796  382,416  

２．機械及びその他 　 867,425  778,019  

小計 　 1,269,221  1,160,435  

３．減価償却累計額 　 △901,604  △819,036  

差引計 　 367,617  341,399  

４．土地 　 91,605  90,663  

５．建設仮勘定 　 9,557  11,554  

有形固定資産合計 　 468,779 23.8 443,616 26.3

Ⅳ　長期繰延税金 (注18) 13,921 0.7 10,686 0.6

Ⅴ　その他の資産 （注10） 66,805 3.4 58,003 3.5

資産合計 　 1,970,940 100.0 1,683,837 100.0
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平成18年度

（平成19年３月31日）
平成19年度

（平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　     

Ⅰ　流動負債 　     

１．短期借入金 (注11) 219,785  166,570  

２．一年以内に期限の到来す
る社債及び長期借入金

(注11) 155,221  68,647  

３．支払手形及び買掛金 　 406,577  359,008  

４．未払金及び未払費用 　 188,771  148,274  

５．持分法適用会社に対する
支払手形及び買掛金

　 6,118  4,896  

６．設備関係支払手形及び未
払金

　 20,424  24,694  

７．未払税金 　 8,997  7,016  

８. 売却予定負債 (注３)　 －  40,449  

９．その他 (注12・18) 68,995  43,775  

流動負債合計 　 1,074,888 54.6 863,329 51.2

Ⅱ　固定負債 　     

１．社債及び長期借入金 (注11・15) 335,284  271,120  

２．未払退職・年金費用 (注12) 211,173  199,597  

３．長期繰延税金　 （注18）　 8,327  8,961  

４．その他　 　 5,414  6,393  

固定負債合計 　 560,198 28.4 486,071 28.9

負債合計 　 1,635,086 83.0 1,349,400 80.1

（少数株主持分） 　     

少数株主持分 　 23,846 1.2 26,394 1.6

（契約債務及び偶発債務） 　     

契約債務及び偶発債務 (注14)     
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平成18年度

（平成19年３月31日）
平成19年度

（平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資本の部） 　     

Ⅰ　資本金 　     

１．普通株式 　 172,242 8.7 172,242 10.2

授権株式数 　     

平成19年３月31日
　　　　　　7,060,300,000株

　     

平成20年３月31日
　　　　　　7,060,300,000株

　     

発行済株式数 　     

平成19年３月31日
　　　　　　1,872,338,099株

　     

平成20年３月31日
　　　　　　1,872,338,099株

　     

２．優先株式 (注17) 150,000 7.6 150,000 8.9

授権株式数 　     

平成19年３月31日
　 Ａ種株式 　182,600,000株
　 Ｂ種株式　 246,100,000株

　     

平成20年３月31日
　 Ａ種株式 　182,600,000株
　 Ｂ種株式　 246,100,000株

　     

発行済株式数 　     

平成19年３月31日
　 Ａ種株式　 182,542,200株
　 Ｂ種株式　 246,029,300株

　     

平成20年３月31日
　 Ａ種株式　 182,542,200株
　 Ｂ種株式　 246,029,300株

　     

小計 　 322,242 16.3 322,242 19.1

Ⅱ　資本剰余金 　 781,951 39.7 781,951 46.5

Ⅲ　利益剰余金 　 △633,315 △32.1 △604,626 △35.9

Ⅳ　その他の包括利益(△損失)
累計額

　 △151,174 △7.7 △183,828 △10.9

　 　 319,704 16.2 315,739 18.8

Ⅴ　自己株式 　 △7,696 △0.4 △7,696 △0.5

平成19年３月31日
18,835,705株

　     

平成20年３月31日
19,230,255株

　     

資本合計 　 312,008 15.8 308,043 18.3

負債、少数株主持分及び
資本合計

　 1,970,940 100.0 1,683,837 100.0

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 57/168



②【連結損益計算書】

　 　

平成18年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成19年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　収益 　     

 １．売上高 (注７) 1,882,612 100.0 2,017,824 100.0

 ２．その他の営業収益 　 67,295 3.6 65,561 3.2

 ３．受取利息及び配当金 　 7,482 0.4 8,718 0.4

 ４．その他 (注22) 32,063 1.7 37,535 1.9

収益合計 　 1,989,452 105.7 2,129,638 105.5

Ⅱ　売上原価及び費用 (注19)     

 １．売上原価 (注７) 1,589,921 84.4 1,698,572 84.2

 ２．販売費及び一般管理費 　 317,381 16.9 308,672 15.2

 ３．支払利息 　 20,353 1.1 16,383 0.9

 ４．その他 (注22) 77,881 4.2 48,783 2.4

売上原価及び費用合計 　 2,005,536 106.6 2,072,410 102.7

Ⅲ　継続事業税金等調整前当期純利益　　（△損
失）

　 △16,084 △0.9 57,228 2.8

Ⅳ　法人税等 (注18)     

 １．当期税額 　 16,283 0.9 11,324 0.5

 ２．繰延税額 　 8,886 0.4 4,134 0.2

法人税等合計 　 25,169 1.3 15,458 0.7

Ⅴ　継続事業少数株主持分損益控除前利益（△
損失）

　 △41,253 △2.2 41,770 2.1

Ⅵ　少数株主持分損益（△控除） 　 3,776 0.2 2,622 0.2

Ⅶ　継続事業当期純利益(△損失) 　 △45,029 △2.4 39,148 1.9

Ⅷ　非継続事業 (注3)     

１．非継続事業税金等調整前利益（△損
失）

　 3,014 0.2 △9,919 △0.5

２．法人税等 　 3,347 0.2 529 0.0

非継続事業当期純損失 　 △333 - △10,448 △0.5

Ⅸ　当期純利益（△損失） 　 △45,362 △2.4 28,700 1.4

基本的１株当たり当期純利益（△損失） (注20)     

継続事業当期純利益（△損失） 　 △72.61円  6.38円  

非継続事業当期純損失 　 △0.05円  △1.71円  

当期純利益（△損失） 　 △72.66円  4.67円  

希薄化後１株当たり当期純利益（△損失） (注20)     

継続事業当期純利益（△損失） 　 △72.61円  6.38円  

非継続事業当期純損失 　 △0.05円  △1.71円  

当期純利益（△損失） 　 △72.66円  4.67円  
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③【連結株主持分計算書】

区分

資本金

資本剰余金
(百万円)

利益剰余金
(百万円)

その他の包括利益累計額

自己株式
(百万円)

包括利益
(△損失)
計

(百万円)

普通株式 優先株式(注17) 未実現有
価証券評
価損益
(百万円)

為替換算
調整額
(百万円)

最小年金
負債調整
額
(百万円)

年金債務
調整額
(百万円)

計
(百万円)株式数

(千株)
金額

(百万円)
株式数
(千株)

金額
(百万円)

平成18年３月31日現在 1,872,338 172,242 428,572 89,086 721,828 △466,951 21,184 △42,111 △84,958 - △105,885 △7,428  

１．包括利益(△損失)：              

当期純損失      △45,362       △45,362

その他の包括利益(△損失)              

未実現有価証券評価損益
(7,031百万円税引後)
(注8)

      △1,614    △1,614  △1,614

当期実現利益の組替
(2,025百万円税引後)

      △2,978    △2,978  △2,978

為替換算調整額        2,464   2,464  2,464

最小年金負債調整額
(140百万円税引後)
(注12)

        27,286  27,286  27,286

計             △20,204

２．基準書第158号適用による調
整-税効果調整後

　　(172百万円税引後) (注12)
        57,672 △128,119 △70,447  

 

３．自己株式の購入他(1,020千株)            △293

４．自己株式の売却(59千株)            25  

５．自己株式処分差損      △11        

６．株式に基づく報酬     46         

７．有益転換権の償却    60,914 60,077 △120,991        

平成19年３月31日現在 1,872,338 172,242 428,572 150,000 781,951 △633,315 16,592 △39,647
-
 
△128,119 △151,174 △7,696  

１．包括利益(△損失)：              

当期純利益      28,700       28,700

その他の包括利益(△損失)              

未実現有価証券評価損益
(2,189百万円税引後)
(注8)

      △2,468    △2,468  △2,468

当期実現利益の組替
(1,780百万円税引後)

      △10,499    △10,499  △10,499

為替換算調整額        △16,627   △16,627  △16,627

年金債務調整額
(40百万円税引後)
(注12)

         △3,060 △3,060  △3,060

計             △3,954

２．自己株式の購入(442千株)            △79 

３．自己株式の売却他(48千株)            79  

４．自己株式処分差損      △11        

平成20年３月31日現在 1,872,338 172,242 428,572 150,000 781,951 △604,626 3,625 △56,274 - △131,179 △183,828 △7,696  
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　

平成18年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成19年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

１．当期純利益（損失） 　 △45,362 28,700

２．営業活動によるキャッシュ・
フローの調整項目

　   

(1）減価償却費及びその他の償
却費

　 94,887 90,808

(2）有価証券及び投資有価証券
売却益

　 △10,198 △14,692

(3）有価証券及び投資有価証券
評価損

　 5,839 100

(4）固定資産売却損（△売却
益）

　 △11,235 1,849

(5）固定資産減損 　 9,882 8,171

(6）繰延税金 　 9,238 4,354

(7）持分法による投資損益 　 15,190 △3,230

(8）資産及び負債の変動額 　   

・受取手形及び売掛金の減少 　 134 34,634

・棚卸資産の減少（△増加） 　 △19,219 15,988

・その他流動資産の減少 　 11,843 292

・その他の資産の増加 　 △7,487 △9,846

・支払手形及び買掛金の（△
減少）増加

　 3,402 △8,640

・未払税金の減少 　 △2,375 △1,199

・その他流動負債の減少 　 △5,712 △40,354

(9）その他（純額） 　 △56,351 △100

営業活動によるキャッシュ・
フロー計

　 △7,524 106,835

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

１．売却可能有価証券の購入 　 △476 △1,708

２．満期保有目的有価証券の購入 　 △800 △1,000

３．売却可能有価証券の売却 （注８） 16,160 39,858

４．満期保有目的有価証券の償還 　 1,700 801
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平成18年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

平成19年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円）

５．有形固定資産の売却代金 　 34,661 9,071

６．有形固定資産の購入による支
払額

　 △66,607 △79,259

７．子会社株式取得による（△支
出）収入

　 427 △253

８．子会社株式売却による収入
（△支出）

　 △3,443 4,296

９．その他（純額） 　 1,512 △8,071

投資活動によるキャッシュ・
フロー計

　 △16,866 △36,265

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

１．短期借入金の減少額 　 △39,155 △44,250

２．長期負債の増加による入金額 　 3,358 2,886

３．金銭信託の払い出しによる入
金

（注５）　 176,800 88,000

４．長期負債の返済額 　 △78,122 △149,435

５．少数株主への配当金の支払額 　 △730 △749

６．自己株式の買戻し額（純額） 　 △149 △70

７．少数株主からの払込収入 　 - 1,312

財務活動によるキャッシュ・
フロー計

　 62,002 △102,306

Ⅳ　為替相場変動による現金及び現金
等価物への影響額

　 △426 △11,739

Ⅴ 売却予定資産に含まれる現金及び
現金等価物　

（注３） － △10,505

Ⅵ　現金及び現金等価物の純増減額 　 37,186 △53,980

Ⅶ　現金及び現金等価物の期首残高 　 297,500 334,686

Ⅷ　現金及び現金等価物の期末残高 　 334,686 280,706

補足情報 　   

支払利息の支払額 　 18,675 15,720

法人税等の支払額（純額） 　 23,997 16,074
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（連結財務諸表注記）

１．会計処理の原則及び手続並びに連結財務諸表の表示方法

　当社の連結財務諸表は、会計原則審議会意見書（APB Opinions）、財務会計基準審議会の基準書等、米国で一般に公正

妥当と認められた会計原則に基づいて作成している。ただし、セグメント情報はわが国の連結財務諸表規則に基づい

て作成しており、米国財務会計基準審議会基準書第131号に基づくセグメント別財務報告は作成していない。

　当社は、昭和44年にキュラソー預託証券（CDR）を発行するにあたり、昭和44年度に係る連結財務諸表を米国式で作

成し株主等へ開示したが、それ以後継続して米国式連結財務諸表を作成し開示している。さらに昭和52年、米国店頭株

式市場（NASDAQ）に米国預託証券（ADR）をアンスポンサードとして上場した際、米国証券取引委員会（SEC）に

1934年証券取引所法に基づく米国証券取引委員会規則12ｇ３－２(b）の適用申請を行い、承認されている。そのため、

様式20－Ｆによる年次報告及び様式６－Ｋによる重要情報の開示は免除されているが、それに替わって米国式連結財

務諸表を含むアニュアルレポート、セミアニュアルレポートをSECに提出している。なお、当社は平成18年11月1日に

ADRのNASDAQ上場を廃止したが、上記のSECに承認された取扱は継続して適用されている。

　当社が採用する会計処理の原則及び手続並びに連結財務諸表の表示方法のうち、わが国の連結財務諸表原則及び連

結財務諸表規則に準拠して作成する場合との主要な相違内容は以下のとおりであり、金額的に重要なものについては

継続事業税金等調整前当期純利益（損失）（非継続事業利益を含む）に対する影響額を開示している。

(1）固定資産の圧縮記帳

　固定資産の圧縮記帳額は、その固定資産の取得原価に振戻している。

(2）未払退職・年金費用

　米国財務会計基準審議会基準書第87号「事業主の年金会計」による保険数理により計算された未払退職・年金

費用の給付債務を計上しており、平成18年度及び平成19年度における影響額は、それぞれ2,655百万円（利益）及

び3,188百万円（損失）である。

(3）デリバティブ

　デリバティブの処理は、米国財務会計基準審議会基準書第133号「デリバティブ商品とヘッジ活動の会計」（同

基準書第138号及び149号によって一部改訂）に準拠している。

(4）包括利益

　米国財務会計基準審議会基準書第130号「包括利益の報告」に準拠し、包括利益を連結株主持分計算書に開示し

ている。包括利益とは資本取引を除く資本勘定の増減と定義され、当期純利益とその他の包括利益から構成され

ている。その他の包括利益には未実現有価証券評価損益、未実現デリバティブ評価損益、年金債務調整額、及び為

替換算調整勘定の増減が含まれている。

(5）収益認識

　収益の認識については、SEC職員会計広報第104号「財務諸表上の収益の認識」に準拠している。

(6）企業結合

　企業結合の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第141号「企業結合」に準拠している。

(7）のれん及びその他の無形固定資産

　のれん及びその他の無形固定資産の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第142号「のれん及びその他の無形

固定資産」に準拠している。
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(8）有益転換権

　優先株式の有益転換権の処理は、米国発生問題専門委員会基準書98－05号「有益転換権もしくは偶発的調整可

能転換率のある転換証券の会計処理」及び00－27号「特定の転換可能手段に対する米国発生問題専門委員会基

準書98－05号の適用」に準拠している。

(9）リース会計

　米国財務会計基準審議会基準書13号「リースの会計処理」に基づき、リース取引の契約内容が一定のキャピタ

ル・リースの条件に該当する場合には、最低リース支払総額の現在価値またはリース資産の公正価額を有形固定

資産及びキャピタル・リース未払金に計上している。当該資産が償却資産の場合は、リース期間または見積耐用

年数にわたり減価償却をしている。また、リース料支払額とキャピタル・リース未払金の取崩額との差額は支払

利息に計上している。

(10）新株発行費

　新株発行費は、資本勘定の控除項目として処理することが米国の慣行であることから、これを費用として処理せ

ず、税効果考慮後の額を資本剰余金から直接控除している。

(11）変動持分事業体

　平成16年度より米国財務会計基準審議会による解釈指針第46号（平成15年12月改訂。）「変動持分事業体の連

結」に基づき、当社が議決権行使以外の手段で財務上の持分を支配している変動持分事業体を連結している。

(12）有価証券

　一定の条件を充たす負債証券及び持分証券の処理は、米国財務会計基準審議会基準書第115号「特定の負債証券

及び持分証券への投資の会計処理」に準拠している。これにより、売却可能有価証券に分類された有価証券は公

正価値により評価し、未実現評価損益は損益計算に含めず税効果控除後の金額でその他の包括利益累計額として

表示している。満期保有目的有価証券に分類された有価証券は、償却原価により評価している。

(13）少数株主持分

　連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示している。
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２．主要な会計処理の方針

(1）連結の方針及び範囲

　この連結財務諸表は当社並びに子会社すべてを連結したものである。

　出資比率20％以上50%以下の会社に対する投資額については、未実現利益を控除した後、投資原価に未分配利益

の持分を加えて評価している。

　米国財務会計基準審議会による解釈指針第46号（平成15年12月改訂。以下「解釈指針第46号改」という。）「変

動持分事業体の連結」に基づき、当社が主たる受益者となる変動持分事業体を連結する。連結にあたっては、連結

会社間の重要な取引及び諸勘定はすべて消去している。当社が支配していないが、被投資会社に重要な影響を及

ぼすと判断された場合は、持分法により評価する。

　当連結会計年度末の連結子会社は185社、持分法適用会社は60社である。

(2）会計上の見積り

　一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して連結財務諸表を作成するためには、経営者による見積りや仮

定が必要とされ、それによって決算日現在の資産及び負債の報告金額、偶発資産及び負債の開示、並びに各事業年

度の収益及び費用の金額が影響を受けている。実際の結果は、これらの見積りと異なることもある。

(3）外貨換算

　外貨建の債権・債務は、各々の決算日の為替レートにより換算され、換算による為替差損益は、当期純利益（損

失）に含まれている。

　海外連結子会社等の財務諸表の資産及び負債項目は、決算日の為替相場、損益項目は期中平均為替相場によって

円換算しており、その結果生ずる換算差額はその他の包括利益累計額の構成要素である為替換算調整額として、

資本の部に計上している。

(4）現金等価物

　定期預金を含め、取得日から３ヶ月以内に満期となる流動性の高い投資は全て現金等価物としている。
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(5）負債証券及び持分証券

　売却可能有価証券は公正価値で評価しており、その他の包括利益累計額の構成要素である未実現有価証券評価

損益は税引後の金額で資本の部に計上している。また、売却可能有価証券は、その公正価値の下落が一時的である

場合を除き、正味実現可能価額まで評価減を行い、その金額は損益として認識される。売却に伴う損益の算定にお

ける原価は、移動平均法によっている。満期保有目的有価証券は、償却原価により評価している。公正価値の算定

が困難な有価証券は取得原価で評価している。

(6）貸倒引当金

　当社及び連結子会社は営業債権について、顧客が期日までに返済する能力があるか否かを考慮し、回収不能額を

見積もった上で貸倒引当金を計上している。損失の見積りには期日経過債権の回収期間、過去の実績及び現在の

経営環境を含む様々な要因を考慮している。また、特定の顧客について債務の返済が困難であることが明らかに

なった場合には、債権の担保資産の公正価値を考慮の上、個別に引当を行う。

(7）棚卸資産の評価

　棚卸資産は、低価法で評価しており、製品及び仕掛品の取得価額は主として総平均法、原材料の取得価額は主と

して先入先出法によっている。

(8）有形固定資産及び減価償却

　有形固定資産は重要な改良・追加工事を含めて取得価額で評価される。処分される場合には、当該有形固定資産

の取得価額及びその減価償却累計額は各々控除され、処分額を控除した差額は損益として認識される。

　有形固定資産の減価償却費は、当該資産の耐用年数に基づき主として定率法で計算している。償却期間は、建物

が５年から50年、機械装置及び備品が２年から20年の範囲となっている。

　維持・補修費用は、軽微な更新・改良を含め、発生時に費用計上される。

(9）長期性資産の減損

　有形固定資産などの長期性資産や償却対象の無形資産については、当該資産の帳簿価額が回収できないという

事象や状況の変化が生じた場合において、減損に関する検討を実施している。減損が生じていると判断された場

合、帳簿価額が公正価値を超過する金額について減損損失をその期に認識する。

(10）のれん及びその他の無形資産

　企業結合により取得したのれん及び耐用年数が確定できない無形固定資産は償却せず、年一回及び減損の可能

性を示す事象または状況の変化が生じた時点で減損の判定を行っている。これらの資産の公正価値は一般的に割

引キャッシュ・フロー分析により算定している。

　償却対象となる無形固定資産の償却方法は定額法であり、償却年数は主として５年である。

(11）広告宣伝費

　広告宣伝費は原則として、発生時に費用計上している。

(12）研究開発費

　研究開発費は原則として、発生時に費用計上している。

(13）製品保証引当金

　製品保証引当金は収益の認識がなされた時点で過去の実績額に基づき計上している。

　この製品保証引当金は、製品の性質や販売地域及びその他の要因ごとに定められた期間あるいは使用状況に応

じて計上される。当社及び連結子会社は過去の無償保証実績に基づき製品保証引当金を認識している。
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(14）法人税等

　当社及び連結子会社は、資産負債法により、法人税等を計算している。

　繰延税金は税務上の資産及び負債と、財務会計上の資産及び負債との差異に起因する将来の見積り税効果につ

いて認識される。

　繰延税金資産及び負債は現行の法定税率により測定され、税率変更による繰延税金資産及び負債への影響額は、

その税率変更が制定された期間の損益として認識される。

　また、平成19年４月１日より米国財務会計基準審議会による解釈指針第48号「法人税等の不確実性に関する会

計処理」（以下「解釈指針第48号」という。）を適用し、当社は50%超の可能性で実現が期待される場合のみ税務

ポジションの影響を認識する。認識された税務ポジションは50%を超える可能性で実現する最大金額で測定され

る。認識もしくは測定の変更は、変更の判断を行った期間に反映される。解釈指針第48号を適用する以前において

は、当社は実現する可能性が極めて高い場合にのみ税務ポジションを認識していた。

　なお、法人税等に係る利息及び課徴金については、法人税等－当期税額に含めて表示している。

(15）デリバティブ

　当社及び連結子会社は、外国為替及び金利の変動リスクを管理するためにデリバティブを利用している。利用し

ている主なデリバティブは為替予約、金利スワップ及び通貨スワップである。当社及び連結子会社は、売買目的及

び投機目的のデリバティブ契約を締結していない。当社及び連結子会社は米国財務会計基準審議会基準書第133

号「デリバティブ商品とヘッジ活動の会計」（同基準書第138号及び149号によって一部改訂）を適用している。

当社及び連結子会社は全てのデリバティブを貸借対照表上、資産または負債のいずれかとして認識し、公正価値

で測定している。ヘッジ会計が適用されないデリバティブの公正価値の変動は、基本的に当期の損益として計上

している。ただし、キャッシュ・フローヘッジとして指定され、適格であると認められるデリバティブの公正価値

の変動についてはその他の包括利益の一項目として計上し、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動が損益に影

響を与える時点まで、損益の実現を繰延べている。当社及び連結子会社はヘッジ取引にかかるヘッジ手段とヘッ

ジ対象の関係とともにリスクの管理目的及び戦略を文書化している。また、当社及び連結子会社はヘッジ取引に

利用しているデリバティブが適格キャッシュ・フローヘッジとして計上されることを確認するため、ヘッジ取引

開始時及びそれ以降も継続的にヘッジの有効性を評価している。

(16）株式に基づく報酬

　平成16年12月、米国財務会計基準審議会は米国財務会計基準審議会基準書第123号（平成16年改訂）「株式報

酬」（以下、「基準書第123号（改訂）」という。）を公表した。基準書第123号（改訂）は、米国財務会計基準審

議会基準書第123号「株式に基づく報酬の会計処理」及び会計原則審議会（APB）の意見書第25号「従業員に発

行した株式の処理」（以下、「意見書第25号」という。）及び関連する解釈を改訂している。基準書第123号（改

訂）は、一部例外を除き、ストックオプションを含む持分証券による報酬に対応する従業員のサービスの費用に

ついて付与日時点での公正価値に基づき認識することを要求している。その費用は、株式報酬に対応する従業員

のサービスの提供の期間にわたり認識される。当社は、平成18年度より基準書第123号（改訂）を適用したが、当

連結会計期間における影響は重要ではなかった。

(17）利益処分

　会計年度末以降に確定される当期にかかわる現金配当は、連結決算上繰上方式に基づき計上され、当該会計年度

末の利益剰余金の控除項目となる。

(18）１株当たり当期純利益

　基本的１株当たり当期純利益は、当期純利益を普通株式（除く自己株式）の期中加重平均株式数で除して算出

している。希薄化後１株当たり当期純利益はストックオプションの希薄化効果を考慮して算出している。基本的

及び希薄化後１株当たり当期純利益の計算は、注記20に示すとおりである。

(19）収益の認識

　収益の認識は、主として製品などを引渡し、所有権及び所有によるリスク負担が顧客に移転し、あるいは役務の

提供が実行され、販売価格が確定しているか、または確定可能で取引を裏付ける説得力のある証拠が存在し、回収

可能性が合理的に確実になった時点において行っている。

　当社は、米国発生問題専門委員会基準書01－９号「売主によって顧客または売主の製品の再販者に与えられる

対価の会計」に従い、当社は買手（主として大型量販店）に対する拡売費を売上高の控除として計上している。

　顧客から徴収し、政府当局に支払った税金は連結損益計算書の収益から除いている。

　

(20）最近適用した会計基準
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　平成19年３月31日より、当社は米国財務会計基準審議会基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給

付制度に関する事業主の会計」（以下「基準書第158号」という。）を適用した。当社は、測定日に関する規定に

ついては平成20年度までは適用とならないため、適用していない。当社は現在この基準書の適用による財政状態

及び経営成績に与える影響を評価中である。   

　平成19年４月１日より、当社は米国財務会計基準審議会による解釈指針第48号「法人税等の不確実性に関する

会計処理」（以下「解釈指針第48号」という。）を適用した。

　解釈指針第48号は、企業の財務諸表において認識される法人税等の不確実性に関する会計処理について取扱っ

ており、税務申告において採用した、あるいはこれから採用する予定の税務ポジションの認識及び認識の中止に

ついて、50％超の可能性があるかどうかを基準とすることを規定している。解釈指針第48号はまた、測定、計上区

分、利息及び課徴金、及び開示に関する指針を提供している。

　

(21）新しい会計基準

　平成19年12月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第141号（改訂版）「企業結合」

（以下「基準書第141号改」という。）及び第160号「連結財務諸表における非支配持分- ARB第51号の改訂」

（以下「基準書第160号」という。）を発行した。基準書141号改及び第160号は、企業結合によって取得した識別

可能な資産、負債、非支配持分及びのれんのほとんどを「公正価値の全額 (full fair value) 」で計上し、非支配持分

（旧少数株主持分）を資本の構成要素として報告することを要求する。これにより、非支配持分株主との取引に

関する会計処理は変更となる。これらの基準書は、平成20年11月15日以降に開始する連結会計年度より適用され、

当社においては平成21年４月１日より開始する第１四半期から適用となる。基準書第141号改は、適用日以後とな

る企業結合に適用される。また、基準書第160号は、適用日以前に発生したものを含め、将来に向かって全ての非支

配持分株主について適用となる。当社は、基準書第160号が当社の経営成績及び財政状態に与える影響を現在検討

している。

　平成18年９月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第157号「公正価値の測定」（以

下「基準書第157号」という。）を発行した。基準書第157号は、公正価値を定義し、公正価値を測定するための枠

組みを規定するとともに、公正価値の測定に関する開示を拡大する。基準書第157号は、平成19年11月15日以降に

開始する連結会計年度より適用され、当社においては平成20年４月１日より開始する第１四半期から適用とな

る。平成20年2月に、米国財務会計基準審議会は、FASBスタッフ意見書FAS 157-1 「米国財務会計基準審議会基準

書第13号『リースの会計処理』及び同基準書に基づくリースの分類・測定に関する公正価値測定について規定

している他の基準書への基準書第157号の適用」及びFASBスタッフ意見書FAS 157-2 「基準書第157号の適用

日」を発行した。これらのFASBスタッフ意見書は、非金融資産・負債について基準書第157号の適用日を1年間延

期し、リース会計に関する公正価値測定を除外するものである。当社は、基準書第157号の適用が当社の経営成績

及び財政状態に重要な影響を与えることがないと予想している。

　平成19年２月、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第159号「金融資産及び金融負債に

関する公正価値の選択-基準書第115号の改訂を含む」（以下「基準書第159号」という。）を発行した。基準書159

号により、当社は、現在は公正価値で測定することを要求されていない大部分の金融資産及び負債を、公正価値で

評価する取り消し不能な選択を行うことが可能となる。公正価値で測定することを選択した場合、公正価値の変

動は以後の決算日毎に損益計上されることになる。基準書159号は、平成19年11月15日以後開始する連結会計年度

から適用となり、当社においては、平成20年４月１日より開始する第１四半期から適用となる。当社は現在、基準

書159号の適用が財政状態及び経営成績に重要な影響を与えることがないと予想している。

　平成20年３月に、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会基準書第161号「デリバティブ及びヘッ

ジ活動に関する開示－FASB基準書第133号の改訂」（以下「基準書第161号」という。）を発行した。基準書第161

号は、デリバティブ及びヘッジ活動に関する開示要求を規定している。当社は(a)どのように及びなぜデリバティ

ブを使用するか、(b)デリバティブ及び関連ヘッジ項目は、米国財務会計基準審議会基準書第133号「デリバティブ

及びヘッジ活動に関する会計処理」及びその関連解釈のもとでどのように会計処理されるか、並びに(c)デリバ

ティブ及び関連ヘッジ項目は、どのように当社の財政状態及び経営成績に影響するかに関して、拡大された開示

を提供するよう要求される。基準書第161号は、平成20年11月15日より後に開始する連結会計年度より適用され、

当社においては、平成21年４月１日より開始する第1四半期より適用される。当社はこの基準書が与える影響を現

在検討している。

 

(22）組替再表示

　前連結会計期間の連結財務諸表を、当連結会計期間の連結財務諸表の表示方法に合わせて組替再表示してい

る。

 

(23）非継続事業の表示

　連結財務諸表注記のうち、連結損益計算書関連の注記については、特段の記載のある場合を除き、非継続事業の

数値を除いている。
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３．非継続事業

　全社戦略に基づいた投資の選択と集中をすすめるため、当社は携帯電話事業を譲渡する最終契約を、平成20年１月21

日に京セラ㈱との間で締結し、平成20年４月１日に同事業の会社分割による事業譲渡を完了した。

　当社は米国財務会計基準審議会基準書第144号に従い、携帯電話事業の営業成績を連結損益計算書上、非継続事業と

して独立表示している。当社の携帯電話事業及び当社の携帯電話事業に係る子会社の資産及び負債は、当連結会計年

度末の連結貸借対照表上、それぞれ売却予定資産及び売却予定負債として表示している。連結キャッシュ・フロー計

算書上は、非継続事業のキャッシュ・フローは独立表示せずに継続事業のキャッシュ・フローと合算して表示してい

る。

　なお、三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱については、KDDI㈱向けの携帯電話製造及び販売を平成20年10月ま

で継続する予定である。また、三洋電機（香港）有限公司及び三洋アジア㈱は、京セラ㈱及び携帯電話事業の子会社に

対する取引の仲介業務を当面継続して行う予定である。

　平成20年３月31日に終了した会計年度及び組替表示された平成19年３月31日に終了した会計年度の非継続事業の主

要な財務情報は以下のとおりである。

　
平成18年度

（百万円）

平成19年度

（百万円）

　売上高及びその他の営業収益 358,721 213,818

　売上原価及び販売費及び一般管理費 351,759 224,141

　非継続事業税金等調整前（損失）利益 3,014 △9,919

　法人税等 3,347 529

　非継続事業当期純損失 △333 △10,448

 

　平成20年３月31日現在、携帯電話事業にかかる売却予定資産及び売却予定負債の主な内訳は、以下のとおりである。

　
平成20年３月31日現在

（百万円）

　現金及び現金等価物 10,505

　受取手形及び売掛金 15,695

　棚卸資産 12,716

　有形固定資産 11,466

　その他の資産 6,526

　計 56,908

　

　
平成20年３月31日現在

（百万円）

　支払手形及び買掛金 23,250

　未払金及び未払費用 12,984

　その他の負債 4,215

　計 40,449

 

４．売上債権の証券化

　平成18年度及び平成19年度において、当社及び連結子会社は売上債権の譲渡を行っており、譲渡対象債権は主に銀行

等に売却し証券化されている。証券化の取引において、当社及び連結子会社はサービス業務提供の義務を留保してい

るが、サービス業務提供の費用はサービス業務提供の収益とほぼ等しいため、サービス資産及びサービス負債を計上

していない。一部の売上債権の証券化において当社及び連結子会社は劣後の権益を留保しており、その金額は、平成18

年度は1,485百万円、平成19年度は2,794百万円である。

　平成18年度及び平成19年度における、売上債権の譲渡に伴う収入はそれぞれ30,383百万円、91,472百万円であり、損失

は、平成18年度は53百万円、平成19年度は188百万円である。
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５．金銭信託

　この信託資金は、平成18年３月14日に実施した第三者割当増資300,000百万円について、中期経営計画に基づき、構造改

革の一段の加速・推進並びに、コア事業を中心とした成長戦略に必要な設備投資及び研究開発投資等に限定されていた

ものであり、平成19年度において全て使用されている。

　当該金銭信託は、平成18年度に構造改革による三洋半導体株式会社の分社化及び設備投資・研究開発の資金176,800百

万円に、また平成19年度に設備投資・研究開発等の資金88,000百万円にそれぞれ使用された。

　

６．棚卸資産

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の棚卸資産の内訳は以下のとおりである。

区分 平成18年度 平成19年度

製品（百万円） 185,487 148,337

仕掛品（百万円） 48,068 49,363

原材料（百万円） 95,553 88,465

合計（百万円） 329,108 286,165

７．投資及び貸付金

　持分法適用の関連会社に関する要約財務情報は、次のとおりである。

　平成20年３月31日現在、主要な関連会社（当社及び連結子会社の所有割合）は、㈱エヌ・ティ・ティ・データ三洋シ

ステム（50.0％）、三洋ホームズ㈱（20.3％）、台湾三洋電機股?有限公司（46.6％）である。

項目 平成18年度 平成19年度

流動資産（百万円） 188,075 210,128

固定資産（百万円） 90,764 77,988

資産合計（百万円） 278,839 288,116

流動負債（百万円） 136,149 145,026

固定負債（百万円） 29,070 19,384

負債合計（百万円） 165,219 164,410

純資産（百万円） 113,620 123,706

関連会社に対する投資（百万円） 45,684 46,094

関連会社に対する貸付金（百万円） 4,102 1,403

関連会社に対する貸倒引当金（百万円） △606 △620

項目 平成18年度 平成19年度

経営成績   

売上高（百万円） 494,544 409,621

当期純利益（△損失）（百万円） △17,547 3,666

当社及び連結子会社持分   

当期純利益（△損失）に占める持分（百万円） △15,551 3,017

配当金に占める持分（百万円） 2,537 1,990

関連会社との取引   

関連会社への売上高（百万円） 79,319 122,411

関連会社からの仕入高（百万円） 39,563 41,180

関連会社数   
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項目 平成18年度 平成19年度

国内会社（社） 40 30

海外会社（社）（注） 30 30

合計（社） 70 60

　（注） 非継続事業となった関連会社１社を含む。（３.非継続事業参照）

 

　関連会社に対する投資のうち、市場価格のあるものの貸借対照表価額と時価総額は次のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

貸借対照表価額（百万円） 11,720 11,947

時価総額（百万円） 21,153 32,611

８．負債証券及び持分証券

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在、「有価証券」及び「投資有価証券及びその他の投資」に含まれる負

債証券及び持分証券は、次のとおりである。

区分

平成18年度

原価（百万円） 公正価値（百万円）
未実現評価利益
（百万円）

未実現評価損失
（百万円）

売却可能有価証券     

持分証券 38,680 61,207 22,817 290

売却可能有価証券計 38,680 61,207 22,817 290

満期保有目的有価証券     

負債証券 4,222 3,955 4 271

満期保有目的有価証券計 4,222 3,955 4 271

合計 42,902 65,162 22,821 561

区分

平成19年度

原価（百万円） 公正価値（百万円）
未実現評価利益
（百万円）

未実現評価損失
（百万円）

売却可能有価証券     

持分証券 14,170 19,023 6,102 1,249

売却可能有価証券計 14,170 19,023 6,102 1,249

満期保有目的有価証券     

負債証券 5,656 5,492 9 173

満期保有目的有価証券計 5,656 5,492 9 173

合計 19,826 24,515 6,111 1,422

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の満期保有目的有価証券の満期別情報は次のとおりである。

　　　　　区分
平成18年度

原価（百万円） 公正価値（百万円）

１年以内 - -

１年超、５年以内 640 644
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　　　　　区分
平成18年度

原価（百万円） 公正価値（百万円）

５年超 3,582 3,311

合計 4,222 3,955

　　　　　区分　
平成19年度

原価（百万円） 公正価値（百万円）

１年以内 2,004 2,004

１年超、５年以内 50 50

５年超 3,602 3,438

合計 5,656 5,492

　平成18年度及び平成19年度における売却可能有価証券の売却額はそれぞれ16,160百万円及び39,858百万円であり、そ

れに係る売却損益は、それぞれ6,174百万円（利益）、23百万円（損失）及び12,649百万円（利益）、82百万円（損失）

である。

平成20年３月31日現在における売却可能有価証券の未実現評価損失及び公正価値を、投資カテゴリー別及び未実現損

失が継続的に生じている期間別にまとめると以下のとおりである。

区分

平成19年度

12ヶ月未満 12ヶ月以上

公正価値（百万円）
未実現評価損失
（百万円）

公正価値（百万円）
未実現評価損失
（百万円）

売却可能有価証券     

持分証券 4,201 1,249 - -

売却可能有価証券計 4,201 1,249 - -

満期保有目的有価証券     

負債証券 2,327 173 - -

満期保有目的有価証券計 2,327 173 - -

合計 6,528 1,422 - -

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在における原価法によって評価される市場性のない投資有価証券の投資

額は、それぞれ12,095百万円及び3,982百万円である。それら投資の公正価値に著しく不利な影響を及ぼす事象や状況

の変化は見られなかった。

９．リース

　当社及び連結子会社は、機械装置、備品及び事務所等の一部をキャピタル・リース及びオペレーティングリースとし

て賃借している。平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在、キャピタル・リースによる機械装置及び備品の取得

価額はそれぞれ60,498百万円及び35,511百万円、減価償却累計額はそれぞれ45,287百万円及び24,605百万円である。平

成18年度及び平成19年度のオペレーティング・リースによる賃借料はそれぞれ2,755百万円及び2,702百万円である。

　平成20年３月31日現在のキャピタル・リース及び解約不能なオペレーティング・リースによる最低リース料支払予

定額は下記のとおりである。

　 キャピタル・リース オペレーティング・リース

支払予定額   

　平成20年度（百万円） 4,868 1,085
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　 キャピタル・リース オペレーティング・リース

　平成21年度（百万円） 4,272 531

　平成22年度（百万円） 3,631 294

　平成23年度（百万円） 2,293 42

　平成24年度（百万円） 1,520 12

　平成25年度以降（百万円） 1,257 －

最低リース料支払予定額総額（百万円) 17,841 1,964

　控除：利息相当額（百万円） 1,080  

最低リース料支払予定額の現在価値

（百万円）
16,761  

　控除：１年以内返済分（百万円） 4,466  

長期キャピタル・リース債務（百万円) 12,295  
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10．のれん及びその他の無形資産
　平成18年度及び平成19年度におけるのれんの帳簿価格の変動は、以下のとおりである。

　 平成18年度 平成19年度

期首残高（百万円） 2,641 2,641

期末残高（百万円） 2,641 2,641

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在におけるのれんを除く非償却対象無形資産は、主に借地権と電話加入

権で構成されており、その金額はそれぞれ2,272百万円及び2,015百万円である。

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在における、償却対象無形資産は以下のとおりである。

　
平成18年度 平成19年度

取得価額（百万円） 償却累計額（百万円） 取得価額（百万円） 償却累計額（百万円）

ソフトウエア 51,039 32,646 22,120 8,660

その他 1,479 400 5,226 3,227

合計 52,518 33,046 27,346 11,887

　ソフトウエアの加重平均償却年数は５年である。

　なお、平成18年度及び平成19年度の償却対象無形資産の償却費の総額は、それぞれ5,685百万円及び6,082百万円であ

る。平成20年度以降の向こう５年間の償却費の見積り額は、それぞれ平成20年度4,710百万円、平成21年度3,320百万円、

平成22年度2,392百万円、平成23年度1,638百万円及び平成24年度1,175百万円である。

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 73/168



11．短期借入金、社債及び長期借入金
　短期借入金（主として無担保）には当座借越、海外連結子会社の輸入荷為替手形の未決済残高を含めている。

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の与信枠の未使用残高は、それぞれ概ね614,000百万円及び524,000　百

万円である。

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の短期借入金は次のとおりである。

区分
平成18年度 平成19年度

加重平均利率（％） 金額（百万円） 加重平均利率（％） 金額（百万円）

短期借入金 2.62 219,785 2.63 166,570

合計  219,785  166,570

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の社債及び長期借入金は以下のとおりである。

区分 期限 利率 平成18年度 平成19年度

　 　 　 （百万円） （百万円）

長期借入金等　　　　　　　 （平成18年度） 平成19年～31年  0.40％～9.50％   

　　　　　　　　　　　　　 （平成19年度） 平成20年～27年  0.40％～9.50％   

担保付（注１） 　  362 160

無担保（注２） 　 　 225,716 160,546

国内普通社債（注３） 　 　   

第８回無担保社債 平成19年 3.10 ％ 20,000 －

第９回無担保社債 平成21年 3.35 ％ 30,000 30,000

第12回無担保社債 平成20年 2.325％ 20,000 20,000

第14回無担保社債 平成19年 1.82 ％ 30,000 －

第15回無担保社債 平成19年 0.78 ％ 30,000 －

第16回無担保社債 平成21年 1.25 ％ 20,000 20,000

第17回無担保社債 平成22年 0.53 ％ 20,000 20,000

第18回無担保社債 平成25年 0.82 ％ 10,000 10,000

第19回無担保社債 平成23年 1.52 ％ 30,000 30,000

第20回無担保社債 平成26年 2.02 ％ 30,000 30,000

無担保社債（連結子会社発行） 平成20年 1.04 ％ 2,000 2,000

無担保社債（連結子会社発行） 平成21年 1.20 ％ 300 300

キャピタル・リース債務 　 　 22,127 16,761

小計 　 　 490,505 339,767

控除－１年以内期限到来額 　 　 △155,221 △68,647

合計 　 　 335,284 271,120

　（注）１．連結子会社の借入等に際して当該会社の有形固定資産（簿価：1,184百万円）が担保に供されている。

２．大部分の無担保借入金の契約書には、債権者による担保要求、あるいは保証要求に応ずる旨の規定がある。

３．社債を発行した当社及び連結子会社は、社債権者に同一または同等の担保を提供する場合を除き、いかなる

将来の借入に対してもそれらの会社の資産または財産の上に抵当権を設定することはできない。
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　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の社債及び長期借入金の年度別期限到来額は次のとおりである。

期限 平成18年度 平成19年度

１年超　２年以内（百万円） 76,132 111,093

２年超　３年以内（百万円） 96,903 29,725

３年超　４年以内（百万円） 29,120 86,249

４年超　５年以内（百万円） 86,132 2,718

５年超（百万円） 46,997 41,335

合計（百万円） 335,284 271,120

財務制限条項

　シンジケートローン契約（平成20年３月31日現在、借入残高　80,000百万円）において当社は、株式会社格付投資情報

センター及び株式会社日本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、ＢＢＢマイナス以上に維持すること

を確約している。この確約が維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本契約上の債務について期限の

利益を失う。

　コミットメントライン契約（平成20年３月31日現在、借入は未実行であり、借入未実行残高　100,000百万円である）

において当社は、株式会社格付投資情報センター及び株式会社日本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方

を、ＢＢＢマイナス以上に維持することを確約している。この確約が維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づ

き、当社は本契約上の債務について期限の利益を失い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅する。
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12．年金及び退職金制度
　当社及び主要な国内の連結子会社の従業員は、退職時の基本給あるいは退職金ポイント、勤続年数及び退職事由に基

づいて計算された退職金を一時金または年金として受給することができる。

　当社及び主要な連結子会社は、役員についても退職給付債務を計上しており、平成18年度及び平成19年度においてそ

れぞれ1,446百万円及び215百万円である。

　米国等の一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出型年金制度を採用している。

　一部の海外連結子会社は、確定給付型年金制度を採用しており、平成19年３月31日現在の退職給付債務は9,161百万

円、引当額は2,288百万円、年金資産は6,873百万円であり、平成20年３月31日現在の退職給付債務は7,234百万円、引当額

は1,741百万円、年金資産は5,493百万円である。

 

 平成18年度に、当社及び一部の連結子会社は、構造改革の進捗に合わせ、転宅を伴う異動を命じられる等の一定の条

件を満たす従業員が退職する場合に規程の退職金に加え退職時の年齢等に応じた転進支援金を支給する転進支援金

制度を廃止した。転進支援金制度の廃止に伴い、勤続10年以上かつ満50歳以上の一般従業員を対象に、転宅を伴う異動

等の条件に係わらず、規定の退職金に加え転進支援金を支給する優遇経過措置を実施し、退職者の募集を実施した。当

該経過措置に対し、967名が応募し、当期の期末退職給付債務は11,280百万円減少している。

 

　平成19年度に終了した会計年度に、当社及び一部の連結子会社は、従業員のライフプランの多様化への対応等を目的

として、従来より採用している確定給付型年金制度の一部を確定拠出年金へ移行している。

これにより、当期に退職給付債務が10,309百万円減少している。

　平成18年度及び平成19年度における当社及び主要な国内の連結子会社の退職年金費用（非継続事業含む）の構成

は、次のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

勤務費用（百万円） 14,019 12,996

利息費用（百万円） 9,891 8,896

年金資産の期待収益（百万円） △7,875 △7,789

過去勤務債務償却額（百万円） △1,844 △1,844

純損失償却額（百万円） 13,366 7,754

期間純退職年金費用（百万円） 27,557 20,013

退職年金費用算定上の基礎率

項目 平成18年度 平成19年度

割引率（％） 2.0～3.0 2.0～3.0

長期昇給率（％） 2.6 2.5

年金資産にかかる長期期待収益率（％） 2.0～3.8 1.0～4.7

　年金資産にかかる長期期待収益率については、年金ファンド別に将来収益の予測や過去の運用実績を考慮して設定

している。
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　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在における当社及び主要な国内の連結子会社の給付債務及び年金資産の

変動並びに積立状況は以下のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

期首退職給付債務（百万円） 481,879 430,570

勤務費用（百万円） 14,019 12,996

利息費用（百万円） 9,891 8,896

従業員負担の掛金額（百万円） 400 383

保険数理損失（△利益）（百万円） △24,650 △7,440

制度変更による過去勤務債務発生

（△利益）（百万円）
－ △10,309

支払額（百万円） △50,969 △26,188

期末退職給付債務（百万円） 430,570 408,908

期首年金資産の公正価値（百万円） 217,561 217,593

年金資産の実収益（百万円） 10,034 △18,400

企業負担の掛金額（百万円） 22,232 21,891

従業員負担の掛金額（百万円） 400 383

支払額（百万円） △32,634 △19,120

期末年金資産の公正価値（百万円） 217,593 202,347

積立状況（百万円） 212,977 206,561

純認識額（百万円） 212,977 206,561

　平成18年度及び平成19年度における退職給付債務・年金資産の測定日は、それぞれ平成18年12月31日及び平成19年

12月31日である。

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在における当社及び主要な国内の連結子会社の累積給付債務は、それぞ

れ359,951百万円及び355,205百万円であり、年金資産の公正価値が累積給付債務額を上回る年金ファンドはない。

　　　当社及び主要な国内の連結子会社の退職給付債務算定上の基礎率

項目 平成18年度 平成19年度

割引率（％） 2.0～3.0 2.0～2.5

長期昇給率（％） 2.5 2.6

　平成18年度及び平成19年度の連結貸借対照表における当社及び主要な国内の連結子会社の認識額は以下のとおりで

ある。

項目 平成18年度 平成19年度

売却予定負債 － 3,421

流動負債　その他（百万円） 5,538 5,499

未払退職年金費用（百万円） 207,439 197,641

純認識額（百万円） 212,977 206,561

　平成20年度における当社及び主要な国内の連結子会社の過去勤務債務及び純損失の償却額は、次のとおりである。

項目 平成20年度

過去勤務債務償却額（百万円） △2,621

純損失償却額（百万円） 9,177
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　平成20年度における当社及び主要な国内の連結子会社の年金資産への予想拠出額は、20,823百万円である。

　平成20年度より以後10年の当社及び主要な国内の連結子会社の予想将来給付額は、次のとおりである。

期間 予想将来給付額

平成20年度 22,851百万円

平成21年度 20,982百万円

平成22年度 22,953百万円

平成23年度 23,278百万円

平成24年度 20,613百万円

平成25年度～平成29年度計 100,911百万円

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在における当社及び主要な国内の連結子会社の年金資産の構成は以下の

とおりである。

種類 平成18年度 平成19年度

持分証券 50％ 41％

負債証券 13％ 15％

生保一般勘定 13％ 16％

その他 24％ 28％

計 100％ 100％

　当社及び連結子会社の年金資産における投資政策は、受給者に対する将来の年金給付の支払に備えるため十分な年金

資産を確保するべく策定されている。

　年金資産は、長期期待収益率を考慮した上で、持分証券及び負債証券等の最適な組み合わせである基本ポートフォリオ

に基づき運用されている。

　基本ポートフォリオは、中長期的観点から策定しているが、長期期待収益率を達成するために見直しが必要と考えられ

る場合は、必要な範囲で基本ポートフォリオを見直す。
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　平成18年度及び平成19年度おける当社及び主要な連結子会社の過去勤務債務、保険数理損失は、その他の包括利益（△

損失）累計額に含み認識しており、以下のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

過去勤務債務（百万円） 27,832 36,297

保険数理損失（百万円） △156,263 △167,828

税引前合計（百万円） △128,431 △131,531

税効果額（百万円） 312 352

税引後合計（百万円） △128,119 △131,179

　　　平成20年３月31日現在における当社及び主要な連結子会社の、その他包括利益（損失）累計額等に含み認識

　　している年金資産及び退職給付債務の増減は、以下のとおりです。

項目 税効果考慮前 税効果 税効果考慮後

制度変更による過去勤務債務発生（百万円） 10,309 △35 10,274

過去勤務債務償却額（百万円） △1,844 5 △1,839

保険数理損失（百万円） △19,319 89 △19,230

純損失償却額（百万円） 7,754 △19 7,735

　計（百万円） △3,100 40 △3,060
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13．ストックオプション
　当社はストックオプション制度を採用している。これは当社の取締役、監査役、執行役員及び一部の従業員等に対し

て当社普通株式の購入選択権を付与するものであり、権利付与日から２年経過後に行使可能となる。

　平成18年度及び平成19年度におけるストックオプションの状況は次のとおりである。

　 株式数 加重平均権利行使価格

　 （株） （円）

平成18年３月31日現在 6,996,000 486

権利付与 － －

権利行使 － －

権利喪失 － －

権利失効 △1,493,000 558

平成19年３月31日現在 5,503,000 466

権利付与 － －

権利行使 － －

権利喪失 － －

権利失効 △2,409,000 481

平成20年３月31日現在 3,094,000 455

　   

行使可能オプション   

平成19年３月31日現在 5,503,000 466

平成20年３月31日現在 3,094,000 455

　次の表は平成20年３月31日現在におけるストックオプションの情報である。

行使価格（円） 権利行使残存年数（年）

455 0.3

14．契約債務及び偶発債務
　平成20年３月31日現在、有形固定資産購入に関する拘束約定の金額は9,976百万円である。

　また、コンポーネント部門において、特定の原材料を平成31年までの期間にわたり購入する契約が結ばれている。こ

れらの契約による平成20年３月31日現在の購入契約残高は101,093百万円である。

　平成20年３月31日現在の偶発債務は、通常の営業取引上発生した手形割引残高及び借入債務保証に関する偶発債務

等であり、それぞれ744百万円及び16,340百万円である。当社は上記の手形割引及び借入債務保証について損失発生の

見込みはないと考えている。

　当社及び連結子会社は、製品及びサービスの品質や性能等に関して、一定期間の保証をしている。平成18年度及び平

成19年度における製品保証引当金の推移は次のとおりである。

　 平成18年度 平成19年度

期首残高（百万円） 4,866 7,867

当期繰入額（百万円） 6,984 6,762

支払額（百万円） △4,107 △7,491

その他調整額（百万円） 124 △366

期末残高（百万円） 7,867 6,772

　当社及び連結子会社は、いくつかの訴訟を受けている。しかし、当社は、これらの訴訟が当社の連結財務諸表に重要な

影響を及ぼすことはないと考えている。
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15．金融商品
　当社及び連結子会社は、金融商品の公正価値算定を下記の前提と方法に基づいて行っている。

(1）現金及び現金等価物、

売掛金、短期借入金、

1年以内に期限の到来す

る社債及び長期借入金、

買掛金

－ 現金化までの期間が短いため、公正価値は簿価とほぼ等しい。

(2）有価証券 － 公正価値は市場価格に基づいて算定している。（注記８参照）

(3）投資有価証券及びその他

の投資

－ 市場性のある投資有価証券については、市場価格に基づいて算定している。市場価

格が存在しないものについては、公正価値の見積もりに過剰な費用を要するため、

公正価値の算定を行っていない。（注記８参照）

(4）長期負債

（1年内返済分を除く）

－ 将来のキャッシュフローを同一または類似債権の取引所の相場レートを使って計

算した現在価値に基づいて算定している。

(5）為替予約 － 外国為替銀行の相場に基づいて算定している。

(6）金利・通貨スワップ － 将来のキャッシュフローを適切な期末日の割引レート、為替レートを使って計算

した現在価値に基づいて算定している。

　なお、当社及び連結子会社は金融商品をトレーディング目的及び投機目的には保有していない。また、金融商品を保

有するにあたり、取引先の契約不履行や金利及び為替の変動による重大な損失の発生する可能性は低いと考えてい

る。

平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の金融商品の公正価値は、次のとおりである。

　

平成18年度 平成19年度

想定元本等
（百万円）

簿価
（百万円）

公正価値
（百万円）

想定元本等
（百万円）

簿価
（百万円）

公正価値
（百万円）

長期負債 － 335,284 338,486 － 271,120 276,714

為替予約・売建 62,705 △54 △54 72,688 2,861 2,861

為替予約・買建 30,629 118 118 15,012 △467 △467

金利・通貨スワップ 23,674 23 23 14,647 24 24

　（注）　公正価値の見積については、利用可能な市場情報及び適切な評価方法に基づいて算定している。

公正価値の見積については、相当高度な判断が必要とされ、従ってこの見積額は、現在の市場において実現可能

な金額を示しているものでない。前提または評価方法が変わった場合、見積公正価値に影響を及ぼす可能性が

ある。

16．デリバティブ
リスク管理方針

　当社及び連結子会社は世界のさまざまな場所において電子機器の生産、販売及び金融サービスを行っている。当社及

び連結子会社の事業活動は外国為替や金利の変動に関するリスクにさらされている。デリバティブは、社内で承認さ

れたリスクマネジメント規定に基づいて保有されており、当社及び連結子会社は、ある特定のデリバティブを、予定取

引も含めた外国為替及び金利の変動リスクを管理するために利用している。

外国為替リスク管理

　当社及び一部の連結子会社は、外国為替のリスクマネジメント方針を策定し、当該方針に基づいて外国為替の変動リ

スクを低減させ、極小化するためにデリバティブを利用している。主な先物為替予約及び通貨スワップについては、

ヘッジ会計を適用しておらず、当該契約の公正価値の変動から生じる損益と外貨建資産・負債から生じる換算差損益

は連結損益計算書の為替差損益に計上されている。

金利リスク管理

　当社及び一部の連結子会社は、金利のリスクマネジメント方針に基づいて金利の変動リスクを減少させるためにデ

リバティブを利用している。その具体的な目的は、借入債務の条件を調整することにより金利の変動に対処すること、

もしくは借入利息を低減させることにある。

公正価値ヘッジ

　当社及び一部の連結子会社は、固定金利借入債務を変動金利債務に変換するために金利スワップ契約を締結してい
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る。調達コストは結果として変動金利借入金を直接調達した時よりも低くなる。金利スワップ契約の下では、想定元本

に基づいて計算された変動金利と固定金利の差額を交換する。

　公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値及びそのヘッジ対象物の公正価値は連結貸借対照表に計

上され、それぞれの公正価値の変動は通常支払利息と相殺される。当年度で公正価値ヘッジとして判定されなくなっ

た取引はない。当年度において支払利息と相殺されたヘッジの非有効性部分に重要性はない。

キャッシュ・フローヘッジ

　当社及び一部の連結子会社は、変動金利借入債務の将来の金利変動をヘッジするために変動金利受取、固定金利支払

の金利スワップ契約を締結している。

　これらのキャッシュ・フローヘッジにあたるデリバティブの公正価値は連結貸借対照表に計上されている。その他

の包括利益に計上されたヘッジの有効部分の公正価値の変動は、ヘッジ対象物の損益の実現によりその他の包括利益

から支払利息へ組替えられている。当年度においてヘッジが有効と判定されなくなった取引はない。当年度において

支払利息に計上されたヘッジの非有効性部分に重要性はない。
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17．優先株式
　当社は、平成18年1月25日、構造改革の一段の加速・推進並びに今後のコア事業を中心とした成長戦略に必要な設備

投資等を行うために、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社、ゴールドマン・サック

ス・グループ及び株式会社三井住友銀行と株式引受契約を締結した。

　平成18年2月24日開催の臨時株主総会において第1回A種優先株式182,600,000株及び第1回B種優先株式246,100,000株

の発行が承認され、平成18年3月14日に第1回A種優先株式及び第1回B種優先株式を182,542,200株及び246,029,300株、発

行価格それぞれ1株700円、合計127,780百万円及び172,220百万円で発行した。

　発行した優先株式の概要は以下のとおりである。

〈第１回Ａ種優先株式〉

①第１回Ａ種優先株式１株(発行価額700円)は、平成19年３月14日以降平成38年３月13日までの間、当社普通株式10株

(転換比率１：10)に転換する旨の転換予約権を有している。したがって、第１回Ａ種優先株式１株は、普通株式10株に

転換されることになる。

②第１回Ａ種優先株式の配当金または中間配当金は、普通株主及び他の種類株主と同順位で、普通株式１株当たりの

配当金または中間配当金に、その時点の上記①の転換比率を乗じた額となっている。

③第１回Ａ種優先株式の残余財産は、第１回Ａ種優先株式１株につき700円を、普通株主に優先する。

④第１回Ａ種優先株式は、株主総会において議決権を有する。

⑤第１回Ａ種優先株式の１単元の株式数(100株)は、普通株式の１単元の株式数(1,000株)の10分の１となっている。

〈第１回Ｂ種優先株式〉

①第１回Ｂ種優先株式１株(発行価額700円)は、払込期日の翌日以降平成38年３月13日までの間、当社普通株式10株(転

換比率１：10)に転換する旨の転換予約権が付されている。したがって、第１回Ｂ種優先株式１株は、普通株式10株に転

換されることになる。

②第１回Ｂ種優先株式の配当金または中間配当金は、普通株主及び他の種類株主と同順位で、普通株式１株当たりの

配当金または中間配当金に、その時点の上記①の転換比率を乗じた額となっている。

③第１回Ｂ種優先株式の残余財産は、第１回Ｂ種優先株式１株につき700円を、普通株主に優先する。

④第１回Ｂ種優先株式は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

⑤第１回Ｂ種優先株式の１単元の株式数(100株)は、普通株式の１単元の株式数(1,000株)の10分の１となっている。

　なお、米国財務会計基準審議会基準書第150号「負債及び資本の両者の特徴をもつ金融商品の会計処理」に基づいて

検討を行った結果、当該優先株式には強制償還条項はなく、株式買戻し及びその債務の自社資産による精算が要求さ

れる自社の発行済株式以外の金融商品ではなく、また、普通株式への転換に際して発行数量が変動する条件もないた

め、資本に区分している。
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18．法人税等
　当社及び連結子会社は所得に対して種々の租税が課せられており、全体としてみれば平成18年度及び平成19年度に

おけるその法定税率は40.5％である。

　平成19年３月31日及び平成20年３月31日現在の繰延税金資産及び負債の主な内訳は次のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

繰延税金資産   

退職給付債務（百万円） 31,673 29,031

未払費用（百万円） 23,669 11,965

繰越欠損金（百万円） 140,767 162,633

棚卸資産（百万円） 24,493 19,865

貸倒引当金（百万円） 2,000 2,623

固定資産（百万円） 48,774 32,842

投資有価証券（百万円） 2,797 9,681

事業税（百万円） 327 727

その他（百万円） 15,308 4,156

小計（百万円） 289,808 273,523

評価性引当金（百万円） △265,220 △253,003

合計（百万円） 24,588 20,520

繰延税金負債   

関連会社投資（百万円） △7,626 △8,394

未実現有価証券評価損益（百万円） △4,817 △1,228

その他（百万円） △1,487 △2,485

合計（百万円） △13,930 △12,107

繰延税金資産純額（百万円） 10,658 8,413

　なお、平成18年度における繰延税金負債786百万円については、連結貸借対照表上、流動負債「その他」に含まれてい

る。

　平成18年度及び平成19年度における法定税率と実効税率との差異は次のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

法定税率 40.5％ 40.5％

評価性引当金の増減 △171.7 10.3

損金不算入・益金不算入項目 △13.3 △10.2

税額控除 0.1 0.1

海外連結子会社の適用税率差 △10.7 △13.7

その他 △1.4 △0.0

実効税率 △156.5 27.0

　繰延税金資産の実現可能性の評価について、当社は繰延税金資産の一部または全部が実現する可能性が実現しない

可能性より大きいかどうかを考慮している。繰延税金資産の最終的な実現可能性は、一時差異が控除可能な期間及び

税務上の繰越欠損金の繰越可能期間における将来課税所得によって決定される。当社は、その評価にあたり、予定され

る繰延税金負債の戻し入れ、予測される将来課税所得及び税務戦略を考慮している。当社は、過去の課税所得水準及び

繰延税金資産が控除可能な期間における将来課税所得の予測に基づき、平成18年度及び平成19年度の評価性引当金控

除後における繰延税金資産は、実現する可能性が高いものと考えている。

　繰延税金資産に対する評価性引当金の純増減額は、平成20年３月31日に終了した会計年度において12,217百万円の減
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少である。

　平成20年３月31日現在、将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金は537,950百万円であり、主として平成20年度から平

成26年度までの期間に控除期限を迎える。この内、287,866百万円は当社に帰属する繰越欠損金であり、平成20年度から

平成22年度までの期間に26,969百万円の繰越控除期限が到来し、平成23年度から平成25年度までの期間に252,031百万

円の繰越控除期限が到来する。なお、ドイツ、シンガポール、香港、マレーシア、イギリス、ハンガリー、ブラジルにある

連結子会社で計上している82,970百万円については、無期限に繰越可能である。

　平成20年３月31日現在、繰延税金負債を認識していない海外連結子会社及び海外コーポレートジョイントベン

チャーにおいて発生した未分配利益は102,404百万円である。これらの未分配利益については、配当金の受領または株

式の売却によってそれらの未分配利益が回収されると見込まれた時点で、繰延税金負債が認識されることになる。ま

た、海外連結子会社及び海外コーポレートジョイントベンチャーの未分配利益に対する繰延税金負債を算定すること

は実務的に困難である。

　当社は平成19年４月１日より米国財務会計基準審議会による解釈指針第48号「法人税等の不確実性に関する会計処

理-米国財務会計基準審議会基準書第109号の解釈」を適用した。

　未認識税務ベネフィットの期首残高と期末残高との調整については以下のとおりである。

 

　    単位：百万円

　 　平成20年３月31日

　期首残高 1,492

　当期の税務ポジションに関連する増加 334

　過年度の税務ポジションに関連する増加 29

　過年度の税務ポジションに関連する減少 △425

　解決 △165

　期末残高 1,265
  

　  

　平成20年３月31日に終了した会計年度における未認識税務ベネフィットの期末残高1,265百万円については、認識

された場合、実効税率を減少させる。

当社は、妥当な未認識税務ベネフィットを計上していると考えているが、税務調査の最終結果に関する不確実性は、

将来の実効税率に影響を与える可能性がある。平成20年３月31日現在において、今後12ヶ月以内に未認識税務ベネ

フィットの重要な変動は予想していない。        

　利息及び課徴金については連結損益計算書上では法人税等に、連結貸借対照表上では未払税金に含まれている。平

成20年３月31日における連結貸借対照表上の未払利息及び課徴金、及び連結損益計算書上の法人税等に含まれる利

息及び課徴金の金額には重要性がない。

　日本の税務当局は、当社については平成15年度まで、国内子会社については平成12年度までの税務調査を完了して

いる。米国及び中国を含む海外の子会社については、各地の税務当局による平成12年度までの税務調査が完了して

いる。
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 19. 研究開発費、物流費用及び広告宣伝費
　（1）研究開発費

　   平成18年度及び平成19年度の研究開発費は、それぞれ90,094百万円及び71,797百万円である。

　（2）物流費用

　    平成18年度及び平成19年度の販売費及び一般管理費に含まれている物流費用は、それぞれ36,249百万円及び

34,882百万円である。

　（3）広告宣伝費

　    平成18年度及び平成19年度の販売費及び一般管理費に含まれている広告宣伝費は、それぞれ14,063百万円及び

12,428百万円である。

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 86/168



20．１株当たり当期純利益
　平成18年度及び平成19年度における１株当たり当期純利益は次のとおりである。

項目 平成18年度 平成19年度

基本的１株当たり当期純利益の計算   

利益（百万円）（分子）   

継続事業当期純利益（△損失） △45,029 39,148

　普通株主に帰属しない金額 △31,434 27,330

　有益転換権償却 △120,991 －

調整後継続事業当期純利益（△損失） △134,586 11,818

　   

非継続事業当期純損失 △333 △10,448

　普通株主に帰属しない金額 △232 △7,294

調整後非継続事業当期純損失 △101 △3,154

　   

当期純利益（△損失） △45,362 28,700

　普通株主に帰属しない金額 △31,666 20,036

　有益転換権償却 △120,991 －

調整後当期純利益（△損失） △134,687 8,664

　   

株式数（千株）（分母）   

加重平均株式数 1,853,675 1,853,310

基本的１株当たり当期純利益

（△損失）(円)

継続事業当期純利益（△損失）

非継続事業当期純損失

当期純利益（△損失）

　

△72.61

△0.05

△72.66

　

6.38

△1.71

4.67
 

EDINET提出書類

三洋電機株式会社(E01781)

有価証券報告書

 87/168



項目 平成18年度 平成19年度

希薄化後１株当たり当期純利益の計算   

利益（百万円）（分子）   

継続事業当期純利益（△損失） △45,029 39,148

　普通株主に帰属しない金額 △31,434 27,330

　有益転換権償却 △120,991 －

調整後継続事業当期純利益（△損失） △134,586 11,818

　   

非継続事業当期純損失 △333 △10,448

　普通株主に帰属しない金額 △232 △7,294

調整後非継続事業当期純損失 △101 △3,154

　   

当期純利益（△損失） △45,362 28,700

　普通株主に帰属しない金額 △31,666 20,036

　有益転換権償却 △120,991 －

調整後当期純利益（△損失） △134,687 8,664

　   

株式数（千株）（分母）   

加重平均株式数 1,853,675 1,853,310

希薄化後１株当たり当期純利益

（△損失）(円)

継続事業当期純利益（△損失）

非継続事業当期純損失

当期純利益（△損失）

　

△72.61

△0.05

△72.66

　

6.38

△1.71

4.67

　21．変動持分事業体
　当社の金融事業を行っていた連結子会社は、解釈指針第46号改における変動持分事業体（VIE）である２つの事

業投資ファンドに出資を行っていた。これらの事業投資ファンドは平成18年度中に全て売却された。
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22．連結損益計算書の補足情報
　平成18年度及び平成19年度における連結損益計算書の補足情報は次のとおりである。

その他の収益及び費用

　 平成18年度 平成19年度

営業外収益・その他の内訳   

　為替差益(百万円) 682 －

  有価証券及び投資有価証券売却益

（百万円）
9,346 10,922

　賃貸料（百万円） 2,681 2,427

　持分法による投資損益（百万円） △15,551 3,017

　固定資産売却益（百万円） 11,837 －

　その他（百万円）（a） 23,068 21,169

合計（百万円） 32,063 37,535

営業外費用・その他の内訳   

　構造改革費用（百万円）（b） 24,317 2,738

　為替差損（百万円） － 19,056

　有価証券及び投資有価証券評価損（百

万円）
5,476 99

　固定資産の減損（百万円）（c） 7,998 4,185

　その他（百万円）（d） 40,090 22,705

合計（百万円） 77,881 48,783

（a）その他

　平成18年度に、前年度に発生した海外の連結子会社の火災損失に対する保険金収入を1,805百万円計上してい

る。また、技術援助等によるロイヤリティー収入を2,126百万円計上している。

　平成19年度に、技術援助等によるロイヤリティー収入を2,643百万円計上している。
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（b）構造改革費用

　平成18年度は、半導体事業（コンポーネント部門）、電化機器事業（コンシューマ部門）、ＡＶ事業（コンシュー

マ部門）、フォトニクス事業（コンポーネント部門）を中心に構造改革費用24,317百万円を計上している。平成19年

度では、これらの事業にて構造改革費用2,738百万円を計上しており、主な内訳は以下のとおりである。

　 平成18年度 平成19年度

　半導体事業（百万円） 5,902 74

　電化機器事業（百万円） 1,543 593

　ＡＶ事業（テレビ等）（百万円） 2,903 1,096

　フォトニクス事業（百万円） 533 68

　退職加算金（百万円） 13,413 907

　資産の売却（百万円） 23 －

　合計（百万円） 24,317 2,738

半導体事業

　平成18年度に、半導体事業は独立した事業体への変革を目指し、平成18年７月に分社化をする一方、さらなる生産

効率の向上を目的とし、生産ラインの再編を実施した。

　結果として、5,902百万円の構造改革費用を計上しており、主な内訳は、退職加算金3,524百万円、固定資産の減損810

百万円、固定資産の処分損214百万円、在庫の廃棄59百万円である。

　平成19年度において、同事業にて引き続き構造改革を推進し、74百万円を計上している。

電化機器事業

　平成18年度に、電化機器事業においては、中国ハイアール社との家庭用冷蔵庫事業の提携と国内製造からの撤退、

国内営業改革などの施策を実施し、1,543百万円の構造改革費用を計上している。主な内訳は、退職加算金693百万円、

固定資産の減損359百万円である。

　平成19年度において、同事業にて引き続き構造改革を推進し、593百万円を計上している。主な内訳は、固定資産の

減損582百万円である。

ＡＶ事業(テレビ等)

　平成18年度に、ＡＶ事業においては、ＴＶ事業を中心に引き続き構造改革を推進し、同事業の中心である北米に本

社機能を移転した。また、生産能力の一部をブラウン管テレビから薄型テレビの転換を行うなど、平成17年11月の中

期経営計画で想定していた以上の抜本的な構造改革を推し進めた。結果として、2,903百万円の構造改革費用を計上

しており、主な内訳は、退職加算金1,317百万円、固定資産の減損540百万円、在庫の廃棄528百万円である。

　平成19年度に、同事業は子会社にて人員削減を実施する等1,096百万円の構造改革費用を計上している。主な内訳

は、退職加算金497百万円、生産設備及び棚卸資産の廃棄損317百万円である。

フォトニクス事業

　平成18年度において、フォトニクス事業においては構造改革を推進し、533百万円の構造改革費用を計上している。

主な内訳は、固定資産の除売却損216百万円である。平成19年度では、同事業にて68百万円の構造改革費用を計上し

ている。
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　退職加算金

　平成18年度の退職加算金は主に、労働条件変更に伴う補償を転籍者に対し一時金として支払うという、全社の構造

改革プランが廃止となったことに伴い実施した優遇経過措置に係わるものである。主な内訳は、コンシューマ部門

で6,235百万円、コンポーネント部門で3,240百万円、コマーシャル部門で1,298百万円である。

　平成19年度の退職加算金の主な内訳は、コンシューマ部門で423百万円、コンポーネント部門で412百万円である。
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平成18年度に計上された構造改革にかかる費用は以下のとおりである。

項目 退職給付費用
現金支出を伴わ
ない固定資産の

減損

現金支出を伴わ
ないその他資産
の評価減及び処

分損

その他の費用 合計

　 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

平成18年3月31日現在債

務残高
3,210 － － 139 3,349

構造改革費用発生額 19,089 1,884 1,186 2,158 24,317

非現金支出費用 － △1,884 △1,186 － △3,070

現金支出による取崩額 △20,161 － － △1,656 △21,817

平成19年3月31日現在債

務残高
2,138 － － 641 2,779

　（注）　その他資産の評価減及び処分損には、営業債権、棚卸資産、投資有価証券、固定資産に関連するものが含まれる。

平成19年度に計上された構造改革にかかる費用は以下のとおりである。

項目 退職給付費用
現金支出を伴わ
ない固定資産の

減損

現金支出を伴わ
ないその他資産
の評価減及び処

分損

その他の費用 合計

　 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

平成19年3月31日現在債

務残高
2,138 － － 641 2,779

構造改革費用発生額 1,494 645 317 282 2,738

非現金支出費用 － △645 △317 － △962

現金支出による取崩額 △2,529 － － △884 △3,413

平成20年3月31日現在債

務残高
1,103 － － 39 1,142

　（注）　その他資産の評価減及び処分損には、営業債権、棚卸資産、投資有価証券、固定資産に関連するものが含まれる。

（c）固定資産の減損

　平成18年度及び平成19年度において、それぞれ、7,998百万円及び4,185百万円の固定資産の減損を計上している。こ

れは、固定資産の将来の収益性の見直しを行った結果、売却予定遊休資産の帳簿価格を公正価格まで減額したもの

である。固定資産の減損額は資産の公正価格が帳簿価格を下回る場合、その差額として計算される。

　この減損は資産の帳簿価額と将来見積キャッシュ・フローの現在価値との差額として計算される。

　平成18年度及び平成19年度における、主な内訳は、以下のとおりである。

　 平成18年度 平成19年度

事業用資産（百万円） 6,633 3,224

売却予定資産(全社部門)（百万円） 818 －

遊休資産(全社部門)（百万円） 547 961

合計（百万円） 7,998 4,185

　平成18年度及び平成19年度の事業用資産の内訳は、以下のとおりである。

　 平成18年度 平成19年度

コンポーネント部門（百万円） 2,113 455

コンシューマ部門（百万円） 3,019 194

コマーシャル部門（百万円） － 2,505
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　 平成18年度 平成19年度

その他の部門（百万円） 1,501 70

合計（百万円） 6,633 3,224

　平成18年度において、コンポーネント部門については、主としてコンプレッサ事業において収益性が悪化したた

め、将来の収益性を見直したことにより、減損を認識したものである。

　コンシューマ部門については、主として電化機器部門（空調機器等）において競争の激化と市場価格の下落、並び

にコストダウンの遅れから厳しい状況にあり、収益性の見直しを行ったことにより、減損を認識したものである。

　その他の部門については、主として全社部門のその他の賃貸不動産に関して収益性の見直しを行ったことにより、

減損を認識したものである。なお、その他に構造改革費用として1,884百万円の固定資産の減損を計上している。

　平成19年度において、コマーシャル部門については、主として業務用食品機器事業において収益性が悪化したた

め、将来の収益性を見直したことにより、減損を認識したものである。なお、その他に構造改革費用として645百万円

の固定資産減損を計上している。

（d）その他

　平成18年度のその他の費用には、15,312百万円の主としてコンポーネント部門及びコンシューマ部門における商品

の不具合による対策費用、4,968百万円の海外連結子会社の事業整理費用を含む。

　平成19年度のその他の費用には、6,915百万円の主としてコンポーネント部門及びコンシューマ部門における商品

の不具合による対策費用を含む。

23．連結キャッシュ・フロー計算書の補足情報
　平成18年度及び平成19年度のキャピタル・リースによる資産の取得額は、それぞれ4,382百万円及び6,969百万円で

ある。　
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24．セグメント情報
　当社は連結損益計算書の表示形式として、シングルステップ方式（総収入から売上原価及び費用を控除し、段階利益

を表示しない方式）を採用している。これに伴い、セグメント情報における営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従

い、売上高及びその他の営業収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出している。米国で一般に公正妥

当と認められた会計原則では、連結損益計算書において、特定の費用（例えば再構築及び減損費用、異常な製品保証費

等）は営業利益（損失）に含まれる。

【事業の種類別セグメント情報】

項目

平成18年度

コンシュー
マ部門
（百万円）

コマーシャ
ル部門
（百万円）

コンポーネ
ント部門
（百万円）

その他部門
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及びその他の営業収

益
       

(1) 外部顧客に対する売上高

及びその他の営業収益
678,549 274,151 872,560 124,647 1,949,907 － 1,949,907

(2) セグメント間の内部売上

高及びその他の営業収益

又は振替高

6,046 1,207 28,113 4,043 39,409 △39,409 －

計 684,595 275,358 900,673 128,690 1,989,316 △39,409 1,949,907

営業費用 693,231 260,877 833,066 124,175 1,911,349 △4,047 1,907,302

営業利益 △8,636 14,481 67,607 4,515 77,967 △35,362 42,605

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 550,681 197,779 841,046 144,754 1,734,260 236,680 1,970,940

減価償却費 25,913 5,630 49,530 2,324 83,397 3,167 86,564

減損損失 3,939 － 3,139 125 7,203 2,679 9,882

資本的支出 13,913 4,253 53,631 699 72,496 820 73,316

項目

平成19年度

コンシュー
マ部門
（百万円）

コマーシャ
ル部門
（百万円）

コンポーネ
ント部門
（百万円）

その他部門
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及びその他の営業収

益
       

(1) 外部顧客に対する売上高

及びその他の営業収益
757,866 262,498 952,427 110,594 2,083,385 － 2,083,385

(2) セグメント間の内部売上

高及びその他の営業収益

又は振替高

3,310 1,643 14,910 2,627 22,490 △22,490 －

計 761,176 264,141 967,337 113,221 2,105,875 △22,490 2,083,385

営業費用 743,435 253,699 890,035 111,347 1,998,516 8,728 2,007,244

営業利益 17,741 10,442 77,302 1,874 107,359 △31,218 76,141

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出
       

資産 492,074 185,440 815,834 96,851 1,590,199 93,638 1,683,837

減価償却費 19,661 6,131 52,822 2,983 81,597 2,961 84,558

減損損失 775 2,505 519 70 3,869 961 4,830

資本的支出 12,828 5,715 58,832 684 78,059 1,468 79,527

　（注）１．事業区分の方法

製品の種類・性質、販売市場等の類似性に基づき、「コンシューマ部門」「コマーシャル部門」「コンポー

ネント部門」「その他部門」に区分している。

２．各事業区分に属する主な製品

コンシューマ部門　：テレビ・プロジェクター等の映像機器、オーディオ機器、デジタルカメラ・ナビゲー

ションシステム等の情報通信機器、冷蔵庫・エアコン・洗濯機等の家庭用機器
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コマーシャル部門　：ショーケース・大型エアコン等の業務用機器、業務用厨房機器

コンポーネント部門：半導体、電子部品、一次電池、二次電池、太陽電池等

その他部門　　　　：物流、保守等

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、平成18年度35,562百万円、平成19年

度30,882百万円であり、その主なものは、基礎的研究及び親会社の本社管理部門に係わる費用である。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、平成18年度308,013百万円、平成19年度168,403百

万円であり、その主なものは、親会社の現金及び預金、定期預金、金銭信託、投資有価証券並びに基礎的研究及

び親会社の本社管理部門に係わる資産などである。

５．米国財務会計基準審議会基準書第144号の規定に基づき非継続となった事業の損益を、事業の種類別セグメ

ント情報から控除している。

これに伴い、平成18年度の連結財務情報を一部組替再表示している。
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【所在地別セグメント情報】

項目

平成18年度

日本
（百万円）

アジア
（百万円）

北米
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及びその他の営

業収益
       

(1) 外部顧客に対する売

上高及びその他の営

業収益

1,064,797 501,022 211,211 172,877 1,949,907 － 1,949,907

(2) セグメント間の内部

売上高及びその他の

営業収益又は振替高

502,508 442,004 9,147 8,635 962,294 △962,294 －

計 1,567,305 943,026 220,358 181,512 2,912,201 △962,294 1,949,907

営業費用 1,510,681 928,829 215,107 181,336 2,835,953 △928,651 1,907,302

営業利益 56,624 14,197 5,251 176 76,248 △33,643 42,605

Ⅱ　資産 1,194,385 512,696 147,668 119,287 1,974,036 △3,096 1,970,940

項目

平成19年度

日本
（百万円）

アジア
（百万円）

北米
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及びその他の営

業収益
       

(1) 外部顧客に対する売

上高及びその他の営

業収益

1,077,189 564,324 240,815 201,057 2,083,385 － 2,083,385

(2) セグメント間の内部

売上高及びその他の

営業収益又は振替高

520,456 526,842 8,088 8,060 1,063,446 △1,063,446 －

計 1,597,645 1,091,166 248,903 209,117 3,146,831 △1,063,446 2,083,385

営業費用 1,519,705 1,063,324 244,423 209,044 3,036,496 △1,029,252 2,007,244

営業利益 77,940 27,842 4,480 73 110,335 △34,194 76,141

Ⅱ　資産 1,071,577 476,742 124,790 117,230 1,790,339 △106,502 1,683,837

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分している。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……韓国、中国（香港含む）、台湾、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ベトナム、フィリ

ピン

(2）北　米……米国、カナダ

(3）その他……イギリス、ドイツ、イタリア、オーストラリア、ハンガリー、アラブ首長国連邦

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、平成18年度35,562百万円、平成19年

度30,882百万円であり、その主なものは、基礎的研究及び親会社の本社管理部門に係わる費用である。

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、平成18年度308,013百万円、平成19年度168,403百

万円であり、その主なものは親会社の現金及び預金、定期預金、金銭信託、投資有価証券並びに基礎的研究及

び親会社の本社管理部門に係わる資産などである。

５．米国財務会計基準審議会基準書第144号の規定に基づき非継続となった事業の損益を、事業の所在地別セグ

メント情報から控除している。

これに伴い、平成18年度の連結財務情報を一部組替再表示している。
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【海外売上高】

項目
平成18年度

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高及びその他の営業収益

（百万円）
643,839 225,726 182,014 56,019 1,107,598

Ⅱ　連結売上高及びその他の営業収益

（百万円）
    1,949,907

Ⅲ　海外売上高及びその他の営業収益の割

合(％)
33.0 11.6 9.3 2.9 56.8

項目
平成19年度

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高及びその他の営業収益

（百万円）
716,376 260,819 239,156 63,955 1,280,306

Ⅱ　連結売上高及びその他の営業収益

（百万円）
    2,083,385

Ⅲ　海外売上高及びその他の営業収益の割

合(％)
34.4 12.5 11.5 3.1 61.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によって区分している。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）アジア……韓国、中国（香港含む）、台湾、タイ、マレーシア、シンガポール、インドネシア、ベトナム

(2）北　米……米国、カナダ

(3）欧　州……イギリス、ドイツ、イタリア

(4）その他……オーストラリア、ニュージーランド、アラブ首長国連邦

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

４．「欧州」の海外売上高は従来、「その他」に含めて表示していたが、当該地域における売上高が連結売上高

の10％を超えることとなったため、平成19年度より区分掲記している。
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25．重要な後発事象
　　当社は携帯電話事業を会社分割による京セラ㈱への事業譲渡を平成20年４月１日に行った。携帯電話事業は当社グル

　ープにおける同事業の位置づけ、他事業とのシナジー等を十分に検討し、他社への事業譲渡により経営基盤の強化を図

　ることとなった。

　

　　[事業譲渡した当社グループの名称及び事業内容]

　　　社　　名：当社テレコムカンパニー及び関連部門

　　　　　　　　サンヨー・テレコム・コーポレーション・オブ・アメリカ

　　　　　　　　三洋パーソナル通信（マレーシア）㈱

　　　事業内容：携帯電話事業（但し、三洋電機コンシューマエレクトロニクス㈱は除く）、ＰＨＳ端末事業、

　　　　　　　　ＰＨＳ基地局事業及び無線通信システム事業（ＷＩＭＡＸ基地局事業を主とする）

　　[事業譲渡の相手先]

　　　社　　名：京セラ㈱

　　[事業譲渡の方法]

　　　当社を分割会社、京セラ㈱を承継会社とする現金対価吸収分割

　　[事業譲渡の対価]

　　　株式割当にかえて交付される金銭の金額：現在両者で合意すべく協議している。

　　　金銭の金額については、当社と京セラ㈱の間で合意した事業総価値500億円からその前提となった想定事業用手元

　　現預金を差引いて得られた金額を基礎とし、分割期日時点における承継有利子負債、承継現預金の残高及び両者で別

　　途合意した調整項目を加除して得られる額の金銭及び当社の京セラ㈱に対する支払請求権（かかる金銭と債権の内訳

　　は、両者間で別途合意する。）並びに実務上、承継債務に含めることができない当社の買掛金・未払金等に相当する

　　額の当社の京セラ㈱に対する支払請求権となる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　連結財務諸表注記11に記載

【借入金等明細表】

　連結財務諸表注記11に記載

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
第83期

（平成19年３月31日）
第84期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  154,644   129,329  

２．金銭信託 　  88,000   －  

３．受取手形 (※1,2)  20,537   17,094  

４．売掛金 (※２)  226,394   238,345  

５．有価証券　 　  －   2,000  

６．製品 　  35,387   41,237  

７．材料 　  18,197   15,326  

８．仕掛品 　  17,617   23,336  

９．前渡金　 　  －   1,909  

10．前払費用 　  821   757  

11．関係会社短期貸付金 　  27,986   5,314  

12．未収入金 (※２)  40,327   74,625  

13．その他 　  10,925   12,170  

貸倒引当金 　  △3,922   △3,680  

流動資産合計 　  636,918 52.3  557,766 48.6

Ⅱ　固定資産 　       

(1)有形固定資産 (※３)       

１．建物 　 191,337   190,024   

減価償却累計額 　 △119,397 71,940  △122,626 67,397  

２．構築物 　 25,902   25,698   

減価償却累計額 　 △18,913 6,989  △19,427 6,270  

３．機械及び装置 　 237,517   239,202   

減価償却累計額 　 △170,910 66,607  △172,543 66,658  

４．車両及びその他の陸
上運搬具

　 918   929   

減価償却累計額 　 △802 115  △768 160  

５．工具器具及び備品 　 109,689   102,899   

減価償却累計額 　 △94,153 15,535  △90,488 12,410  
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第83期

（平成19年３月31日）
第84期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

６．土地 　  39,161   39,447  

７．建設仮勘定 　  4,403   6,957  

有形固定資産合計 　  204,753 16.8  199,303 17.3

(2）無形固定資産 　       

１．借地権 　  824   824  

２．ソフトウエア 　  9,258   7,081  

３．施設利用権 　  27   22  

４．その他 　  139   136  

無形固定資産合計 　  10,250 0.8  8,065 0.7

(3）投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  36,720   18,197  

２．関係会社株式 　  296,252   331,326  

３．出資金 　  366   366  

４．長期預金 　  12,907   10,950  

５．従業員長期貸付金 　  16   12  

６．関係会社長期貸付金 　  2,350   1,965  

７．長期前払費用 　  10,629   12,941  

８．保険積立金 　  3,437   3,249  

９．破産更生債権等 　  8,216   －  

10．その他 　  5,710   6,405  

貸倒引当金 　  △9,991   △1,960  

投資その他の資産合計 　  366,616 30.1  383,454 33.4

固定資産合計 　  581,620 47.7  590,824 51.4

資産合計 　  1,218,538 100.0  1,148,590 100.0
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第83期

（平成19年３月31日）
第84期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 (※１)  41   3,245  

２．買掛金 (※２)  265,044   270,696  

３．短期借入金 　  20,000   16,507  

４．一年内償還社債 　  80,000   20,000  

５．未払金 (※２)  80,940   77,140  

６．未払法人税等 　  419   645  

７．未払費用 　  37,565   39,641  

８．繰延税金負債 　  68   243  

９．預り金 (※２)  23,745   45,159  

10．従業員預り金 　  10,492   9,583  

11．製品保証引当金 　  3,676   3,467  

12．その他 　  1,283   1,461  

流動負債合計 　  523,277 42.9  487,792 42.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  160,000   140,000  

２．長期借入金 　  80,350   87,600  

３．繰延税金負債 　  7,081   2,425  

４．退職給付引当金 　  81,986   68,914  

５．関係会社損失引当金 　  18,761   1,063  

６．その他 　  973   945  

固定負債合計 　  349,152 28.7  300,949 26.2

負債合計 　  872,430 71.6  788,741 68.7
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第83期

（平成19年３月31日）
第84期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  322,242 26.4  322,242 28.1

２．資本剰余金 　       

(1)資本準備金 　 384,771   384,771   

資本剰余金合計 　  384,771 31.6  384,771 33.5

３．利益剰余金 　       

(1)利益準備金 　 33,904   33,904   

(2)その他利益剰余金 　       

特別償却準備金 　 1,633   848   

退職給与積立金 　 300   300   

配当準備積立金 　 14,160   14,160   

繰越利益剰余金 　 △410,174   △390,494   

利益剰余金合計 　  △360,176 △29.6  △341,281 △29.7

４．自己株式 　  △7,485 △0.6  △7,544 △0.7

株主資本合計 　  339,351 27.8  358,187 31.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  6,770 0.6  1,346 0.1

２．繰延ヘッジ損益 　  △12 △0.0  315 0.0

評価・換算差額等合計 　  6,757 0.6  1,661 0.1

純資産合計 　  346,108 28.4  359,848 31.3

負債純資産合計 　  1,218,538 100.0  1,148,590 100.0
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②【損益計算書】

　 　
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 (※１)  1,215,914 100.0  1,417,946 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．製品期首棚卸高 　 54,647   35,387   

２．合併による製品受入高 　 3,914   2,141   

３．当期製品製造原価 (※1,6) 559,613   400,475   

４．当期外注製品仕入高 (※１) 498,182   849,699   

合計 　 1,116,357   1,287,704   

５．分割による製品移転 　 21,447      

６．他勘定振替高 (※２) 847   874   

７．製品期末棚卸高 　 35,387 1,058,674 87.1 41,237 1,245,592 87.8

売上総利益 　  157,239 12.9  172,354 12.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 (※3,6)  173,617 14.2  156,462 11.1

営業利益 　  － －  15,892 1.1

営業損失　 　  16,377 △1.3  － －

Ⅳ　営業外収益 (※１)       

１．受取利息 　 1,968   2,554   

２．受取配当金 (※１) 5,313   6,056   

３．受取賃貸料 (※１) 7,934   7,541   

４．販売権使用料 (※１) 6,786   3,641   

５．その他 　 11,836 33,840 2.8 15,136 34,931 2.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 1,184   4,561   

２．社債利息 　 4,370   3,281   

３．受取賃貸料対応費用 　 3,175   3,005   

４．為替差損 　 －   14,847   

５．商品対策費 (※７) 11,309   9,919   

６．その他 　 18,699 38,738 3.2 12,271 47,888 3.4

経常利益 　  － －  2,934 0.2

経常損失　 　  21,276 △1.7  － －
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第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 (※４) 10,073   2,193   

２．投資有価証券売却益 　 4,709   4,286   

３．関係会社株式売却益 　 1,396   20,552   

４．関係会社損失引当金
戻入額　

　 －   1,163   

５．貸倒引当金戻入額 　 982   2,611   

６．制度変更に伴う過去
勤務債務一括償却額　

　 －   8,661   

７．抱合せ株式消滅差益 　 92 17,254 1.4 － 39,469 2.8

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産処分損 (※５) 3,448   4,264   

２．投資有価証券売却損 　 －   122   

３．関係会社株式売却損 　 5,103   －   

４．関係会社株式等評価損 　 22,221   7,140   

５．関係会社損失引当金繰
入額

　 2,276   －   

６．貸倒引当金繰入額 　 －   1,121   

７．貸倒損失 　 476   32   

８．構造改革費用 (※８) 9,216   －   

９．減損損失　 (※９)　 7,095   8,613   

10．携帯電話事業売却
に伴う損失補償金

　 － 49,838 4.1 1,141 22,436 1.6

税引前当期純利益 　  － －  19,967 1.4

税引前当期純損失　 　  53,860 △4.4  － －

法人税、住民税及び事
業税

　 3,986   1,635   

法人税等調整額 　 △702 3,284 0.3 △573 1,062 0.1

当期純利益 　  － －  18,905 1.3

当期純損失　 　  57,144 △4.7  － －
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（製造原価明細書）

　 　
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 　 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　当期材料費 　 424,749 75.3 273,945 67.4

Ⅱ　当期労務費 　 45,835 8.1 35,648 8.8

Ⅲ　当期経費（※イ） 　 93,622 16.6 96,924 23.8

当期製造総費用 　 564,207 100.0 406,518 100.0

仕掛品期首棚卸高 　 14,915  17,617  

合　　計 　 579,123  424,136  

分割による仕掛品移転 　 1,381  ―  

他勘定振替高（※ロ） 　 511  324  

仕掛品期末棚卸高 　 17,617  23,336  

当期製品製造原価 　 559,613  400,475  

　（注）　（※イ）このうち主なものは、手数料　第83期 34,237百万円、第84期 35,723百万円及び減価償却費　第83期 24,769

百万円、第84期 26,694百万円である。

（※ロ）このうち主なものは第83期、第84期ともに固定資産への振替である。

原価計算の方法

　原価計算は標準原価計算制度を採用し、期末において原価差額を配賦し、実際原価を算定している。
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③【株主資本等変動計算書】

第83期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

退職給与
積立金

配当準備
積立金

固定資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　
残高（百万円）

322,242 384,771 33,904 4,309 300 14,160 119 △355,813 △303,020 △7,427 396,565

事業年度中の変動
額

           

特別償却準備金
の取崩(前期分）

   △1,086    1,086 －  －

特別償却準備金
の取崩(当期分）

   △1,590    1,590 －  －

固定資産圧縮
積立金の取崩

      △119 119 －  －

当期純損失        △57,144 △57,144  △57,144

自己株式の取得         － △81 △81

自己株式の処分        △11 △11 24 12

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

           

事業年度中の変動
額合計（百万円）

－ － － △2,676 － － △119 △54,360 △57,156 △57 △57,214

平成19年３月31日
残高（百万円）

322,242 384,771 33,904 1,633 300 14,160 － △410,174 △360,176 △7,485 339,351

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

10,825 － 10,825 407,390

事業年度中の変動額     

特別償却準備金の取崩
(前期分）

    

特別償却準備金の取崩
(当期分）

    

固定資産圧縮積立金の取崩     

当期純損失    △57,144

自己株式の取得    △81

自己株式の処分    12

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△4,055 △12 △4,068 △4,068

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△4,055 △12 △4,068 △61,282

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,770 △12 6,757 346,108

第84期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

退職給与
積立金

配当準備
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　
残高（百万円）

322,242 384,771 33,904 1,633 300 14,160 △410,174 △360,176 △7,485 339,351

事業年度中の変動
額

          

特別償却準備金
の取崩

   △784   784 －  －

当期純利益       18,905 18,905  18,905

自己株式の取得        － △78 △78

自己株式の処分       △10 △10 19 8

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額）

          

事業年度中の変動
額合計（百万円）

－ － － △784 － － 19,680 18,895 △59 18,836

平成20年３月31日
残高（百万円）

322,242 384,771 33,904 848 300 14,160 △390,494 △341,281 △7,544 358,187

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

6,770 △12 6,757 346,108

事業年度中の変動額     

特別償却準備金の取崩
　

   －

当期純利益    18,905

自己株式の取得    △78

自己株式の処分    8

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△5,423 328 △5,095 △5,095

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△5,423 328 △5,095 13,740

平成20年３月31日　残高
（百万円）

1,346 315 1,661 359,848
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(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社は、前々事業年度に169,930百万円、前事業年度に

149,406百万円の多額の当期純損失を計上し、また、当事業

年度においても 57,144百万円の当期純損失を計上した。ま

た、当社が締結しているシンジケートローン契約及びコ

ミットメントライン契約には、財務制限条項が付されてい

る。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在

しているが、当該状況を解消するために以下の通り、経営

計画等を策定し推進している。

──────

  

１．中期経営計画の進捗状況

　当社はここ数年間グローバルな競争激化等により、厳

しい経営環境にあったが、平成16年10月に発生した新潟

県中越地震の影響もあり、平成17年３月期決算において

は、171,544百万円という多額の連結最終損失を計上する

に至った。こうした全社的な危機を乗り越えるため、当

社は平成17年11月に、平成19年度までの３ヵ年の中期経

営計画を策定し、これに沿った事業ポートフォリオの見

直しと再構築、コスト構造の変革、財務体質の強化など

を着実に実行してきた。

　

　

  

（１）平成18年３月期の進捗

　平成18年3月期は、205,661百万円と多額の連結最終赤字

を計上し、２期連続の赤字となったものの、この中期経

営計画に沿って、構造改革事業と位置づけた金融事業、

有機ＥＬ事業等に目処をつけることができた。また、不

採算海外事業の清算といった構造改革の実施等、抜本的

構造改革の達成に向けた施策を順次実行に移し、さら

に、有利子負債削減、遊休資産の処分、人員削減に関して

も、それぞれ当初計画を上回る実績を残すことが出来

た。

　

　

  

（２）平成19年３月期の進捗

　当社グループのコア事業である「パワーソリューショ

ン事業」、「冷熱・コマーシャル事業」、「パーソナル

モバイル事業」に経営資源を集中する施策を取ってき

たが、その後の事業環境の大きな変化も踏まえ、平成18

年11月に中期経営計画の一部を見直し、コア事業と位置

づけていた事業を含めて戦略の練り直しを行った。その

中では、着実な成長の実現を目指すべく抜本的構造改革

の完遂及び収益の回復を進めるとともに、コア事業の中

でも、投資を集中する事業を明確にした。
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第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　このような状況の下、当社は以下のような施策を順次

実行に移した。

①半導体事業に関しては、分社化を実施するとともに、

固定費の削減を実行した。一方、落ち込んでいた売り

上げが回復基調に乗り、営業利益は昨年度の赤字から

黒字転換し収益に貢献できる事業となった。

──────

　

②テレビ、電化機器事業については、平成17年11月の中

期経営計画で想定していた以上の抜本的な構造改革

を推し進めた。テレビ事業は平成18年8月に台湾クオ

ンタ・コンピュータ社との戦略的提携を、また電化機

器事業は同年10月に中国ハイアール社との冷蔵庫事

業の戦略的提携と国内製造からの撤退を発表した通

り、他社とのアライアンスによる事業構造の転換を図

るとともに、人員削減を含む国内営業体制の大幅見直

しを実施している。

　

③携帯電話・デジタルカメラ事業については、事業収支

の変動が大変大きな事業に属するため、急激な事業環

境変化にも対応できる体制構築を急ぐこととし、売上

高の増大を目指すのに加えて、生産の海外移転などに

より徹底的に固定費の削減を行った。

　

④その他不採算事業・不採算会社についても原則撤退

・清算を視野に入れ改革を継続することとし、当社が

保有するグループ会社の株式も、事業運営上、効果が

低いものについては原則売却する方向で検討を進め

た。そのひとつとして液晶パネル事業においては、平

成18年12月にセイコーエプソン㈱との合弁会社であ

る三洋エプソンイメージングデバイス㈱の全株式を

同社に譲渡し、同事業から撤退した。

　

⑤平成18年12月にプロ野球オールスターゲームの冠ス

ポンサー契約終了を発表したのをはじめ、徹底した間

接費用の合理化を進めた。

　

　以上の通り、事業環境変化にともなう追加の構造改革

実施により、最終損益の回復は遅れる結果となった。し

かしながら、当初策定した中期経営計画の一部を見直

し、その諸施策を確実に遂行していく中で、抜本的構造

改革の完遂、収益の回復ならびに着実な成長の実現を目

指してきた。
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第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

２．今後の方針

　平成19年度については、中期経営計画の最終年度とし

て、メーカーの原点である現場の目線に立ち返り、全社

員がベクトルを統一させ、中期経営計画に沿った施策を

着実に実行していく。

──────

　

  

（１）コア事業について

　平成18年11月の中期経営計画見直し時に、当社事業の

競争力について改めて検討し、戦略の練り直しを行っ

た。

　これに沿い、パワーソリューション、冷熱・コマーシャ

ル、電子部品事業に資源を集中的に投資し、新たな成長

エンジンの確立と全社利益の牽引を両立するための施

策を打ち出し、特に、市場の伸長が著しい太陽電池事業

については、戦略的投資を行い、生産体制を増強してい

く。また、パーソナルモバイル事業については、事業のリ

スクを鑑み、売上減少時においても利益が確保できる体

質に転換することを優先して事業を推進していく。

　

　

　

  

（２）構造改革事業について

　独立した事業体への変革を行った半導体事業について

は、営業利益で黒字転換を果たし、今後もその定着を

図っていく。また、同様の変革を行ったテレビ事業につ

いても、当社グループが強みを持つ北米に集中すること

により、着実な収益の回復を目指していく。一方、電化機

器事業については、家庭用冷蔵庫事業における中国 ハ

イアール社との提携に伴う国内製造事業からの撤退、国

内営業改革などの施策を実施しており、今後とも利益の

回復を最優先に事業展開していく。

　

　

  

（３）関連会社・生産拠点の再編（統廃合）

　関係会社数が多数存在することにより、多額のコスト

が発生し、経営資源も分散していることから整理・清

算、事業統合による事業効率向上を引き続き推進する。

　以上、当社グループは、この中期経営計画に沿って、あ

らゆる事業や機能を徹底的に見直し、成長戦略を確かな

ものとしていく。

　従って、当面シンジケートローン契約及びコミットメ

ントライン契約に付されている財務制限条項にも抵触

しないものと判断している。

　当事業年度の財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の存在を当財務諸表に

反映していない。
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（重要な会計方針）

摘要
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法、

売却原価は移動平均法）

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1）デリバティブ

時価法

(2）金銭信託

時価法

デリバティブ

同左

──────

　

３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

評価基準　　原価法

評価方法　　製品、仕掛品は総平均法、原材

料は移動平均法、部品は先入

先出法

　同左

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定

額法による。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法による。

また、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法、市場販売目的のソフトウエ

アについては、見込販売数量に基づく償却

額と見込販売有効期間（３年以内）に基

づく均等償却額とのいずれか大きい額を

計上している。 

──────

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定

額法による。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法による。

また、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法、市場販売目的のソフトウエ

アについては、見込販売数量に基づく償却

額と見込販売有効期間（３年以内）に基

づく均等償却額とのいずれか大きい額を

計上している。 

 （会計方針の変更）

法人税法の改正（所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号及び法人税法施行令の一部を改正す

る政令　平成19年３月30日　政令第83号）

に伴い、平成19年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更している。これに伴い、前期

と同一の方法によった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が

 2,104百万円減少している。

（追加情報）

平成19年３月31日以前に取得したものに

ついては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法

によっている。当該変更に伴う損益に与え

る影響は、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益が 1,083百万円減少している。
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摘要
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

５．引当金の計上基準 貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上している。

貸倒引当金　　　同左

 製品保証引当金　販売した製品の無償サー

ビス費用に充てるため、

必要見込額を計上して

いる。

製品保証引当金　同左

 

 

 

 退職給付引当金　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき計上している。

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務年数による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年

度から費用処理する。

──────

退職給付引当金　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき計上している。

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務年数による定額法

により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年

度から費用処理する。

      （追加情報）

     　　　   当社は、平成20年３月

　　　　　    １日付で、退職年金の

　　　　　　  一部（Ａ年金）につい　

　　　　　　  て、確定拠出年金へ移

　　　　　　  行した。それに伴い発

　　　　　　  生した過去勤務債務を

　　　　　　  一括償却し、特別利益

              に 8,661百万円計上し

  ている。

 関係会社損失

引当金

関係会社の事業に係る

損失の当社負担に備え

るため、関係会社の財

政状態等を勘案し、当

該関係会社への投融資

額を超えて負担が見込

まれる額を引当計上し

ている。

関係会社損失

引当金

同左
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摘要
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

　同左

７．ヘッジ会計の方法 外貨建債権債務及び外貨建予定取引に対

し、為替変動リスクをヘッジするため為替

予約を行い、振当処理及び繰延ヘッジ処理

を行っている。また、有利子負債に対し、金

利変動リスクをヘッジするため金利ス

ワップを行い、スワップの特例処理を行っ

ている。為替予約、金利スワップとも社内

の規定に基づき行っており、ヘッジ有効性

の判定についてはヘッジ手段とヘッジ対

象に関する重要な条件が同一であること

を確認している。

外貨建債権債務及び外貨建予定取引に対

し、為替変動リスクをヘッジするため為替

予約を行い、振当処理及び繰延ヘッジ処理

を行っている。また、有利子負債に対し、金

利変動リスクをヘッジするため金利ス

ワップを行い、特例処理の要件を

満たしている場合には特例処理を行って

いる。為替予約、金利スワップとも社内の

規定に基づき行っており、ヘッジ有効性の

判定についてはヘッジ手段とヘッジ対象

に関する重要な条件が同一であることを

確認している。

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。

（１）消費税等の会計処理

　　　同左 

　 ────── （２）連結納税制度の適用

 　　　当事業年度から連結納税制度を適

　　　 用している。
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（会計方針の変更）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月

９日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は346,121百万

円である。

　なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成している。

──────

　

　

　

企業結合に係る会計基準等

　当期より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成

17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用して

いる。

──────

　

（表示方法の変更）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

長期預金は、総資産の1/100を超えたため、区分掲記した。

なお、前期の長期預金は、2,000百万円であり、投資その他の

資産その他に含めている。

──────

為替差損は、営業外費用の10/100以下のため、営業外費用そ

の他に含めている。

なお、当期の為替差損は、1,894百万円である。

──────

──────

　

為替差損は、営業外費用の10/100を超えたため、区分掲記し

た。 

なお、前期の為替差損は、1,894百万円である。

棚卸資産処分損は、営業外費用の10/100以下のため、営業外

費用その他に含めている。

なお、当期の棚卸資産処分損は、2,148百万円である。

──────

　

──────  

　

前期において、「現金及び預金」に含めて表示していた譲

渡性預金は、「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）において有価証券として取り扱う

こととされたため、当期より「有価証券」に含めて表示し

ている。

なお、前期末の譲渡性預金残高は 130,000百万円である。 
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（注記事項）

（貸借対照表関係）

第83期
（平成19年３月31日）

第84期
（平成20年３月31日）

（※１）当期末日は金融機関の休日のため、以下の当期

末日満期の手形が未決済のものとして期末残高

に含まれている。

──────

 

 

　 （百万円）

受取手形 2,243

支払手形 0

　 　

　  

　  

（※２）関係会社に対する主な資産・負債

（関係会社に対するもので区分掲記したものを

除く。）

（※２）関係会社に対する主な資産・負債

（関係会社に対するもので区分掲記したものを

除く。）

　 （百万円）

受取手形 485

売掛金 112,301

未収入金 28,736

買掛金 90,359

未払金 24,697

預り金 20,759

　 （百万円）

受取手形 315

売掛金 143,625

未収入金 55,403

買掛金 87,398

未払金 37,052

預り金 41,287

（※３）このうち取得価額より控除している圧縮記帳額 （※３）このうち取得価額より控除している圧縮記帳額

　 （百万円）

建物 63

構築物 5

機械及び装置 1,071

工具器具及び備品 43

合計 1,183

　 （百万円）

建物 63

構築物 2

機械及び装置 1,043

工具器具及び備品 32

合計 1,142
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第83期
（平成19年３月31日）

第84期
（平成20年３月31日）

偶発債務

（借入金等に対する保証債務残高）

偶発債務

（借入金等に対する保証債務残高）

　 （百万円）

三洋半導体製造㈱ 23,959

従業員（住宅借入金） 13,342

その他　８社 7,401

合計 44,703

　 （百万円）

三洋半導体製造㈱ 23,306

従業員（住宅借入金） 12,026

その他　７社 5,290

合計 40,623

（借入金等に対する保証予約残高） （借入金等に対する保証予約残高）

　 （百万円）

三洋半導体製造㈱ 11,145

三洋オートメディア㈱ 5,550

その他　18社 11,765

合計 28,461

　 （百万円）

三洋オートメディア㈱ 4,648

三洋半導体製造㈱ 3,280

その他　19社 8,111

合計 16,039

（外貨建売掛債権譲渡に伴う買戻義務）

　 （百万円）

　 7,412

────── 

────── 

　 　

　  

（受取手形の割引高）

 （百万円）　

受取手形 2,599

輸出為替手形 34,450

　この他、経営指導念書 6,848百万円の差入を行っている。 　この他、経営指導念書 2,185百万円の差入を行っている。

　当社は、安定的な運転資金枠の確保のため、取引銀行４行

と、貸出コミットメント契約を締結している。

　当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等はつぎのとおりである。

　 （百万円）

貸出コミットメントの総額 100,000

借入実行残高 －

差引額 100,000

　当社は、安定的な運転資金枠の確保のため、取引銀行　４

行と、貸出コミットメント契約を締結している。

　当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等はつぎのとおりである。

　 （百万円）

貸出コミットメントの総額 100,000

借入実行残高 －

差引額 100,000

シンジケートローン契約（借入残高100,000百万円）におい

て当社は、株式会社格付投資情報センター及び株式会社日

本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、BBB

マイナス以上に維持することを確約している。この確約が

維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本

契約上の債務について期限の利益を失う。

　コミットメントライン契約（借入実行残高－百万円、借

入未実行残高100,000百万円）において当社は、株式会社格

付投資情報センター及び株式会社日本格付研究所の長期

債務格付の内、いずれか高い方を、BBBマイナス以上に維

持することを確約している。この確約が維持できない場合

は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本契約上の債務に

ついて期限の利益を失い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅

する。

シンジケートローン契約（借入残高 80,000百万円）におい

て当社は、株式会社格付投資情報センター及び株式会社日

本格付研究所の長期債務格付の内、いずれか高い方を、BBB

マイナス以上に維持することを確約している。この確約が

維持できない場合は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本

契約上の債務について期限の利益を失う。

　コミットメントライン契約（借入実行残高－百万円、借

入未実行残高100,000百万円）において当社は、株式会社格

付投資情報センター及び株式会社日本格付研究所の長期

債務格付の内、いずれか高い方を、BBBマイナス以上に維

持することを確約している。この確約が維持できない場合

は、多数貸付人の請求に基づき、当社は本契約上の債務に

ついて期限の利益を失い、かつ全貸付人の貸付義務は消滅

する。
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第83期
（平成19年３月31日）

第84期
（平成20年３月31日）

金銭信託の残高は88,000百万円である。これは、平成18年３

月14日に実施した第三者割当増資300,000百万円から前期

に支出した35,200百万円、及び構造改革による三洋半導体

株式会社の分社化、設備投資・研究開発により支出した

176,800百万円を控除したものである。この信託資金の使途

は、中期経営計画に基づき、構造改革の一段の加速・推進

並びに、今後のコア事業を中心とした成長戦略に必要な設

備投資及び研究開発投資等に限定されている。

──────

（損益計算書関係）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（※１）関係会社との主な取引 （※１）関係会社との主な取引

　 （百万円）

売上高 682,673

材料及び外注製品仕入高 522,314

営業外収益 24,770

（このうち受取賃貸料 4,931）

（　　　　受取配当金 4,742）

（　　　　販売権使用料 6,786）

　 （百万円）

売上高 860,417

材料及び外注製品仕入高 746,231

営業外収益 20,796

（このうち受取賃貸料 4,218）

（　　　　受取配当金 5,525）

（　　　　販売権使用料 3,641）

（※２）他勘定振替高　　固定資産、販売費及び一般管理費

等への振替高である。

（※２）他勘定振替高　　固定資産、販売費及び一般管理費

等への振替高である。

（※３）販売費及び一般管理費の主な内訳 （※３）販売費及び一般管理費の主な内訳

　 （百万円）

販売助成費 23,580

保管運搬費 13,669

サービス費 15,198

製品保証引当金繰入額 3,676

特許料 20,373

宣伝広告費 7,700

販売促進費 3,614

貸倒引当金繰入額 902

従業員給与手当 26,907

退職給付引当金繰入額 2,754

福利厚生費 5,642

減価償却費 5,902

手数料 17,131

　 （百万円）

販売助成費 9,823

保管運搬費 14,898

サービス費 13,270

製品保証引当金繰入額 3,467

特許料 23,900

宣伝広告費 7,725

販売促進費 5,479

貸倒引当金繰入額 0

従業員給与手当 28,200

退職給付引当金繰入額 659

福利厚生費 5,594

減価償却費 6,121

手数料 18,772

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

65％である。

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

19,459百万円である。研究開発費は各費目に含ま

れているが、主な内訳は、従業員給与手当6,436百

万円、福利厚生費1,202百万円、減価償却費2,118百

万円、手数料2,273百万円である。

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約　

66％である。

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は　

　　16,842百万円である。研究開発費は各費目に含

まれているが、主な内訳は、従業員給与手当　　

5,329百万円、福利厚生費1,033百万円、減価償却費

2,489百万円、手数料2,485百万円である。
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第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（※４）固定資産売却益の内訳 （※４）固定資産売却益の内訳

　 （百万円）

機械及び装置 125

土地 9,918

その他 29

合計 10,073

　 （百万円）

機械及び装置   68

土地 1,987

その他 136

合計 2,193

（※５）固定資産処分損の内訳 （※５）固定資産処分損の内訳

　 （百万円）

建物 528

機械及び装置 1,763

工具器具及び備品 1,041

その他 138

合計 3,471

なお、構造改革に係る固定資産処分損 23百万

円を構造改革費用に振替えている。

　 （百万円）

建物 887

機械及び装置 1,821

工具器具及び備品 1,201

その他 354

合計 4,264

　

 

（※６）一般管理費及び当期製造総費用

に含まれている研究開発費

（百万円）

94,380

（※６）一般管理費及び当期製造総費用

に含まれている研究開発費

（百万円）

85,421

（※７）商品対策費は、商品の不具合に伴う対策費用やリ

コール費用などである。

（※７）商品対策費は、商品の不具合に伴う対策費用やリ

コール費用などである。

（※８）構造改革費用

主なものは、退職加算金 7,705百万円及びＡＶ事業（テレ

ビ等）、冷蔵庫事業などにおける構造改革に伴う固定資産

減損229百万円、関係会社に対する債権放棄、貸倒引当金繰

入額 1,258百万円である。

──────
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第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（※９）減損損失

当社は、事業の種類、製品カテゴリー等を総合的に勘案

し、資産のグルーピングを行っている。

賃貸資産、売却予定資産及び遊休資産における市場価値

の下落、また一部事業用資産において収益性の低下によ

り投資額の回収が見込めなくなったため、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失計上額として 7,324百万円を特別損失に計上している。

なお、このうち構造改革事業にかかる減損損失 229百万

円は構造改革費用に含めて計上している。

減損損失については、次のとおりである。

コンプレッサー事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡

ほか） 1,357百万円

機械 694百万円、建物 424百万円、その他 237百万円

アクア事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡ほか）

1,273百万円

工具器具及び備品 448百万円、建物 405百万円、機械 378

百万円、その他 40百万円

ホームエレクトロニクス空調事業にかかる事業用資産

（群馬県邑楽郡ほか） 569百万円

工具器具及び備品 223百万円、機械 212百万円、その

他 133百万円

その他の事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡ほか）

 1,445百万円

機械 530百万円、建設仮勘定 477百万円、その他 437百万

円

賃貸資産（茨城県つくば市ほか） 1,387百万円

土地 1,061百万円、建物 295百万円、その他 30百万円売却

予定資産（兵庫県神戸市ほか） 784百万円

建物 399百万円、土地 364百万円、その他 21百万円

遊休資産（大阪府守口市ほか） 511百万円

建物 448百万円、機械 34百万円、その他 28百万円

賃貸資産、売却予定資産、遊休資産及び事業用資産につい

ては、回収可能額を正味売却価額により測定しており、正

味売却価額については、資産の見積り処分価額、不動産鑑

定評価額等を使用している。

（※９）減損損失

当社は、事業の種類、製品カテゴリー等を総合的に勘案

し、資産のグルーピングを行っている。

売却予定資産及び遊休資産における市場価値の下落、ま

た一部事業用資産において収益性の低下により投資額の

回収が見込めなくなったため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失計上額と

して 8,613百万円を特別損失に計上している。

 

減損損失については、次のとおりである。

業務用食品機器事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡

ほか） 3,906百万円

建物 2,076百万円、機械 1,162百万円、その他 666百万円

業務用空調事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡ほ

か） 1,136百万円

機械 462百万円、工具器具及び備品 405百万円、その他

 268百万円

その他の事業にかかる事業用資産（群馬県邑楽郡ほか）

　　　1,101百万円

工具器具及び備品 499百万円、機械 336百万円、その他

 266百万円

処分予定資産（大阪府大東市ほか） 2,464百万円

長期前払費用 2,317百万円、ソフトウエア 146百万円

遊休資産（群馬県邑楽郡ほか）　4百万円

機械 2百万円、工具器具及び備品 1百万円、その他 0百万

円

業務用食品機器事業にかかる事業用資産については、回

収可能価額を使用可能価額により測定しており、使用価

値の算定に用いる割引率は7.36％を使用している。上記以

外の事業用資産、処分予定資産、遊休資産については、回

収可能額を正味売却価額により測定しており、正味売却

価額については、資産の見積り処分価額、不動産鑑定評価

額等を使用している。
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（株主資本等変動計算書関係）

第83期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 17,874 377 58 18,192

合計 17,874 377 58 18,192

　（注）　普通株式の自己株式の増加377千株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少58千株は、単元未満株式の

買増請求による売渡しである。

第84期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 18,192 440 47 18,585

合計 18,192 440 47 18,585

　（注）　普通株式の自己株式の増加440千株は、単元未満株式の買取りによる取得であり、減少47千株は、単元未満株式の

買増請求による売渡しである。
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（リース取引関係）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装
置

5,796 3,578 － 2,217

工具器具及
び備品

2,146 1,010 268 866

その他 865 617 81 166

合計 8,808 5,207 350 3,250

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

減損損失
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装
置

7,198 2,609 － 4,588

工具器具及
び備品

1,565 877 79 608

その他 278 154 55 68

合計 9,042 3,641 134 5,265

取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっている。

取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法によっている。

(2)未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等

　 (百万円)

１年内 1,230

１年超 2,143

合計 3,374

　 (百万円)

１年内 1,328

１年超 3,997

合計 5,326

リース資産減損勘定の残高 124 リース資産減損勘定の残高 61

未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっている。

未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっている。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

　                                         (百万円) 　                                         (百万円)

支払リース料 1,955

リース資産減損勘定の取崩額 452

減価償却費相当額 1,955

減損損失 13

支払リース料 1,612

リース資産減損勘定の取崩額 76

減価償却費相当額 1,612

減損損失 13

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　第83期（平成19年３月31日現在）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 721百万円 8,197百万円 7,475百万円

関連会社株式 11,981百万円 36,604百万円 24,623百万円

　第84期（平成20年３月31日現在）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 721百万円 8,209百万円 7,487百万円

関連会社株式 7,975百万円 29,213百万円 21,237百万円
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（税効果会計関係）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 33,204

未払費用 13,106

投資有価証券 52,563

貸倒引当金 5,561

関係会社損失引当金 7,598

棚卸資産 5,359

固定資産 10,317

繰越欠損金 113,365

その他 4,170

繰延税金資産小計 245,246

評価性引当金 △245,246

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △4,608

措置法積立金 △1,111

現物出資課税繰延 △1,361

仮払金 △68

繰延税金負債合計 △7,149

繰延税金負債の純額 △7,149

　  

繰延税金資産 （百万円）

退職給付引当金 27,910

未払費用 14,859

投資有価証券 95,958

貸倒引当金 2,030

関係会社損失引当金 430

棚卸資産 5,446

固定資産 11,433

繰越欠損金 117,038

その他 3,024

繰延税金資産小計 278,134

評価性引当金 △278,134

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △486

為替予約時価評価損益 △214

特別償却準備金 △577

現物出資課税繰延 △1,361

仮払金 △29

繰延税金負債合計 △2,669

繰延税金負債の純額 △2,669

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主なもの

税引前当期純損失が計上されているため記載してい

ない。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の主なもの

　

　 法定実効税率 　40.5％

　（調整） 　

評価性引当金 △121.6％

関係会社株式減損 　78.7％

外国法人税額等  　8.2％

損金算入外国法人税額 △6.1％

タックスヘイブン課税留保額    3.4％

その他    2.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  　5.3％
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（企業結合等関係）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

新設分割による事業分離

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離　　

　 を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む

　 事業分離の概要

（１）分離先企業の名称

　　　三洋半導体㈱

（２）分離した事業の内容

　　　各種半導体の製造・販売

（３）事業分離を行った主な理由

　　　環境変化に即応しうる機動的な事業運営と、資　　　　　

　　　　　　　　　

　　　本市場からの資金調達にも柔軟に対応しうる体

　　　制を構築するため、半導体カンパニーに属する

　　　半導体事業を分社化した。

（４）事業分離日

　　　平成18年７月１日

（５）法的形式

　　　当社の半導体事業を新設分割設立会社に継承さ

　　　せる分社型の新設分割（物的分割）である。

２．実施した会計処理の概要

（１）移転損益

　　　当社より移転された資産及び負債の対価として

　　　取得する株式の取得原価（66,869百万円）は、

　　　当該資産及び負債の適正な帳簿価格による純資

　　　産額に基づいて算定しているため、移転損益は

　　　認識していない。

（２）受取対価の種類

　　　　普通株式　　　　　　　　　 　　100,000株

（３）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿

　　  価格並びにその主な内訳

 　　　 流動資産　                  92,730百万円

　      固定資産　                  16,251百万円

　　    資産合計　               　108,981百万円

　　    流動負債　　              　39,659百万円

　　    固定負債　　               　2,452百万円

　　    負債合計　　              　42,112百万円

３．当期の損益計算書に計上されている分離した事業

　  に係る損益の概算額

　　　  売上高　　　　　　　  　 　32,000百万円

　　　  営業損失　　　　            2,000百万円

 

共通支配下の取引等

 １．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企

    業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

    の目的を含む取引の概要

 　 　当社は、当社の 100％子会社である三洋セール

　　スアンドマーケティング㈱を平成19年４月１日付

　　で吸収合併した。

 （１）合併の目的

　　　三洋電機グループにおける海外マーケティング

　　　戦略の一元化、ならびにグローバル営業体制の

　　　構築・強化を目的としている。

（２）合併の方法

　　　当社を存続会社とし、三洋セールスアンドマー

　　　ケティング㈱を消滅会社とする吸収合併方式。

（３）合併期日

　　　平成19年４月１日

（４）平成19年３月31日における被合併会社の資産及

　　　び負債の状況 

 　　 流動資産　　　　　　　　　 　153,334百万円

　　　固定資産　　　　　　　　　　　30,346百万円

　　　資産合計　　　　　　　　   　183,681百万円

　　　流動負債　　　　　　　　　   147,508百万円

　　　固定負債　　　　　　　　　    17,137百万円

　　　負債合計　　　　　　　　   　164,646百万円

　　　純資産　　　　　　　　　   　 19,034百万円

 ２．実施した会計処理の概要

　　「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

　　会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議　　

　　会　平成15年10月31日））及び「企業結合会計基　

　　準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」　

　　（企業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27

　　日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理

　　を行っている。
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（１株当たり情報）

摘要
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 7.51 9.75

１株当たり当期純損失（円） 9.31 －

１株当たり当期純利益（円） － 3.08

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益（円）
－ －

　

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は、１株当たり当期純損失が計

上されているため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載して

いない。

 

　（注）　１株当たり当期純利益（△損失）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。

　
第83期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益（△損失）   

　当期純利益（△損失）（百万円） △57,144 18,905

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（△損失）

（百万円）
△57,144 18,905

　期中平均普通株式数（株） 1,854,145,286 1,853,953,449

　転換比率考慮後期中平均優先株式数

（株）
4,285,715,000 4,285,715,000

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

　当期純利益調整額（百万円） － －

　普通株式増加数（株） － －

　（うち、新株予約権）（株） － －

　   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

ストックオプション。

ストックオプションの概要は、「新

株予約権等の状況」及び「ストッ

クオプション制度の内容」に記載

している。

ストックオプション。

ストックオプションの概要は、「新

株予約権等の状況」及び「ストッ

クオプション制度の内容」に記載

している。
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（重要な後発事象）

第83期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第84期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

三洋セールスアンドマーケティング㈱との合併

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業

結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目

的を含む取引の概要

　当社は、当社の100％子会社である三洋セールスア

ンドマーケティング㈱を平成19年４月１日付で吸

収合併した。

携帯電話事業の譲渡

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離

を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む

事業分離の概要　

当社は、平成20年４月１日付で会社分割により携帯

電話事業を京セラ㈱に事業譲渡した。　

（１）合併の目的

三洋電機グループにおける海外マーケティング

戦略の一元化、ならびにグローバル営業体制の構

築・強化を目的としている。

（１）分離先企業の名称

京セラ㈱

（２）合併の方法

当社を存続会社とし、三洋セールスアンドマーケ

ティング㈱を消滅会社とする吸収合併方式

（２）分離した事業の内容

携帯電話事業、ＰＨＳ端末事業、ＰＨＳ基地局事

業及び無線通信システム事業

（３）合併期日

平成19年４月１日

（３）事業分離を行った主な理由

携帯電話事業の他社への事業譲渡により経営基

盤の強化を図るため

（４）平成19年３月31日における被合併会社の資産及

び負債の状況

（４）事業分離日

　　　　 平成20年４月１日

　 （５）法的形式を含む事業分離の概要

　　　　 当社を分割会社、京セラ㈱を承継会社とする現金

　　　　 対価吸収分割

科目
金額

(百万円) 科目
金額

(百万円)

流動資産 153,334 流動負債 147,508

固定資産 30,346 固定負債 17,137

　  負債合計 164,646

資産合計 183,681 純資産 19,034

　

２．実施した会計処理の概要

　　　株式割当にかえて交付される金銭の金額

　　   　現在両者で合意すべく協議している。

　　　　　金銭の金額については、当社と京セラ㈱の間で

　　　　合意した事業総価値500億円からその前提となった

　　　　想定事業用手元現預金を差引いて得られた金額を

　　　　基礎とし、分割期日時点における承継有利子負

　　　　債、承継現預金の残高及び両者で別途合意した調

　　　　整項目を加除して得られる額の金銭及び当社の京

　　　　セラ㈱に対する支払請求権（かかる金銭と債権の

　　　　内訳は、両者間で別途合意する。）並びに実務

　　　　上、承継債務に含めることができない当社の買掛

　　　　金・未払金等に相当する額の当社の京セラ㈱に対

　　　　する支払請求権となる。

　　　　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成15年10月31日））及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に

基づき、共通支配下の取引として会計処理を行って

いる。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（千株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

イオン㈱ 1,992 2,367

大連冷凍机股?有限公司 35,001 2,264

ヤマダ電機㈱ 147 1,264

(株)ベスト電器 1,147 922

(株)マルエツ 946 869

フジテック(株） 1,500 840

上新電機(株) 714 735

三桜工業（株） 1,355 729

(株)ヤクルト本社 130 403

関西国際空港（株） 6 322

その他（201銘柄） 34,959 7,039

小計 77,902 17,757

計 77,902 17,757

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他

有価証券

譲渡性預金 ― 2,000

小計 ― 2,000

 投資有価証

 券

 その他

 有価証券

　投資事業有限責任組合への出資

 （8銘柄）

―

 
439

小計 ― 439

計 ― 2,439
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

〈有形固定資産〉        

建物 191,337 5,828
7,141

(2,326)
190,024 122,626 5,492 67,397

構築物 25,902 365
569

(33)
25,698 19,427 801 6,270

機械及び装置 237,517 19,694
18,009

(1,964)
239,202 172,543 14,969 66,658

車両及びその他の陸上運

搬具
918 142

130

(13)
929 768 74 160

工具器具及び備品 109,689 11,955
18,745

(1,356)
102,899 90,488 12,102 12,410

土地 39,161 1,649
1,363

－
39,447 － － 39,447

建設仮勘定 4,403 37,553
35,000

(193)
6,957 － － 6,957

有形固定資産計 608,931 77,189
80,961

(5,888)
605,159 405,855 33,440 199,303

〈無形固定資産〉        

借地権 824 － － 824 － － 824

ソフトウエア 27,521 2,484
1,648

(390)
28,357 21,275 4,010 7,081

施設利用権 135 －
3

(0)
131 108 4 22

その他 139 0
2

(2)
136 － － 136

無形固定資産計 28,620 2,484
1,655

(392)
29,450 21,384 4,014 8,065

〈長期前払費用〉 21,424 7,287
5,946

(2,319)
22,765 9,823 2,639 12,941

〈繰延資産〉        

───── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期減少額のうち（　　）内の金額は、減損損失であり内書である。

２．当期増加額のうち、三洋セールスアンドマーケティング㈱との合併により引継いだ金額は、建物2,281百万円、

構築物198百万円、車両運搬具3百万円、工具器具及び備品187百万円、土地1,649百万円、ソフトウェア91百万

円、その他の無形固定資産0百万円及び長期前払費用37百万円である。

３．機械及び装置の当期増加額のうち主なものは、モバイルエナジーカンパニー（二次電池製造設備ほか）

13,725百万円及びクリーンエナジーカンパニー（太陽電池製造設備ほか）2,332百万円であり、当期減少額の

うち主なものは、モバイルエナジーカンパニー（二次電池製造設備ほか）7,895百万円及び冷蔵庫部門の国内

製造撤退に伴うもの3,291百万円である。

　　　　４．工具器具及び備品の当期増加額のうち主なものは、テレコムカンパニー（金型ほか）3,648百万円及びＤＩ

　　　　　　カンパニー（金型ほか）2,888百万円であり、当期減少額のうち主なものは、テレコムカンパニー（金型ほ

　　　　　　か）6,239百万円及びＤＩカンパニー（金型ほか）2,127百万円である。　

５．建設仮勘定の当期増加額の主なものは、機械装置（モバイルエナジーカンパニーほか）21,145百万円及び工

具器具及び備品（テレコムカンパニーほか）11,690百万円である。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 13,913 4,862 10,524 2,611 5,640

製品保証引当金 3,676 3,467 3,676 － 3,467

関係会社損失引当金 18,761 2,430 17,816 2,311 1,063

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、対象債権の減少によるものである。

２．関係会社損失引当金の当期減少額（その他）は、対象会社の財政状態の改善により不要となったものであ

る。
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（被合併会社である三洋セールスアンドマーケティング株式会社の財務諸表）

①　貸借対照表

  
第39期

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　    

Ⅰ　流動資産 　    

１．現金及び預金 　  3,446  

２．受取手形 ※１  2,479  

３．売掛金 ※２  137,759  

４．商品 　  2,198  

５．前渡金 　  12  

６．未収消費税等 　  5,360  

７．関係会社短期貸付金 　  601  

８．その他 　  4,254  

貸倒引当金 　  △2,778  

流動資産合計 　  153,334 83.5

Ⅱ　固定資産 　    

(1）有形固定資産 　    

１．建物 　 2,281   

減価償却累計額 　 △1,745 535  

２．構築物 　 198   

減価償却累計額 　 △178 19  

３．車両運搬具 　 3   

減価償却累計額 　 △3 0  

４．工具器具及び備品 　 236   

減価償却累計額 　 △192 43  

５．土地 　  1,649  

有形固定資産合計 　  2,249 1.2

(2）無形固定資産 　    

ソフトウエア 　  55  

無形固定資産合計 　  55 0.0
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第39期

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産 　    

１．投資有価証券 　  11,685  

２．関係会社株式 　  16,293  

３．出資金 　  8  

４．関係会社長期貸付金 　  2,338  

５．破産更生債権 　  718  

６．長期前払費用 　  21  

７．その他 　  247  

投資損失引当金 　  △1,780  

貸倒引当金 　  △1,491  

投資その他の資産合計 　  28,041 15.3

固定資産合計 　  30,346 16.5

資産合計 　  183,681 100.0

　 　    

（負債の部） 　    

Ⅰ　流動負債 　    

１．支払手形 　  472  

２．買掛金 ※２  97,275  

３．関係会社短期借入金 　  3,700  

４．短期借入金 　  25,565  

５．未払金 ※２  5,767  

６．未払法人税等 　  1,344  

７．未払消費税等 　  588  

８．未払費用 　  3,888  

９．前受金 　  589  

10．預り金 　  8,268  

11．その他 　  49  

流動負債合計 　  147,508 80.3

Ⅱ　固定負債 　    

１．長期借入金 　  16,700  

２．長期未払金 　  91  

３．繰延税金負債 　  346  

固定負債合計 　  17,137 9.3

負債合計 　  164,646 89.6
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第39期

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　    

Ⅰ　株主資本 　    

１．資本金 　  13,804 7.5

２．資本剰余金 　    

資本準備金 　 10,380   

資本剰余金合計 　  10,380 5.7

３．利益剰余金 　    

(1）利益準備金 　 495   

(2）その他利益剰余金 　    

繰越利益剰余金 　 △6,151   

利益剰余金合計 　  △5,655 △3.1

株主資本合計 　  18,529 10.1

Ⅱ　評価・換算差額等 　    

その他有価証券評価差
額金

　  504 0.3

評価・換算差額等合計 　  504 0.3

純資産合計 　  19,034 10.4

負債純資産合計 　  183,681 100.0
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②　損益計算書

  
第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 ※１  884,461 100.0

Ⅱ　売上原価 　    

１．商品期首棚卸高 　 3,677   

２．当期商品仕入高 ※１ 868,632   

合計 　 872,309   

３．商品期末棚卸高 　 2,198 870,111 98.4

売上総利益 　  14,350 1.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  9,656 1.1

営業利益 　  4,694 0.5

Ⅳ　営業外収益 ※１    

１．受取利息 　 416   

２．有価証券利息 　 5   

３．受取配当金 ※１ 572   

４．デリバティブ評価益 　 381   

５．その他 　 224 1,601 0.2

Ⅴ　営業外費用 　    

１．支払利息 　 1,019   

２．債権売却損 　 3,103   

３．その他 　 135 4,258 0.5

経常利益 　  2,037 0.2

Ⅵ　特別利益 　    

１．投資損失引当金戻入額 　 462   

２．貸倒引当金戻入額 　 1,041   

３．投資有価証券売却益 　 196   

４．抱合せ株式消滅差益 　 216   

５．その他 　 89 2,005 0.3
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第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失 　    

１．割増退職金 　 300   

２．固定資産除却損 ※３ 180   

３．関係会社整理損 　 132   

４．投資有価証券売却損 　 259   

５．関係会社株式等評価損 　 2,668 3,540 0.4

税引前当期純利益 　  502 0.1

法人税、住民税及び事業
税

　  1,225 0.2

当期純損失 　  722 △0.1
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③　株主資本等変動計算書

第39期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

13,804 10,380 495 △5,428 △4,932 19,252

事業年度中の変動額       

当期純損失    △722 △722 △722

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

      

事業年度中の変動額合計
（百万円）

   △722 △722 △722

平成19年３月31日　残高
（百万円）

13,804 10,380 495 △6,151 △5,655 18,529

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

117 19,370

事業年度中の変動額   

当期純損失  △722

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

387 387

事業年度中の変動額合計
（百万円）

387 △335

平成19年３月31日　残高
（百万円）

504 19,034
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（重要な会計方針）

摘要
第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法、

売却原価は移動平均法）

 ②時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法

時価法

３．棚卸資産の評価基準及

び評価方法

評価基準　　原価法

評価方法　　輸入取引により生じた在庫は

個別法による原価法、海外ス

トックポイント在庫は先入

先出法による原価法、その他

の在庫は最終仕入原価法に

よっている。

４．固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定

額法による。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法による。

また、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法による。

５．引当金の計上基準 貸倒引当金　　　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上している。

　 投資損失

引当金

　

子会社等の株式につき投

資先の実質価額の著しい

下落はあるが、回復可能

性があると認められるた

めに減損処理の対象とは

ならないものの、外的要

因によって回復可能性に

不確実性が伴うものにつ

いては、実質価額の著し

い下落による損失に備え

るため、健全性の観点か

ら投資先の財政状態を勘

案して必要額を計上して

いる。
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摘要
第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。

７．その他財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用している。
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（会計方針の変更）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月

９日）を適用している。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は19,034百万

円である。

　なお、当期における貸借対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則に

より作成している。

企業結合に係る会計基準等

　当期より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成

17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用して

いる。
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（注記事項）

（貸借対照表関係）

第39期
（平成19年３月31日）

（※１）当期末日は金融機関の休日のため、以下の当期

末日満期の手形が未決済のものとして期末残高

に含まれている。

　 （百万円）

受取手形　 433

（※２）関係会社に対する主な資産・負債

（関係会社に対するもので区分掲記したものを

除く。）

　 （百万円）

売掛金 22,147

買掛金 66,875

未払金 1,912

（３）偶発債務

（借入金等に対する保証債務残高）

　 （百万円）　

三洋フィリピン㈱ 472

三洋セールスアンドサービス

（株）
625

合計 1,097

（外貨建売掛債権譲渡に伴う買戻義務）

　 （百万円）

　 12,771

（受取手形割引高）

　 （百万円）

　 35,467
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（損益計算書関係）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（※１）関係会社との主な取引

　 （百万円）

売上高 164,668

商品仕入高 495,949

営業外収益 460

（このうち受取配当金 392）

（※２）販売費及び一般管理費の主な内訳

　 （百万円）

宣伝広告費 1,129

販促宣伝費 1,495

従業員給与手当 3,003

旅費交通費 1,033

手数料 918

減価償却費 91

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

57％である。

（※３）固定資産除却損の内訳

　 （百万円）

工具器具及び備品 6

ソフトウエア 174

合計 180
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（株主資本等変動計算書関係）

第39期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 8,009 － － 8,009

合計 8,009 － － 8,009
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（リース取引関係）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具器具及
び備品

72 34 37

ソフトウエ
ア

40 35 4

合計 112 69 42

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　 （百万円）

１年内 17

１年超 25

合計 43

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 30

減価償却費相当額 28

支払利息相当額 1

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっている。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はない。
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（有価証券関係）

第39期（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
株式 1,458 2,309 851

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
株式 － － －

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

281 137 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 貸借対照表計上額（百万円）

子会社株式及び関連会社株式 16,293

その他有価証券

非上場株式

 

9,276
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(1）取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で

は為替予約取引等、金利関連では金利スワップ取引で

ある。

(2）取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動

によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針である。

(3）取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭

債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の

確保を図る目的で、また金利関連では借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇による変動リスクを

回避する目的で利用している。

(4）取引に係るリスクの内容

為替予約取引等は為替相場の変動によるリスクを、金

利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

している。

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため、信用リスクはほとんどないと認識してい

る。

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決済担当者の承認を得て行っている。

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではない。

２．取引の時価等に関する事項

(1）通貨関連

区分 種類

当事業年度（平成19年３月31日現在）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以外の取

引

為替予約取引     

売建     

米ドル 4,574 － 4,385 189

ユーロ 5,033 － 5,086 △53

英ポンド 823 － 852 △29

ランド 313 － 291 22

買建     

米ドル 1,826 88 1,860 34

合計 　 12,569 88 － 163

　（注）時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用しております。

(2）金利関連
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区分 種類

当事業年度（平成19年３月31日現在）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価（百万円）
評価損益
（百万円）

市場取引以外の取

引

金利スワップ取引     

変動受取・固定

支払
17,741 10,050 56 56

合計 　 17,741 10,050 56 56

　（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（税効果会計関係）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

繰延税金資産 （百万円）

未払金 759

未払費用 1,152

関係会社株式及び投資有価

証券等評価損 12,146

貸倒引当金及び貸倒損失 1,543

投資損失引当金 724

棚卸資産 88

その他 166

繰延税金資産小計 16,578

評価性引当金 △16,578

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 346

繰延税金負債合計 346

繰延税金負債の純額 346

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 59.0

住民税均等割 2.4

抱合せ株式消滅差益 △17.5

評価性引当金 159.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担額 243.8
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（企業結合等関係）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．結合当事企業の名称及びその事業内容、企業結合の法

的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

　当社は、当社の100％子会社である三洋電機海外サー

ビス（株）を平成19年３月31日付で吸収合併した。

(1）結合当事企業

三洋電機海外サービス㈱（事業内容：三洋商品の

海外顧客へのサービス部品の供給販売）

(2）合併の目的

人材その他の経営資源をより柔軟かつ有効に活用

できる体制及び販売の拡大を目的としている。

(3）合併の方法

当社を存続会社とし、三洋電機海外サービス（株）

を消滅会社とする吸収合併方式

(4）合併期日

平成19年３月31日

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る会

計基準の設定に関する意見書」）（企業会計審議会　

平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っている。
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（関連当事者との取引）

第39期（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出資
金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三洋電機

（株）

大阪府守

口市
322,242

電気機械

器具の製

造販売

直接100％

（被所

有）

出向１人

電気製品

・部品の

仕入及び

販売等

電気製品

・部品の

販売

130,169

売掛金

未収入

金

15,105

255

電気製品

・部品の

仕入　

473,664
買掛金

未払金

64,010

1,673

資金の借

入
3,700

関係会

社短期

借入金

3,700

(2）子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出資
金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
三洋ガル

フ（株）

アラブ首

長国連邦

ドバイ市

817,438US＄ 卸売業
直接100％

（所有）
兼任２名

中東にお

ける当社

製品の販

売

当社商品

の販売
6,860 売掛金 2,058

関連会社

三洋ＤＩ

ソー

リュー

ションベ

トナム

（有）

ベトナム

ホーチミ

ン市

18,000,000US＄

デジタル

カメラ及

び関連商

品の生産

・販売

直接

20.00％

（所有）

－
当社の仕

入先

材料の仕

入
14,423 買掛金 2,425

(3）兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出資
金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

三洋セミ

コンデバ

イス

（株）

東京都台

東区上野

一丁目

300百万円

半導体及

びその電

子部品の

販売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
15,869 売掛金 1,961

親会社の

子会社

三洋電機

（香港）

有限公司

香港
1,013,000,000

HK＄

香港を通

じて華南

地区の材

料調達、完

成品販売

他

なし －

当社の販

売先及び

資材の調

達先

当社商品

の販売
22,435 売掛金 1,969

材料等の

仕入
34,254 買掛金 5,193

親会社の

子会社

サンヨー

・ノース

アメリカ

・コーポ

レーショ

ン

アメリカ

合衆国カ

リフォル

ニア州サ

ンディエ

ゴ市

402,162,001

US＄

販売機能

を備えた

統括会社

直接

11.80％

（所有）

－
当社の販

売先

当社商品

の販売及

び関係会

社管理業

務

163,289 売掛金 24,461

金銭の預

り
－ 預り金 7,085

親会社の

子会社

三洋

フィッ

シャー

（ヨー

ロッパ）

販売

（有）

ドイツ

ミュンヘ

ン市

15,511,292EUR

カラーテ

レビ、ＶＴ

Ｒ等の販

売

なし 兼任３名
当社の販

売先

当社商品

の販売
15,821 売掛金 1,969
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出資
金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

三洋半導

体（香

港）有限

公司

香港
472,400,000

HK＄

半導体の

販売
なし －

当社の販

売先

当社商品

の販売
27,081 売掛金 4,590

親会社の

子会社

サンヨー

・エナ

ジー（Ｕ

ＳＡ）

コーポ

レーショ

ン

アメリカ

合衆国テ

キサス州

フリスコ

市

14,500,000US＄

電池の製

造・販売、

他の販売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
49,926 売掛金 7,819

親会社の

子会社

三洋エナ

ジー（香

港）有限

公司

香港 54,000,000HK＄

カドニカ

・トワイ

セル電池

の製造販

売他

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
12,294 売掛金 2,234

親会社の

子会社

三洋ジャ

ヤ電子部

品（イン

ドネシ

ア）

（株）

インドネ

シア西

ジャワ州

ブカシ県

30,000,000US＄

ＤＳＣ、Ｐ

ＯＳＣＡ

Ｐなどの

販売

なし －

当社の販

売先及び

資材の調

達先

当社商品

の販売
35,078 売掛金 3,535

材料の仕

入
54,258 買掛金 6,873

親会社の

子会社

三洋コン

ポーネン

トヨー

ロッパ

（有）

ドイツ

ミュンヘ

ン市

9,570,000EUR

カドニカ

・ニッケ

ル水素・

リチウム

イオン等

電池・半

導体及び

電子部品

の販売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
10,486 売掛金 2,499

親会社の

子会社

三洋エナ

ジー（バ

タム）

（株）

インドネ

シアバタ

ム島

2,200,000US＄

電池応用

商品、電池

の製造販

売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
16,158 売掛金 2,439
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属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出資
金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の

子会社

台湾三洋

捷能国際

股フン有

限公司

台湾台北

市
88,250,000NT＄

リチウム

電池等電

池及び電

池関連商

品の販売、

輸出入

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
16,777 売掛金 3,140

親会社の

子会社

三洋ハン

ガリー

（有）

ハンガ

リードロ

グ・イパ

リパーク

55,998,375EUR

二次電池

パック、

ソーラー

モジュー

ル、業務用

空調機の

製造・販

売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
35,567 売掛金 5,957

親会社の

子会社

三洋電子

部品（香

港）有限

公司

香港 100,000US＄

電子部品

の販売、中

国製造会

社への事

業拡大支

援

直接5.00％

（所有）
－

当社の販

売先

当社商品

の販売
16,515 売掛金 6,258

親会社の

子会社

三洋半導

体（株）

群馬県邑

楽郡大泉

町

5,000百万円

半導体・

集積回路

等の電子

部品の開

発、設計、

製造、販売

及び輸出

入

なし －
当社の仕

入先

商品の仕

入
37,381 買掛金 6,319

親会社の

子会社

三洋空調

設備ヨー

ロッパ

（有）

イタリア

ミラノ市
15,516,500EUR

エアコン

の販売
なし 兼任１名

当社の販

売先

当社商品

の販売
19,258 売掛金 3,499

親会社の

子会社

三洋エナ

ジー（蘇

州）有限

公司

中国江蘇

省江蘇市
42,500,000US＄

カドニカ

電池・

ニッケル

水素電池

・リチウ

ムイオン

電池等の

開発、製

造、販売、

補修

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
17,919 売掛金 3,426

親会社の

子会社

三洋エナ

ジー（北

京）有限

公司

中国北京

市
81,500,000US＄

リチウム

イオン電

池・ポリ

マー電池

の製造・

販売

なし －
当社の販

売先

当社商品

の販売
7,781 売掛金 2,596

　（注）１．上記(1）～(3）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、課税取引に係る期末残高には消費税

等が含まれている。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①　上記各社への当社商品の販売及び各社よりの仕入については、市場価格を参考にしている。

②　資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定している。なお、担保は提供していな

い。

③　金銭の預りは、同社の余剰資金を契約に基づき当社が受託しているもので、金利その他条件については市場

金利を勘案して合理的に決定している。
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（１株当たり情報）

摘要
第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 2,376.42円

１株当たり当期純損失（円） 90.26円

　

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
第39期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当期純損失（百万円） 722

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 722

期中平均株式数（千株） 8,009
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（重要な後発事象）

第39期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

三洋電機（株）との合併

１．結合当事企業の名称及びその事業内容、企業結合の

法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

　当社は、当社の100％親会社である三洋電機㈱に平

成19年４月１日付で吸収合併され消滅した。

(1）結合当事企業

三洋電機㈱（事業内容：電気製品・部品の仕入

及び販売等）

(2）合併の目的

三洋電機グループにおける海外マーケティング

戦略の一元化、ならびにグローバル営業体制の構

築・強化を目的としている。

(3）合併の方法

三洋電機（株）を存続会社とし、当社を消滅会社

とする吸収合併方式

(4）合併期日

平成19年４月１日

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」）（企業会計審議

会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）に基づ

き、共通支配下の取引として会計処理を行っている。
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④　附属明細表

有価証券明細表

株式

銘柄 株式数（千株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

サンヨー・ノースアメリカ・コーポ

レーション
47 7,853

台湾三洋電機股?有限公司 29,385 2,310

三洋能源（北京）有限公司 0 749

三洋アジア（株） 16,450 198

三洋インドネシア（株） 4,182 151

鳥取三洋電機（広州）有限公司 0 105

合肥栄事達三洋電器股?有限公司 7,966 101

SCIMED（Asia） PTELTD 132 96

大連三洋家用電器有限公司 0 90

三洋エナジーロジスティクス（株） 0 15

その他（14銘柄） 5,552 17

小計 63,714 11,685

計 63,714 11,685

有形固定資産等明細表

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

〈有形固定資産〉        

建物 2,273 8 0 2,281 1,745 35 535

構築物 198 － － 198 178 1 19

車両運搬具 3 － － 3 3 － 0

工具器具及び備品 233 9 6 236 192 33 43

土地 1,649 － － 1,649 － － 1,649

有形固定資産計 4,357 17 6 4,368 2,119 69 2,249

〈無形固定資産〉        

ソフトウエア 115 31 － 146 90 22 55

無形固定資産計 115 31 － 146 90 22 55

〈長期前払費用〉 26 19 － 45 24 7 21

繰延資産 － － － － － － －
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借入金明細表

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 18,036 17,415 1.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 12,900 11,850 1.0 －

長期借入金（１年以内の返済除く） 28,801 16,700 1.0 平成20年～22年

その他有利子負債

預り金
6,978 7,085 5.6 －

計 66,715 53,050 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

ある。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 7,950 6,750 2,000 －

引当金明細表

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 6,744 1,159 343 3,290 4,269

投資損失引当金 2,242 － － 462 1,780

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額、個別引当債権の見直しによる戻

入額及び対象債権の減少によるものである。

２．投資損失引当金の当期減少額（その他）は、対象会社の財政状態の改善により不要となったものである。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（平成20年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。

①　現金及び預金

内訳 金額（百万円）

現金 6

預金  

当座預金 326

普通預金 947

通知預金 84,450

定期預金 43,598

計 129,322

合計 129,329

②　受取手形

（相手先別内訳）

相手先 金額（百万円）

トーカドエナジー㈱ 8,758

サントロニクス㈱ 4,107

スタンダード電気㈱ 805

東日本メディコム㈱ 259

磯部塗装㈱ 249

その他 2,914

合計 17,094

（決済期日別内訳）

期日 金額（百万円）

平成20年４月 5,398

５月 5,653

６月 3,608

７月以降 2,433

合計 17,094

③　売掛金

（相手先別内訳）

相手先 金額（百万円）

三洋電機販売㈱ 34,716

サンヨー・ノースアメリカ・コーポレーション 11,616

FUJIFILM HONG KONG Limited 11,189

㈱ニコン 9,318

サンヨー・エナジー（ＵＳＡ）コーポレーション 9,203

その他 162,299
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相手先 金額（百万円）

合計 238,345

（回収及び滞留の状況）

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

226,394 1,446,820 1,434,870 238,345 85.8 59

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。

④　棚卸資産

（製品及び仕掛品）

内訳 製品（百万円） 仕掛品（百万円）

コンシューマ部門 22,452 5,260

コマーシャル部門 10,732 458

コンポーネント部門 8,052 17,617

合計 41,237 23,336

（材料）

内訳 金額（百万円）

原材料 2,943

部品 8,991

その他 3,391

合計 15,326

⑤　未収入金

内訳 金額（百万円）

材料売却未収入金 32,022

その他未収入金 42,602

合計 74,625

　　　⑥　関係会社株式

内訳 金額（百万円）

子会社株式 310,450

関連会社株式 20,876

合計 331,326

⑦　支払手形

（相手先別内訳）
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相手先 金額（百万円）

三菱商事テクノス㈱ 566

ハイメカ㈱ 459

廣播電子工業㈱ 239

㈱サステック 232

ＴＯＷＡ㈱ 232

その他 1,514

合計 3,245

（決済期日別内訳）

期日 金額（百万円）

平成20年４月 256

５月 562

６月 748

７月 1,170

８月以降 507

合計 3,245

⑧　買掛金

（相手先別内訳）

相手先 金額（百万円）

住友信託銀行㈱ 27,375

㈱三洋キャッシュ・マネージメント・

センター
18,440

日亜化学工業㈱ 14,774

グローバルファクタリング㈱ 11,447

三洋電機（香港）有限公司 11,264

その他 187,394

合計 270,696

　（注）　住友信託銀行㈱、㈱三洋キャッシュ・マネージメント・センター、グローバルファクタリング㈱に対する

買掛金は、取引先が当社に対する売掛債権を債権譲渡したことによるものである。

⑨　未払金

内訳 金額（百万円）

販売直接費 6,250

設備 19,517

諸経費 40,370

その他 11,001

合計 77,140

⑩　社債
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銘柄 金額（百万円） 銘柄 金額（百万円）

第９回無担保社債 30,000 第18回無担保社債 10,000

第12回無担保社債 20,000 第19回無担保社債 30,000

第16回無担保社債 20,000 第20回無担保社債 30,000

第17回無担保社債 20,000 合計　 160,000

　（注）　このうち、20,000百万円は一年内に償還予定であり、貸借対照表上流動負債に計上している。

⑪　長期借入金

相手先 金額（百万円）

シンジケートローン 80,000

その他 17,050

合計 97,050

　（注）１．シンジケートローンは、㈱三井住友銀行を幹事会社とする計20社の協調融資によるものである。

２．このうち、9,450百万円は一年内に返済予定であり、貸借対照表上流動負債に計上している。
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⑫　退職給付引当金

内容 金額（百万円）

退職給付債務 310,765

年金資産 △160,560

未認識数理計算上の差異 △92,750

その他 11,460

合計 68,914
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

普通株式については 100,000株券、10,000株券、1,000株券、500株券、100株券

及び100株未満の株数を表示した株券とし、株式消却のために交付請求が

あった場合には、その株数を表示した株券を発行することができる。

また、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式については 5,000,000株券、

1,000,000株券、100,000株券、10,000株券、1,000株券及び 100株券とし、必要

があるときは、上記以外の株数を表示した株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 普通株式　1,000株、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式　100株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき　２００円

単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社全国各支店

買取・買増手数料
当社と担当証券会社が設定する１単元当たりの売買手数料相当額を買い取

りまたは買い増しをした単元未満株式の数で按分した額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利及び株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利以

外の権利を有していない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はない。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第83期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出

　

(2）半期報告書

　（第84期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

　　　平成20年１月22日関東財務局長に提出

　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（吸収分割）に基づく臨時報告書である。

　

(4) 有価証券報告書の訂正報告書　

　　　事業年度（第83期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年10月16日関東財務局長に提出

　　　事業年度（第79期）（自　平成14年４月１日　至　平成15年３月31日）平成19年12月25日関東財務局長に提出

　　　事業年度（第80期）（自　平成15年４月１日　至　平成16年３月31日）平成19年12月25日関東財務局長に提出　

　　　事業年度（第81期）（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）平成19年12月25日関東財務局長に提出　

　　　事業年度（第82期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）平成19年12月25日関東財務局長に提出　

　　　事業年度（第83期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年12月25日関東財務局長に提出　

　

(5) 半期報告書の訂正報告書

　　　（第81期中）（自　平成16年４月１日　至　平成16年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出

　　　（第82期中）（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出

　　　（第83期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）平成19年12月25日関東財務局長に提出

　

(6) 臨時報告書の訂正報告書

　    平成20年１月22日提出の臨時報告書に係る訂正報告書　　　平成20年１月31日関東財務局長に提出

　

(7) 訂正発行登録書

　    平成19年６月29日、平成19年10月16日、平成19年12月25日、平成20年１月22日及び平成20年１月31日

　　　関東財務局長に提出　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

三洋電機株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　㊞

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

三洋電機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の組替再表示後連結財務諸表（連結財務

諸表注記.３参照）、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主持分計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表注記１

及び２参照）に準拠して、三洋電機株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。ただし、連結財務諸表注記１に記載のとおり、セグメント情報については、米国財務会計基準審議会基準書第131号にか

えて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第15条の２に準拠して作成さ

れている。

追記情報

　連結財務諸表注記２．主要な会計処理の方針に記載されているとおり、会社及び子会社は平成19年３月31日に基準書第

158号を適用し、この会計基準により連結財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

三洋電機株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る三洋電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主持分計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸表注記１

及び２参照）に準拠して、三洋電機株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。ただし、連結財務諸表注記１に記載のとおり、セグメント情報については、米国財務会計基準審議会基準書第131号に

かえて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第15条の２に準拠して作

成されている。

 

追記情報

　連結財務諸表注記25.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月１日付で会社分割により携帯電話事

業を京セラ株式会社へ譲渡した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成19年12月25日

三洋電機株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　㊞

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

三洋電機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の訂正報告書の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋電機株式

会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

１．有価証券報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の２第１項の規定に

基づき財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の財務諸表について再度監査を行った。

２．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は前々事業年度に169,930百万円、前事業

年度に149,406百万円の当期純損失を計上し、当事業年度においても57,144百万円の当期純損失を計上した。また、会社

が締結しているシンジケートローン契約及びコミットメントライン契約には財務制限条項が付されている。当該状況

により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しているが、当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されて

いる。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していな

い。

３．重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日付で100％子会社である三洋セールス

アンドマーケティング株式会社を吸収合併した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

次へ
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

三洋電機株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山川　雄二　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　㊞

　当監査法人は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

三洋セールスアンドマーケティング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第39期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋セールス

アンドマーケティング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

１．会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10

月31日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準第７号）並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準適用指針第10号）を適用している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月１日を合併期日として三洋電機株式会社と合併した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（※）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成20年６月27日

三洋電機株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中尾　正孝　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮林　利朗　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る三洋電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三洋電機株

式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年４月１日付で会社分割により携帯電話事業を京セラ株式会社

へ譲渡した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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